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本県では、平成８年度に策定した「行政改革大綱」及び「地方分権推進大綱」以降、
これまで４期にわたってそれぞれの時代の要請と県の行財政を取り巻く課題に対応
した大綱を定め、行政改革に取り組んできました。 
特に、第４期の行政改革では、平成１６年度のいわゆる地財ショックによる地方交
付税の大幅な削減等の影響で危機的な状況に陥った本県財政を立て直すため、事務事
業の見直し、定員の削減、臨時的な給与の減額等、徹底した歳出の削減を行うととも
に、県税徴収の強化、県有財産の売却、新たな収入源の開拓等、幅広い歳入の確保に
取り組み、県債発行の抑制、基金の積み増しなど、県財政の健全化に努めました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

〔背景〕市町村合併の進展（70市町村⇒20市町）、三位一体改革による地方交付税
等の大幅削減 

〔目標〕県民との協働自治 
・県民サービス改革（アウトソーシング､公の施設の見直し､出資法人の見直し） 
・パートナーシップ改革（ＮＰＯ等との協働､市町への権限移譲､四国４県連携） 
・組織改革（地方局・試験研究機関の再編・スリム化､定員の適正化､給与の見
直し） 
・財政構造改革（財政構造の転換、徹底した歳出の削減、歳入の確保） 

第４期(H18～H22)〔構造改革プラン〕 

１ これまでの行政改革の取組 

 
 

〔背景〕厳しい財政状況と社会経済情勢の大きな変化 
〔目標〕最少のコストで最大の県民満足を提供する地域経営体としての体質の改

善･強化 
・事務事業の廃止、縮小  ・組織、機構の簡素化  ・定員の適正化 
・仕事の進め方や制度、システムの見直し 

第３期(H14～H17)〔行政システム改革大綱〕 

 
 

〔背景〕地方分権推進法の成立（地方分権の総合的かつ計画的な推進） 
〔目標〕地方分権の時代にふさわしい簡素で効率的な行政システムの確立 
・事務事業の整理合理化  ・組織、機構の見直し 

第１期(H 8～H10)〔行政改革大綱〕〔地方分権推進大綱〕 

 
 

〔背景〕地方分権一括法の成立（国と地方の役割分担の明確化、機関委任事務制
度の廃止等） 

〔目標〕県民の県民による県民のための県政の推進 
・経費の節減合理化 ・スクラップ・アンド・ビルドの徹底 ・情報公開の推進 

第２期(H11～H13)〔新行政改革大綱〕 
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〔取組の成果〕 
（１）危機的な財政状況の一定の改善 
数次にわたる大幅なマイナスシーリングの設定により、歳出を削減したほか、定
員適正化計画を上回る定員削減や臨時的な給与カット、県債の発行抑制や公債費の
縮小など、持続可能な財政構造への転換に向けて取り組んだ結果、基金残高の目標
２００億円を達成するなど、一定の成果を挙げました。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

H15→H20

▲４９３億円

主　な　項　目 実　　施　　内　　容 効　果　額

・市町、団体への補助は廃止を前提に見直し △１９４億円

・ゼロベースからの見直しによる「選択と集中」

・中四国平均程度へ削減

・大規模事業は、事業費圧縮や新規着手原則凍結 △１７３億円

○定員の削減 ・構造改革プランに基づき定員を削減

・事務処理方法の見直し等を進め臨時職員を削減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　削減人員数：119人 △９億円

○給与の臨時的抑制 ・職員給与の減額を臨時的に実施 △２０５億円

○その他 ・ESCO事業の導入など △３９億円

○県税収入の確保 ・滞納額の縮減（愛媛地方税滞納整理機構の設置） ８億円

・資源循環促進税の創設 ７億円

○県有財産の売却 ・県有財産の計画的売却等 ７０億円

○新たな収入源の開拓 ・県ホームページ等の広告料収入や県有施設の命名権収入の拡大 ２億円

○受益者負担の適正化 ・使用料・手数料の見直し（県営住宅駐車料の導入など） ２億円

○その他 ・県債の適正な活用など ２７５億円

　　　　一般行政、教員及び警察部門削減数：1,511人

歳
出
の
削
減

○事務事業の徹底的な
見直し

△１,１９０億円

三位一体改革による地方交付税等の大幅削減

愛媛県財政構造改革基本方針（平成１７年１０月策定）
【目標】○財政再生団体への転落を回避し、持続可能な財政構造へ転換する

　　　　○徹底した歳出削減と広範な視点からの歳入確保の取組を推進

【実施期間】　１８年度～２１年度（取組を２２年度まで１年延長）

○投資的経費の見直し

△２５８億円

歳
入
の
確
保

 

財政基盤強化積立金及び県債管理基金の残高の推移 

財政構造改革の主な成果 

 
 
これまでの取組の累計額 
        ２，４３２億円 
  歳出削減 ▲２，０６８億円 
  歳入確保     ＋３６４億円 
 
 
 
県債発行抑制により、 
 臨時財政対策債を除く 
県債残高は大幅に減少 
H17年度比 ▲１，２３７億円 
 
 
 
不測の事態に備えた、 
  望ましい基金残高２００億円 
への積み増し目標を22年度 
末に達成 
    Ｈ22末残高 ２４０億円 

国を上回る行財政改革を実施 

将来負担の抑制にも努力 

財源対策用基金の積み増し 

138 133 118 91 63 56 49 52 67
86 63 67 46 54 70 51 66

134 130

438
384

292

254

219
195
160 129 102 102 102

102 53 53

102

345

282
251

209
181 169

188
165 169

68

財政基盤
強化積立金

24

県債
管理基金105

102

24 24

240
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123
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410
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232
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（注）決算ベース（23年度は9月補正予算編成時における年度末見込み）

H22全国平均
：442億円

本県における財源対策用
基金残高のピーク

基金残高200億円
の達成



 3 

（２）組織・定員のスリム化 
地方局や試験研究機関の再編、公の施設の見直しなど、組織のスリム化を図ると
ともに、定員適正化計画等に基づき計画的に適正な定員管理を進めてきた結果、一
般行政部門の職員数は、平成７年度のピーク時から平成２３年度までの１６年間で
８９５人（△１８．８%）の削減を図りました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3,500
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4,900

（基準年）

職員数 4,756 4,756 4,741 4,703 4,641 4,595 4,586 4,570 4,536 4,494 4,420 4,362 4,266 4,107 3,982 3,894 3861
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〈棒グラフ〉
一般行政部門職員数の推移

１６年間で８９５人削減（削減率１８．８％）

 

組織のスリム化 

地方機関の再編 

【地方局】 
  ５地方局 ⇒ ３地方局（Ｈ２０．４） 

【試験研究機関】 
  １５機関 ⇒ ３機関（Ｈ２０．４） 

 公の施設の見直し 

【指定理者制度の導入】 
 ・総合社会福祉会館 
 ・県民文化会館 
 ・総合科学博物館  
 ・歴史文化博物館 
 ・県営住宅（中予地方局管内２０団地） 
             など５０施設に導入 

【独立行政法人化】 
 ・医療技術大学 

【施設の廃止】 
 ・母子福祉センター 
 ・歯科技術専門学校 
 ・健康増進センター  
 ・東予青年の家、南予青年の家 

【移譲】 
 ・県立三島病院 

定員のスリム化 

Ｈ２３年度までの１６年間で一般行政部門職員▲８９５人削減（削減率１８．８％） 
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◆利用者数が把握可能な２１施設のうち１４施設で利用者数が増加 
２１施設全体では９．７％増加（３６６万人⇒４０１万５千人） 

（３）公共サービスの見直し 
公的分野で活動するＮＰＯ法人の数が大幅に増加し、ＮＰＯ等と県の協働が進む
とともに、公の施設への指定管理者制度の導入や業務のアウトソーシングによる民
間活力の活用により、多様な主体による効果的・効率的なサービスの提供が着実に
進んできました。 
 
 
 
 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

施設名 
導入前 
17年度実績 
（人） 

 
導入後 
18～22年度平均 
（人） 

増加人数 

（人） 
増加率 
（％） 

男女共同参画センター 50,640 ⇒ 62,735 12,095 23.9 
えひめこどもの城 306,540 ⇒ 372,677 66,137 21.6 
愛媛国際貿易センター 363,396 ⇒ 387,217 23,821 6.6 
テクノプラザ愛媛 29,575 ⇒ 33,122 3,547 12.0 
えひめ森林公園 80,033 ⇒ 90,278 10,245 12.8 
総合運動公園 732,838 ⇒ 879,573 146,735 20.0 
とべ動物園 463,644 ⇒ 576,187 112,543 24.3 

主
な
増
加
施
設 

生活文化センター 83,203 ⇒ 106,464 23,261 28.0 

ＮＰＯ法人認証数の推移

11 18
50
84

124
159
196

242 259
282
300
327

0

50

100

150

200

250

300

350
法人数

11年度 14年度 18年度 19年度12年度 15年度 17年度16年度13年度 22年度20年度 21年度

 
 
 
 
 
 

ＮＰＯ等との協働 

 ＮＰＯ法人認証数の増加 

ＮＰＯ法人認証数
の大幅な増加 

 協働事業の実施状況（例） 

◆Ｈ２２年度提案型パートナーシップ推進事業の状況 
  ・えひめの子育て家庭を支える情報ネットワーク構築事業 
    子育て応援サイトのデータベース化 
  ・東予の千枚田の環境保全事業 
    耕作放棄地での水稲栽培等 
  ・地域資源を活かしたキャリア教育事業 
    地域全体を学びの場とする体験活動、地域人材との交流 

民間活力の導入 

指定管理者制度の導入効果 

◆１８年度までに導入した２５施設で管理運営コストを約２３．５％削減（１７年度と２３年度の比較） 
１７年度 ２６億９４百万円 ⇒ ２３年度 ２０億６１百万円 
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本県では、これまでの行政改革の取組により、第１章で取り上げたような成果を挙
げてきました。 
しかしながら、財政状況が依然として厳しい中、来るべき分権型社会に対応できる
足腰の強い体制づくりを進めるとともに、第６次県長期計画の推進や防災力の強化な
ど喫緊の政策課題にも積極的に対応していく必要があり、そのためには、「改革に終
わりなし」との認識の下、不断の行政改革努力を継続していかなければなりません。 
 また、行政改革は、地方自治法に定める「地方公共団体は、その事務を処理するに
当っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるよ
うにしなければならない。」（第２条第１４項）という自治体運営の基本原則を具体化
する取組にほかならず、また、県民の県政に対する信頼の基礎となるものであります。 
 県政運営に対する県民の御理解、御協力をいただくためにも、引き続き徹底した行
政改革に努め、行政の健全性を保ち続けるとともに、時代潮流に対応した新たな改革
に取り組んでいくことが不可欠です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 新たな改革の必要性 

 
◆国の縦割り行政の限界 
◆国主導による地方分権改革の停滞 
◆地方主体の新たな広域行政への動き 

 
◆第６次県長期計画（愛媛の未来づくりプラン）において、目指す愛媛の将来像
を描き「愛のくに 愛顔あふれる愛媛県」の実現に向けて県政を推進 
◆東日本大震災を踏まえた防災力の強化、地域経営の鍵を握る産業振興施策の強
化など、緊急に対処すべき重要課題への対応 

 
◆国の財政運営の動向や厳しい経済情勢が地方財政に大きな影響 
◆少子高齢化による社会保障関係経費の増大 
◆地方交付税の振替えとなる臨時財政対策債の増加による公債費の高止まり 

（１）厳しい財政見通し 

（２）分権型社会への対応 

（３）政策課題への対応 
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（１）厳しい財政見通し 
本県財政の中長期の見通しについて、内閣府の「経済財政の中長期試算」や総務
省の「地方財政収支の仮試算」を基に試算（平成２３年１０月）を行ったところ、
平成２４年度から平成２６年度までの３年間の財源不足額は、▲３８５億円と再び
拡大に転ずることが見込まれ、依然として厳しい財政状況が続きます。 
財源不足額が拡大する要因は、歳入面では、自主財源である県税が低迷し、地方
交付税も抑制基調が続く中で、歳出面では、人件費は退職手当が高止まりし、公債
費は財源対策のための起債の増加により依然として高水準で、社会保障関係経費は
少子高齢化に伴い構造的に増加していくことにあります。 
本県財政は、経済情勢の変動や国の財政運営の動向等によっては、更に厳しい財
政状況に陥る懸念がある中で、今後見込まれる財源不足への対処のみならず、東日
本大震災を踏まえた防災・減災対策など新たな県民ニーズにも的確に応えていかな
ければならず、財政健全化に向けて、歳出歳入全般にわたる対策に引き続き取り組
んでいく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

当初予算編成における財源不足額の推移
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5,939
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（注）数値は当初予算編成時ベース【財源対策前】（24年度以降は中期財政見通しによる推計）

財源不足

歳入

歳出

１９年度
▲３５２

１８年度
▲４０１

２０年度
▲３４７

２１年度
▲２８７

２２年度
▲１３５

２３年度
▲６０ ２４年度

▲１１８

２５年度
▲１１６

２６年度
▲１５１

【21～23年度】
・地方交付税の１兆円加算や国の数次の
　緊急経済対策で、財源不足は大幅に減少
 ・県の自助努力の成果もあるが、
　今後も財源不足は国の動向が大きく影響

【24～26年度】
・来年度の財源不足は
　　　　▲118億円
・今後３年間で
　　　　▲385億円

財源不足は
　　再び拡大

地方交付税等の
大幅な削減があれば
本県財政は
たちどころに行き詰まる

自治体に倒産
はありえる

決算時に
▲180億円の
赤字となれば
財政再生団体
　　　へ転落

中期財政見通し 

◆平成２４年度から平成２６年度までの３年間で、３８５億円の財源不足が生じる見
込み 
◆平成２３年８月に公表された国の中期財政フレームでは、７１兆円に固定化された
「歳出の大枠」に、増加を続ける社会保障関係経費とともに地方交付税も含まれて
おり、そのしわ寄せが及ぶことにより、交付税が大幅に削減される懸念 
◆大規模災害等に対する県民の安全・安心を確保するため、東日本大震災を教訓とし
た防災対策の早急な実施が必要 

国の財政運営の動向や厳しい経済情勢が地方財政に大きな影響 
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（注）一般会計決算ベース（23年度は９月現計予算、24年度以降は中期財政見通しによる推計）
　H21～26年度は、国補正予算対応基金活用事業を含む。

少子高齢化による社会保障関係経費の増大 

◆少子高齢化の進展により毎年約３５億円ずつ増加する見込み 

地方交付税の振替えとなる臨時財政対策債の増加による公債費の高止まり 

◆公債費は平成２０年度をピークに減少してきたが、地方交付税の振替えとなる臨時財
政対策債の増加により、平成２４年度から再度増加に転じ、高止まり 
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（２）分権型社会への対応 
中央集権体制下の国の縦割り行政は限界を迎えており、地方のことは地方に委ね
る地方分権改革の必要性・重要性が久しく唱えられていますが、国・地方の協議の
場の法制化など一定の前進は図られたものの、その実現にはいまだ至っていません。 
地方分権改革を進めるには、国の統治機構を抜本的に見直すことが重要であり、
国自らが率先して改革に取り組むべきですが、地方への権限移譲は一部にとどまり、
国の出先機関改革も各府省の抵抗が強まっているなど、国主導による地方分権改革
は停滞しつつあります。 
このような中、関西広域連合など地方が主体的に新たな広域行政に取り組むなど、
停滞する地方分権改革を前進させようとする動きが広がりつつあります。 
県は、改革を国任せにすることなく、地方の側から、国・地方の協議の場等を通
じて、目指すべき地方分権改革の姿や権限・財源の移譲を訴え、国を突き動かして
いくとともに、県においても、市町と一体となって二重行政の解消や地方分権を担
う体制づくりに取り組んでいく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２
２
年
度

２
３
年
度

１
９
年
度

２
１
年
度

        地方分権改革推進本部設置

第３次勧告（10月）第４次勧告（11月）

地方分権改革推進計画閣議決定（12月）地域主権戦略会議設置（11月）

地域主権戦略大綱閣議決定（6月）

○成立（4月） ○地域の自主性及び自立性を高めるた
めの改革の推進を図るための関係法律
の整備に関する法律案成立（８月）

 (4月参院可決、その後、継続審議に）

アクション・プラン(国の出先機関改
革関係)閣議決定（12月）

○地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案提出（3月）
○国と地方の協議の場に関する法律案提出(3月）

広域的実施体制
の枠組み検討等

 

分権型社会への対応 

国主導の地方分権改革
の停滞 

国の縦割り行政の限界 
地方主体の新たな広域
行政への動き 

◆県の側から目指すべき地方分権改革の姿を提示し改革を要請 

◆県と市町が一体となって二重行政の解消や地方分権を担う体制づくり 

国の地方分権改革への取組 
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（３）政策課題への対応 
本県では、「愛のくに 愛顔あふれる愛媛県」を基本理念とする第６次県長期計
画の長期ビジョンを平成２３年９月に策定し、おおむね１０年後を見据えた愛媛の
目指すべき将来像を描きました。 
同計画に掲げる将来像の実現に向け、今後４年間のアクションプログラムに基づ
き、４つの基本政策、５４の施策からなる取組を実施することとしています。 
アクションプログラムでは、独自性の高い“愛媛発”の新たな政策にも着手する
こととしており、財政健全化と新たな政策の展開の両立という極めて困難な課題に
取り組まなければなりません。そのためには、職員一人ひとりの意欲と能力を引き
出し、創意工夫と企画力を発揮できる組織となるよう政策立案機能の強化と人材の
育成に取り組むことが急務となっています。 
また、同計画に基づく政策の展開とともに、東日本大震災を踏まえた防災力の強
化や地域経営の鍵を握る産業振興施策の強化など、緊急に対処すべき重要課題にも
積極果敢に対応できる組織づくりが必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
◆おおむね１０年後を見据えた「愛のくに 愛顔あふれる愛媛県」を基本理念
とする第６次県長期計画の長期ビジョンを平成２３年９月に策定 
◆長期ビジョンで示した将来像の実現に向け、今後４年間のアクションプログラ
ムに基づき、４つの基本政策、５４の施策からなる取組を実施 
◆５４の施策では、独自性の高い“愛媛発”の新たな政策にも着手 

◇職員の意欲と能力を引き出し、創意工夫と企画力を発揮できる組織の機能強
化と人材の育成が不可欠 

政策課題への対応 

「愛のくに 愛顔あふれる愛媛県」の実現 

つながり実感愛媛の
実現 

オリジナル愛媛の創
造 

ニュー・フロンティア愛
媛の追求 

愛媛コーディネートの
確立 

活き活きとした愛顔 
あふれる愛媛 

やすらぎの愛顔 
あふれる愛媛 

輝く愛顔 
あふれる愛媛 

やさしい愛顔 
あふれる愛媛 

県長期計画 
愛媛づくりの方向性 

県長期計画 
目指すべき将来像 

「連携」 

「創造」 

「挑戦」 

推進姿勢 

 

◆東日本大震災を踏まえた防災力の強化 
◆地域経営の鍵を握る産業振興施策の強化  など 

緊急に対処すべき重要課題への対応 
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〔目 的〕 
本県はこれまで行政改革の努力を積み重ねてきましたが、引き続き厳しい財政状況
を踏まえ、「改革に終わりなし」との認識の下、簡素で効率的な組織づくりを更に進
めていくことが必要です。 
また、これまでの行政改革は、国が指針で示した数値目標に沿って定員や歳出の削
減を進めてきた側面がありましたが、地方の自己責任が厳しく問われる分権型社会の
到来を見据え、自主・自立の覚悟を持って、県の行政運営の基盤となる組織・仕組み・
人という「土台」をしっかり確立していかなければなりません。 
さらに、第６次県長期計画の積極的推進を図っていくためには、市町、ＮＰＯ、民
間等との連携により愛媛県の総合力を発揮するとともに、創意工夫や企画力を発揮し
て重要課題に積極果敢に対応する政策立案型行政への転換が求められています。 
このため、新しい行政改革大綱は、「愛のくに 愛顔あふれる愛媛県」の土台づく
りを基本理念に掲げ、「自主・自立のえひめ」を目指して、分権時代に対応した足腰
の強い組織・仕組み・人づくりに取り組みます。 
〔３つの改革〕 
新しい行政改革大綱は、厳しい財政状況等を踏まえた簡素で効率的な組織づくりを
追求する「挑戦」、分権型社会を見据えた、市町との連携強化やＮＰＯとの協働、他
県との広域連携などに取り組む「連携」、創意工夫や企画力の発揮による前向きな県
政推進を目指す「創造」の３つの改革を柱として取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 新しい行政改革大綱の目的と３つの改革 

『愛のくに 愛顔あふれる愛媛県』の土台づくり 
～「自主・自立のえひめ」を目指して ～ 

分権時代に対応した足腰の強い組織・仕組み・人づくり 

課  題 

必要な取組 

「挑戦」する改革 
～更なる組織の進化～ 

３つの改革 「連携」する改革 
～県民の底力の結集～ 

「創造」する改革 
～ 政 策 立 案 型 行 政 へ の 転 換 ～ 

基本理念 
（目  的） 

厳しい財政見通し 分権型社会 政策課題 

簡素で効率的な 
組織づくり 

市町､ＮＰＯ､民間等
と力を合わせる 

創意工夫や企画力で
前向きな県政推進 

数値目標等を設定し全庁一丸となって実施（１００のチャレンジ） 
 
推進姿勢 
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〔推進姿勢〕 
県民に分かりやすく改革の進捗状況を示すとともに、全庁一丸となって改革を実施
するため、「１００のチャレンジ」として数値目標等具体的な取組目標を設定し、成
果の見える改革を推進します。 
また、Plan（大綱の策定）-Do（実行計画の実施）-Check（行政改革・地方分権戦
略本部による実施状況の検証）-Action（県議会、行政改革・地方分権推進委員会等
の意見、提言を踏まえた見直し）のサイクルを徹底するとともに、社会経済情勢の急
激な変動や国の財政運営・制度の大幅な変更等に機動的・弾力的に対応しながら改革
を推進します。 
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本県は、第１期から第４期の改革において、徹底した無駄の削減、組織のスリム化、
事務の合理化に取り組み、国が示した目標をはるかに上回る行政改革の成果を挙げて
きました。 
しかし、少子高齢化の進展、住民ニーズの多様化・高度化、東日本大震災の発生、
急激な円高の進行など、県の行財政を取り巻く環境は絶えず変化しています。行政改
革に終わりはなく、時代潮流の変化を的確に捉え、その変化に柔軟に対応できる体制
を絶えず追求していかなければ、県民の負託に応えることはできません。 
このため、これまでの行政改革の成果を踏まえながら、限りある予算と人を真に必
要な分野に重点的に配分するよう、メリハリを徹底した予算編成やスクラップ・アン
ド・ビルドを基本とした組織の再編等を推進するなど、財政健全化や組織のスリム化
等に引き続き取り組みます。 
特に、行政評価システムを改善・強化し、事務事業の徹底した見直しを行い、効果
的・効率的な行財政運営に努めます。 
同時に、地方財政は国の税財政制度に大きく左右されることから、国に対して、国・
地方の税源配分のあり方や団体間の税源偏在是正等について、全国知事会等を通じて
地方の立場を主張していきます。 
「挑戦」する改革は、これまでの成果の上に立ち、来るべき地方分権の時代に向け
て、自主・自立の覚悟を持って、自ら考え、自ら実行する行財政改革を進め、簡素で
効率的な組織づくりを更に推進する改革です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆徹底した無駄の削減、組織のスリム化など、これまでの行政改革の成果を踏ま
えながら、厳しい財政状況や本県を取り巻く環境の変化にも柔軟に対応できる
よう、自ら考え自ら実行する行財政改革に不断に取り組み、簡素で効率的な組
織づくりを更に推進します。 

「挑戦」する改革 ～更なる組織の進化～  

【主な取組項目】 
（１）財政改革 
◆財政健全化基本方針に基づき、更なる経費節減や財源の確保に取り組み、メ
リハリを徹底した予算編成を行います。 
（２）組織改革 
◆組織のスリム化・効率化・活性化を図るとともに、定員適正化計画に基づき、
計画的に適正な定員管理に取り組みます。 
（３）業務改革 
◆行政評価システムの改善・強化による事務事業評価の徹底やファシリティマ
ネジメントの検討を進め、無駄を削ります。 
◆災害発生時の業務継続計画（ＢＣＰ）と災害時行動計画を策定し、業務継続
リスク管理に努めます。 
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 分権時代を見据えて、広域自治体である県と住民に最も身近な存在である市町が総
合力を発揮して、住民主体のまちづくりを推進するため、「チーム愛媛」として二重
行政の解消など効果的・効率的な行政運営を行うとともに、一体となって分権型社会
に対応できる体制づくりに取り組みます。 
また、ＮＰＯ、ボランティア、民間など多様な主体による公的な活動を活性化し、
地域主体の行政運営を図るため、ＮＰＯ等との協働による「新しい公共」を推進する
など、更なる取組を進めます。 
さらに、関西広域連合など地方による主体的な広域行政の取組の気運の高まりに対
応し、四国他県や瀬戸内各県などの近隣県を始め、政策課題を共有する他県との多面
的な広域連携を進め、共同して効果的な施策展開や課題の解決に取り組みます。 
「連携」する改革は、市町、ＮＰＯ、ボランティア、民間など多様な主体との協働
を進めるとともに、他県との広域連携により総合力を発揮し、県民の底力の結集を目
指す改革です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆地方分権の担い手となる市町との連携に重点的に取り組み、「チーム愛媛」とし
て、二重行政の解消など、県と市町が一体となった効果的・効率的な行政運営を
行います。また、ＮＰＯ、ボランティア、民間など多様な主体との協働を更に進
めるとともに、近隣県を始め、他県との広域連携を進め、共通する課題に取り組
みます。 

「連携」する改革 ～県民の底力の結集～  

【主な取組項目】 
（１）県と市町との総合力の発揮 
 ◆県・市町連携政策会議を設置し、「チーム愛媛」として県・市町が共同して二
重行政の解消や県民サービスの向上に取り組みます。 
 ◆県・市町職員の「相互交流」に積極的に取り組むとともに、県の受託研修や
合同研修の充実により、市町職員の人材育成を積極的に支援します。 
（２）地域・ＮＰＯとの連携 
◆「新しい公共」の取組を推進するとともに、協働指針に基づくＮＰＯとの協
働や県民対話型県政の推進を図り、ＮＰＯ、ボランティア等との協働に取り
組みます。 
（３）民間との連携 
◆アウトソーシングの推進などにより民間活力を積極的に活用するとともに、
規制緩和を推進し、民間による地域活性化の取組を支援します。 
（４）他県との広域連携 
◆四国４県連携施策の推進や人事交流など、四国各県との連携・交流を深め、
四国の総合力を発揮できる協力、共同体制づくりを進めます。 
◆瀬戸内各県などの近隣県を始め、政策課題を共有する他県との連携を図り、
大規模災害の発生等にも備えた多面的な広域連携を推進します。 
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厳しい財政状況の中、長期計画を効果的に推進するためには、国に依存した「メニ
ュー選択型行政」から、自立した「政策立案型行政」に転換することが必要です。ま
た、東日本大震災を踏まえた防災力の強化や地域経営の鍵を握る産業振興など、緊急
の重要課題にもスピード感を持って積極的に対処しなければなりません。 
本県が目指す「政策立案型行政」は、地域の課題を踏まえ、解決に向けた政策を企
画立案するとともに、創意工夫をもって実行し、政策目標を達成する前向きな行政を
推進するものです。 
そのため､戦略性・機動性・柔軟性の高い組織づくりや､政策の質を高めるトップマ
ネジメント機能の強化、庁内分権による意思決定の簡素化・迅速化を図るとともに、
長期計画を着実に推進するため、重点戦略方針に沿った戦略的な予算編成に取り組み
ます。 
また、職員一人ひとりの意欲と能力を引き出し発揮できるよう職員の意識改革と能
力開発を進めます。 
さらに、地方分権改革の目指すべき姿を提示し、積極的な政策提言を行います｡ 
「創造」する改革は、地方分権の進展を見据え、意識改革や能力開発により、創造
的な施策を立案・実行できる人材の育成を進めるとともに、創意工夫や企画力が最大
限発揮できる組織づくりを推進し、政策立案型行政への転換を目指す改革です。 
 
 
 
 
 
 

「創造」する改革～政策立案型行政への転換～ 

◆長期計画の効果的な推進を図るとともに、防災力の強化など緊急の重要課題に
積極的に取り組むため、戦略性・機動性・柔軟性の高い組織づくりを推進しま
す。また、職員の意識改革と創造的な施策を立案・実行できる人材の育成に努
め、地方分権の進展に対応できる政策立案型行政への転換を目指します。 

【主な取組項目】 
（１）政策立案型組織づくり 
 ◆重点戦略方針による政策展開や県と市町との連携施策の創出などにより政策
立案機能を強化します。 

 ◆課長補佐級職員をリーダーとした業務執行リーダー制の拡充などにより、機
動的な体制を構築します。 
◆「原子力安全対策課」の設置（Ｈ２３．６）など重要な政策課題に対処でき
る組織再編を行うとともに、各部局に設置された政策推進班の連携により部
局横断的な政策立案・調整機能の推進を図ります。 
◆知事をトップとする「部局長会」を積極的に活用して意思決定の迅速化とト
ップマネジメント機能の強化を図ります。 
（２）職員の政策立案能力の強化 
 ◆「５つの意識改革」を徹底するとともに、新たに課長級昇任試験制度を導入
し、能力・実績重視型の人事管理に取り組みます。 
◆職員研修の充実、民間、国との人事交流や県・市町職員の合同政策研究グル
ープ活動の推進により政策立案型の人材育成を図ります。 
（３）広域自治体としての機能発揮 
◆国の出先機関改革や、義務付け・枠付けの見直し等への対応を進めるととも
に、広域自治体のあり方について検討します。 
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〔推進に当たって〕 
  第４期の行政改革では、財政再生団体への転落を回避することが最優先の課題で
あったことから、徹底した歳出削減のため、新規採用職員の抑制と公共事業費の思
い切った削減などを進めてきました。 
このため、職員の年齢構成のひずみや組織構成員の高齢化による組織活力の低下
などの影響が、個別の分野において懸念されています。 
また、東日本大震災の発生により、防災・減災のための公共事業の重要性がこれ
までになく高まっており、防災対策事業に緊急に取り組んでいく必要があります。 
  将来の負担を抑制し、財政健全化を着実に推進するため、今後とも、簡素化・効
率化を追求する姿勢を堅持するとともに、これらの個々の課題には可能な範囲で丁
寧に対処するよう検討します。 

職員の年齢構成の推移

愛媛県職員の年齢構成割合の推移

11.0 9.9 8.8 7.1 6.1 5.3 5.7

30.4 28.9 28.2 27.5 25.9 24.6 22.6

32.1 33.3 34.3 36.5 37.0 38.3 39.6

26.5 28.0 28.7 28.9 30.9 31.8 32.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

29歳以下

30～39歳

40～49歳

50歳以上

１０～３０代職員
41.4％⇒28.3％（▲13.1％）

１０～３０代の職員の割合 ： ４１．４％（H17）⇒２８．３％（H23） ▲13.1％

 

普通建設事業費の推移
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2,000

2,500
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4,000
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（年度）

（億円）

（注）事業費は、普通会計決算額（H22は決算見込,愛媛県のH23数値は９月現計）
　　中四国及び全国の平均値には愛媛県分を除いて算定

ピーク（Ｈ７～１０）：道路整備を
中心に中四国平均を大幅に上回る
事業を実施

財政構造改革による
削減で中四国平均を
下回る水準まで抑制

全国

中四国

愛媛県
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（１）推進期間 
  平成２３年度から平成２６年度までの４年間を推進期間とします。 
（２）進行管理 
  改革の推進に当たっては、個別の改革項目別に具体的な取組内容、スケジュール
等を示した実行計画を策定します。 
  実行計画に基づき、改革を実行した後、知事を本部長とする愛媛県行政改革・地
方分権戦略本部において、行政評価システム外部評価の活用も図りながら、実施状
況の確認、進行管理を行うとともに、取組事項の進捗状況や新たな課題の発生など
を踏まえて、改革の取組の見直しを行います。 
さらに、毎年度の進捗状況は、県議会や愛媛県行政改革・地方分権推進委員会に
報告し、御意見や御提言をいただくとともに、目標設定事項（１００のチャレンジ）
の達成状況を示すことにより県民に分かりやすく公表していきます。 
（３）機動的・弾力的対応 
  毎年の実行計画の見直しと合わせて、社会経済情勢の急激な変動や国の財政運
営・制度の大幅な変更等があった場合には、取組内容を拡大強化することを含め、
機動的・弾力的に対応します。 
 

推 進 体 制 
（ＰＤＣＡサイクル） 
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３つの改革を推進するため、以下の事項について、特に重点的に取り組みます。 
 
 
 
（１）財政改革 
  
 
 
 
 
 
本県財政は、歳入面では県税の低迷や地方交付税の抑制基調が続く一方、歳出面
では社会保障関係経費の構造的な増加等により、平成２４年度から平成２６年度ま
での３年間で財源不足額３８５億円と再び拡大に転じることが見込まれ（平成２３
年１０月試算）、さらに経済情勢や国の財政運営の動向等によっては、より厳しい
財政状況に陥る懸念があります。 
このため、平成２３年度から平成２６年度までを期間とする「財政健全化基本方
針」を策定し、今後見込まれる財源不足に対処するとともに、震災の教訓を踏まえ
た防災・減災対策や第６次県長期計画に連動した重点施策の推進など、新たな県民
ニーズにも応え得る財政の対応力を確保するため、これまでの財政構造改革の取組
を継続しつつ、新たに財政健全化のための「３つの目標」を掲げ、これまで以上に
メリハリを徹底させた予算編成を始め、歳入歳出全般にわたる対策に取り組みます。 
 
◎財源対策用基金残高の目標 
 財源対策用基金については、大規模災害等の不測の事態への対応や、急激な景気
変動による財政出動に対応できるよう、可能な限り積み立て、一定規模の残高を確
保することが必要です。 
 本県では、県民の御理解・御協力を得ながら、国をはるかに上回る行財政改革の
努力を積み重ね、財政構造改革基本方針における目標基金残高２００億円の確保を
最終年度で何とか達成しましたが（平成２２年度末残高２４０億円）、全国平均は
４４２億円であり、全国レベルではいまだ低水準にあります。 
このため、財政健全化に向け、基金取り崩しを極力圧縮し、２００億円規模を堅
持しつつ、執行段階の節減努力により、基金残高３００億円以上を目標に可能な限
り積み増しを目指します。 

 

財源対策用基金残高の推移
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（注）上段：県債管理基金、下段：財政基盤強化積立金、決算ベース（23年度は、9月補正予算編成時における年度末見込み）

H22全国平均：442億円

１ 「挑戦」する改革 ～更なる組織の進化～ 

◇財源対策用基金残高：大規模災害等に備えて２００億円規模を堅持しつつ、 
３００億円以上を目標に可能な限り積み増しを目指します。 
◇実質公債費比率：１５．５％（類似団体の平均値）以下に抑制するよう努めま
す。 
◇将来負担比率：現状維持（１８３．２％）に努めます。 

５ 重点取組事項 



 20 

◎実質公債費比率の目標 
 実質公債費比率とは、県の実質的な借金の返済負担の重さを示しており、これが
大きくなると、財政が硬直化し、各種事業に財源を回せなくなり、社会資本整備や
防災対策事業等の施策推進に大きな支障が生じます。 
 また、１８％以上になると起債許可団体となり、早期健全化基準である２５％以
上になると、財政健全化団体となり県債の発行が制限されます。 
 このため、財政健全化に向けた目標として、実質公債費比率を類似団体の平均値
（平成２２年度決算：１５．５％）以下に抑制するよう努めます。 

 
◎将来負担比率の目標 
 将来負担比率とは、県が将来支払うべき負債が、自由に使える経常的収入の何倍
あるのかを示しており、これが大きくなると中長期的に財政が逼迫する危険性が高
くなります。 
 さらに、早期健全化基準である４００％以上になると財政健全化団体となります。 
 このため、財政健全化に向けた目標として、将来負担比率は、現状水準（１８３．
２％）の維持に努めます。 

 
〔財政健全化に向けた取組〕 
 
 
 
 
 
 
◎参 考 
・３つの目標値は、決算を踏まえて毎年度見直します。 
・類似団体とは、基準財政収入額と基準財政需要額から算出する「財政力指数」が同位である県
を指します。 
※平成２２年度決算においては、本県の財政力指数は０．４０６であり、０．４００以上～０．
５００未満の同位県は、石川県、香川県、長野県、富山県、福島県、山口県、奈良県、福井県、
新潟県、山梨県の１０県 

将来負担比率の推移
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【歳出削減】 
・外部評価の活用など事務事業見直しを再徹底 
・定員適正化の継続や臨時的給与減額の検討 
・県の役割の不断の見直し 
・防災事業等はスクラップアンドビルドを基本
に適切に推進 など 

【歳入確保】 
・自主財源・地方交付税確保に向けた国への要請 
・県債発行及び公債費を抑制 など 
 
【国の動向等への機動的な対応】 
・県財政見通しの機動的な見直し 
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（２）組織改革 
 
 
 
 
 
 
〔組織のスリム化・効率化・活性化〕 
◎本庁組織の再編整備 
来るべき本格的な地方分権時代の到来を見据え、自主・自立の覚悟の下、総合的
な視点からの政策立案機能の充実を始め、市町とも連携した地域振興施策の一体的
推進、さらには、行財政改革の推進などに向けた組織の再編・強化など、限られた
人員を最大限に活用し、新たに発生する政策課題にも機動的かつ柔軟に対応できる
体制の整備に引き続き取り組みます。 
  
◎地方機関の組織体制の見直し 
地方局については、平成２０年４月に、５局から３局体制に再編するとともに、
「現地即決・現地完結」に向け、機能・権限の思い切った強化を図ったところです
が、今後も、市町との適切な役割分担の下、ニーズに的確に対応し、住民の期待に
応えられる地域の中核拠点としての進化を目指します。 
また、試験研究機関や福祉関係施設などの本庁直轄機関についても、引き続き、
そのあり方を検証するとともに、業務の集約化や人員配置の適正化などにより、効
率的な体制整備に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇組織のスリム化・効率化・活性化に引き続き取り組みます。 
◇一般行政部門（知事部局等）の職員を対象とした新しい定員適正化計画（第５
次計画）を策定し、定員適正化の取組を継続します。 
◇給与制度・運用全般について、適切な点検と見直しに取り組みます。 

◎本庁組織の再編整備 
 
 
 
 
 

◎地方局の組織体制の見直し 
 
 
 
 
 

○本庁直轄機関（試験研究機関や福祉関係施設など） 
・引き続きあり方を検証 
・業務の集約化や人員配置の適正化→効率的な体制整備 

組織のスリム化・効率化・活性化 

分権時代の到来を見据えた効率的な体制の
整備 

住民の期待に応えられる地域の中核拠点と
しての進化 

・総合的な視点からの政策立案機能の充実 
・市町とも連携した地域振興施策の一体的 
推進 
・行財政改革の推進などに向けた組織の再 
編・強化 

・「現地即決・現地完結」の充実に向けた機 
能・権限の強化 
・市町との適切な役割分担の下、ニーズに 
的確に対応 
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〔定員及び給与等の適正化〕 
◎定員の適正化 
真に自立した地方自治体となるためには、引き続き徹底した改革に取り組む必要
があることから、平成２３年度の一般行政部門（知事部局等）の職員数を平成２７
年度までに４％（１６０人程度）削減する新しい定員適正化計画（第５次計画）を
策定し、定員適正化に向けた取組を継続します。 
一方で、行政サービスの維持・向上を図るため、計画的な職員採用により年齢構
成の平準化を図るとともに、再任用職員の積極的な活用を図るほか、危機管理対応
等の行政需要を踏まえた適正な定員管理に努めます。 
なお、他部門(教育、警察及び公営企業部門)においても、法令による職員配置基
準等に留意しながら、一般行政部門に準じた定員の適正化を図ります。 
 また、技能労務職については、退職不補充の原則の下、業務の外部委託などの見
直しを進めていきます。 
さらに、臨時職員についても、事務処理方法の見直し等により、定員適正化計画
に準じた適正な配置を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ◎給与等の適正化 
  本県では、これまでも人事委員会勧告尊重という基本姿勢の下、県民の理解と納
得を得られる適正な給与水準の維持に努めており（平成２２年４月ラスパイレス指
数：１００．４、パーシェ指数：９８．８）、平成１８年度からは社会経済情勢の
変化に応じた適正な給与制度を実現するため、年功的な給与上昇の抑制、職務・職
責に応じた給与構造への転換、勤務実績の給与への反映を柱とした給与構造改革に
取り組んできたところです。 
  今後も、給与構造改革の取組を堅持しつつ、適正な給与水準の確保に努めるとと
もに、特殊勤務手当など諸手当については、業務内容や勤務環境の変化などを勘案
した総点検を実施し、必要に応じた見直しを行うなど、給与制度・運用全般につい
て、適切な点検と見直しに取り組んでいきます。 
また、旅費についても、他団体の見直しの状況等を踏まえながら、必要に応じて
制度・運用の見直しに取り組みます。 
 
 
 
 

※ラスパイレス指数：国家公務員の職員構成を基準として、国家公務員の給与水準を 100 とし
た場合の本県職員の給与水準 

 パーシェ指数  ：本県の職員構成を基準として、国家公務員の給与水準を 100 とした場合
の本県職員の給与水準 

〔定員管理の数値目標〕  
○新しい定員適正化計画（第５次計画） 
  （１）計画期間：平成２４～２７年度（４年間） 
（２）対  象：一般行政部門職員 
（３）目標数値：４％削減（１６０人程度）〔H23.4.1 の職員数を基準〕 
※本計画については、分権改革、公務員制度改革等諸情勢を的確に踏まえたものとするため、 
今後、国の出先機関改革等の変動要因が生じた場合、適宜見直しを図ります。 
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（３）行政評価システムの改善・強化 
 
 
 
 
本県では、効果的・効率的な行政運営を行うため、平成１３年度から行政評価シ
ステムを導入し、数値目標を用いて県の施策や事務事業の成果を検証するとともに、
これらの評価結果を全て県民に公表しています。 
限られた財源の中で、予算施策や事務事業の思い切った「選択と集中」を図るた
め、行政評価の評価結果を基に、施策ごとの注力方向や財源配分の決定、事務事業
の見直しを行い、次年度の予算編成に活用します。 
 

 
 

また、平成１９年度から、県民に対する説明責任の徹底や透明性の向上を図るた
め、民間有識者による外部評価を導入して、成果指標に基づき事務事業の必要性を
明らかにするなど、評価機能の精度を高めてきたところです。 
 

 

③財源配分の全庁調整③③財源配分の全庁調整財源配分の全庁調整

①予算施策評価
①事務事業評価

①①予算施策評価予算施策評価
①①事務事業評価事務事業評価

評価結果に基づき
②部局方針と財源
配分優先度を決定

評価結果に基づき評価結果に基づき
②②部局方針と財源部局方針と財源
配分優先度を決定配分優先度を決定

全庁的な予算編成方針

A部局方針部局ごとの
予算編成方針

事務事業

予算施策

行政評価を活用した予算編成サイクル

④
全
庁
調
整
の
結
果

に
基
づ
く
予
算
編
成

④
全
庁
調
整
の
結
果

④
全
庁
調
整
の
結
果

に
基
づ
く
予
算
編
成

に
基
づ
く
予
算
編
成

成果の達成度合成果の達成度合
いを確認し、いを確認し、
必要性、有効性、必要性、有効性、
効率性をチェック効率性をチェック

B部局方針 C部局方針

行政評価システムの重層化・高度化

事務事業評価による事業見直し事務事業評価による事業見直し
＝経費節減の継続、業務の効率化･省力化＝経費節減の継続、業務の効率化･省力化

H13 H13 H14H14 H15 H15 H16 H16 H17 H17 H18H18 H19 H19 H20 H21 H22H20 H21 H22 H23H23

予算施策体系に基づく予算編成予算施策体系に基づく予算編成
＝メリハリの利いた予算編成＝メリハリの利いた予算編成

年度

評
価
機
能
の
精
度
向
上

外部評価制度外部評価制度
＝説明責任・透明性の向上＝説明責任・透明性の向上

拡充

政策の政策の
達成度評価達成度評価

◇外部評価を拡充し、毎年度１００事業（総事業費１００億円）を対象に徹底的
に点検します。 
◇評価システムを改善し、事務事業の効率化と一層の無駄の排除に努めます。 
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さらに、平成２３年度からは、外部評価機能の強化を始めとする行政評価の運用
改善に取り組み、予算施策・事務事業のより踏み込んだ検証を行うことにより、事
務事業の効率的な執行と一層の無駄の排除に努めます。 

１３年度～ 事務事業評価制度を導入 
１５年度～ 長期計画に位置付けられた政策の達成度を評価 
１７年度～ 政策の達成度評価を見直し、現在の予算施策評価システムを確立 
１９年度～ 外部評価制度を導入 
 
 

２３年度～ 外部評価機能を拡充。 対象を３部局から全９部局に拡大 

具体的には、外部評価委員の構成メンバーを増員して、外部評価機能の強化・拡
充を図り、全部局を評価対象に毎年度１００事業（総事業費１００億円）を対象に
外部評価を実施し、徹底的に点検するとともに、Plan-Do-Check-Action のマネジメ
ントサイクルの確立に向けて、評価結果を予算編成に的確に反映するなど、評価シ
ステムの改善に取り組みます。 
 

年度

当年度前年度 翌年度

マネジメント
サイクル

事
務
事
業
の
効
率
的
な
執
行
と

一
層
の
無
駄
の
排
除

改善・
強化

Do
事業執行

Check
行政評価・
外部評価

Do
事業執行

Check
行政評価・
外部評価

Plan
予算編成

Action
適正執行・
無駄排除

Plan
予算編成

Action
適正執行・
無駄排除

Do
事業執行

Check
行政評価・
外部評価

Do
事業執行

Check
行政評価・
外部評価

Plan
予算編成

Action
適正執行・
無駄排除

Plan
予算編成

Action
適正執行・
無駄排除

行政評価のマネジメントサイクルの流れ
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（１）県と市町との総合力の発揮 
 
（１）県・市町連携による“チーム愛媛”の推進 
 
 
 
広域自治体である県と基礎自治体である市町が、これまで以上に連携を深め、“チ
ーム愛媛”として総合力を発揮しながら、県と市町の二重行政の解消や、県民サー
ビスの向上を目指す取組について話し合うため、知事と２０市町長で「県・市町連
携政策会議」を設置し、県と市町がそれぞれの役割の中で、連携して課題の解決に
取り組んでいける体制づくりに努めます。 
  県・市町連携政策会議では、連携施策の具体化を目指して、県と市町が協議を進
め、県・市町で合意が得られたものから速やかに実施に移すこととしています。 
  また、県・市町ともに対応が求められる政策課題については、県と市町が企画段
階から連携して協議を行い、連携や協働を前提とした本県独自の施策を具体化して
いくことについても検討していきます。 
さらに、県・市町が対等なパートナーであるとの認識の下、県と市町の適切な役
割分担を検討し、市町の規模に応じた権限移譲を推進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
  

２ 「連携」する改革 ～県民の底力の結集～ 

◇「連携推進プラン」を策定し、平成２６年度までの４年間で４０の新たな連携
施策の具体化を目指します。 

県と市町の連携施策の創出 
 
 
 
 
 

 取取組組事事例例  

背         景 

県・市町を通じた 
厳しい財政状況 

 

更なる分権改革の進展 
 

市町村合併の進展 

連携・一体化の必要性 
 
 
 

○県・市町それぞれの役割分担に基づく事務 
        ＋ 
○分権改革の進展に伴う新たな事務 

 

◆二重行政の解消等、県と
市町の垣根を越えた行
政改革の推進 

◆県や市町の個別取組で
は解決困難な地域課題
への対応 

“チーム愛媛”の推進 

○税徴収の強化        ○道路の維持管理 
○職員のメンタルヘルス対策  ○有害鳥獣対策 
○行政情報の広報効果向上   ○消費生活相談  など        
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（２）基礎自治体の機能向上支援 
 
 
 
  市町では、住民と直接向き合い、日々様々な課題に直面するとともに、少子高齢
化や環境問題、情報化の進展、地方分権の推進等、複雑多様化する行政課題への対
応に迫られています。 
これらの課題を県と市町が緊密に連携して解決するとともに、市町が的確な政策
形成・立案を積極的に展開できるよう、市町支援担当職員制度を創設し、市町に対
するきめ細かな相談・サポート体制を構築します。 
また、市町共通の課題やその解決策について、他市町の事例を共有することで、
スムーズな対応が可能となるよう、市町サポート BBS（電子掲示板）を開設します。 
市町では、厳しい財政状況を背景に、県と同様に簡素で効率的な行財政システム
の構築や公共サービスの維持向上に努めるなど、行政改革に取り組んでいます。
県・市町及び市町間で行革のノウハウを共有し、知恵と工夫を生み出していくため、
行革甲子園を開催し、県、市町が一体となって更なる行政改革を推進します。 
合併した市町に対しては、新しいまちづくりに向け、国の財政支援措置を効果的
に活用できるよう的確な助言を行うとともに、建設計画に掲げられた県事業の重点
的な実施に配慮します。併せて、合併新法下での合併を引き続き推進するため、平
成２０年４月に作成した構想の対象外の市町において、新たな合併が必要と認めら
れた場合は、構想の見直し等を検討し、適切な支援を行います。 
また、今後、地方分権改革の下、権限移譲により基礎自治体の権限が一層拡充し
ていく中で、行政機関、内部組織等の共同設置を始め、複数の自治体が協力して事
務事業を実施するなど広域的な連携の仕組みづくりに取り組むよう助言を行いま
す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇各市町の行政運営に役立ち、かつ、タイムリーな行・財・税政情報を市町サポ
ートＢＢＳ（電子掲示板）において５０件以上提供します。 

基礎自治体重視の県政運営 
～ 新たな支援の“三本の矢” ～ 

県 

市町支援担当職員制度の創設 

市町サポート BBS の開設 

行革甲子園の開催 

市 町 
 

○政策形成・立案機
能の強化 
 
○行政改革の推進 
 
○新しいまちづくり
の推進 
 
○広域連携の促進 

等 

市町振興課及び地方局地域政策課に、市町支援担
当職員制度を創設し、各市町からの相談に対応 

電子掲示板を開設し、市町からの書き込みに対し
て、事例紹介、意見交換、県からの助言等を実施 

各市町における行政改革の取組事例を収集し、優
良事例を選考・発表 
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（３）市町との人事交流の拡大 
 
 
 
 
 
  
基礎自治体重視の県政運営を進め、県と市町との連携を一層深めるためには、
県・市町間の人事交流を積極的に進めることが重要です。 
このため、県職員にとっては、市町の現場での経験が住民目線で仕事を行う貴重
な機会となり、市町職員にとっては、県の広域的な行政に携わることで行政水準の
向上につながるという相乗効果が期待される「相互交流」により、人事交流の拡大
に積極的に取り組みます。 
また、本格的な地方分権時代において大きな役割を担う基礎自治体が、複雑・多
様化する行政課題に適切に対応していくため、県・市町の連携推進の観点も踏まえ
て、県研修所の受託研修や合同研修を充実させるなど、市町のニーズに沿った市町
職員の人材育成を積極的に支援します。 
 
 
 

◇ 基礎自治体重視の県政運営を進め、県・市町の連携を一層進めるため、２０
市町との人事交流を実施します。 
◇ 県研修所の受託研修や合同研修を充実させるなど、市町のニーズに沿った市
町職員の人材育成を積極的に支援します。 

◎相互交流枠の新設による若手職員を中心とした交流の拡充 
 県→市町 
 ・県民により近い目線での行政課題の把握と県施策への反映 
   ・県職員の専門性を生かした市町の様々な行政課題の解決にも寄与 
  市町→県 
・市町職員の広域的・専門的な行政能力の向上 

   ・県と市町の行政課題の相互理解と連携の強化 

〔人事交流の拡大〕 
 ○相互交流 
２２年度：１市１名  ⇒ ２６年度：２０市町 

人事交流の拡大 

○基礎自治体重視の県政運営   ○市町との連携強化 

県・市町間の人事交流を積極的に推進 
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（１）政策立案型組織づくり 
 
 
 
 
 
 
 
〔機動的な執行体制づくり〕 
 多様化・高度化する行政課題や地方分権時代の到来に対応していくためには、自
らが企画立案し、全庁一丸となって積極的に行動に移すことのできる組織体制を構
築することが必要です。 
このため、政策課題に迅速に対応する組織づくりとして課長補佐級職員をリーダ
ーとした機動的な業務執行体制を拡充するとともに、組織の中核として重要なポジ
ションを占める課長級ポストへの意欲、能力のある職員の積極的な登用を図ります。 
また、重点戦略方針に基づく政策展開を図るとともに、部局横断的な課題に対応
するため、各部局に設置する政策推進組織による部局間の連携強化に加え、行政改
革プロジェクトチームによる戦略的な組織運営のあり方についての研究など、プロ
ジェクトチームの積極的な活用を図ります。 
  さらに、特に機動性が求められる東京、大阪事務所については、情報収集力と営
業力を高め、首都圏及び関西圏における企業誘致活動、観光ＰＲ、県産品販売促進
を効果的に実施できる体制整備に取り組みます。 
加えて、各部局や地方機関が自らの責任と判断により迅速に政策を推進できるよ
う、下位権者や地方機関に対する権限委譲などによる庁内分権を進め、より機動的
な組織体制を構築していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 「創造」する改革 ～政策立案型行政への転換～ 

○行政課題の多様化・高度化 ○本格的な地方分権時代の到来 

 
◎機動的な体制の構築 
 ・課長補佐級職員をリーダーとした業務執行体制の拡充 
・重点戦略方針に基づく政策展開 
・政策推進組織による部局間の連携強化 
・プロジェクトチームの積極的な活用 
・原子力安全対策課の設置など政策課題に対応した組織の再編 
◎東京事務所・大阪事務所の情報収集力・営業力の強化 
◎庁内分権の推進 

自らが企画立案し、全庁一丸となって積極的に行動に移すことの
できる組織体制を構築することが重要 

具体的な取組内容 

◇政策課題に迅速に対応するため、課長補佐級職員をリーダーとした業務執行体制
を拡充します。 
◇重点戦略方針に基づく政策展開を図るとともに、部局横断的な課題に対応するた
め、政策推進組織による部局間の連携強化、プロジェクトチームの積極的な活用
を図ります。 

政策立案型行政への転換 
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（２）職員の政策立案能力の強化 
 
 
 
 
 
 
〔職員の意識改革の徹底〕 
  限られた人員で最大限の効果を発揮するためには、職員一人ひとりがその能力を
いかんなく発揮するとともに、それぞれの職場において常に改革意識を持ち、政策
課題に積極果敢に立ち向かっていく必要があります。 
その基本となるのが職員の意識であり、県民に目線を合わせ、職員が一体感を持
って困難な課題に取り組むことができるよう、「５つの意識改革」を徹底します。 
また、公務員が全体の奉仕者であることを十分に自覚し、高い使命感と倫理観を
保持するとともに、法律や社会規範を遵守することを強く意識し、公正・公平に業
務を進められるよう徹底を図ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔能力・実績重視型の人事管理〕 
  職員の能力・業績・意欲を重視した人事評価や能力・実績本位の給与制度の見直
しに取り組みます。 
特に、職員の「やる気」と「チャレンジ精神」を引き出し、能力を最大限に発揮
させる能力・実績重視型の人事管理として、新たに課長級昇任試験制度を導入し、
課長が組織の中核として事業の執行や人事・組織管理等の権限を持つ体制を整備し
ます。 

５つの意識改革 

１ 「何故できないか」から「どうすればできるか」へ 
新たな事業・課題に取り組むにあたり、問題に直面した際に、できない理由を考えるの
ではなく、様々な角度からアプローチを試みて、どうすればそれを実現することができる
かを常に考える。 
２ 「自治体に倒産はない」から「自治体に倒産はありえる」へ 
自治体に倒産はないとの固定概念を捨て、時代の変革により、自治体にも倒産はありえ
ることを認識し、経営感覚及びコスト意識を持って職務にあたる。 
３ 「やってあげる」から「一緒にやる」へ 
国や市町とは、役割分担はあっても上下関係はないとの認識を持つとともに、県民に対
しては、やってあげるという意識ではなく、一緒にやる、やらせていただくという姿勢を
常に持ち続け、県民との信頼関係を構築する。 
４ 「失敗を隠す」から「失敗を積極的に明らかにする」へ 
失敗した時は、それを隠すのではなく積極的に明らかにするとともに、失敗に対する県
民等からの声を受け止め、速やかに対処し、再発防止策を実行することで、失敗を成長の
糧に変える。 
５ 「情報に振り回される」から「情報を活用する」へ 
身の回りにある様々な情報について、適切な取捨選択を行い、必要な情報だけを効果的
に抽出できる技術を身に付け、情報に振り回されるのではなく、情報を活用できるように
する。 

◇「５つの意識改革」を徹底します。 
◇課長級昇任試験制度を導入し、意欲、能力のある職員の積極的な登用を図るなど、
能力・実績重視型の人事管理に取り組みます。 
◇人材育成方針に基づく職員研修の充実、民間や国の省庁への派遣等により人材を
育成します。 
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〔人材育成の推進〕 
政策立案型の人材育成のため、人材育成方針に基づく職員研修の充実とともに、
民間・国・国際関係機関等との人事交流や事務職と技術職の人事交流を推進します。 
また、県と市町の合同政策研究活動を推進し、若手職員の政策研究の場を提供し
ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

◎納得性・透明性の高い適正な評価 
◎多面的な評価（部下が上司を評価する仕組み「部下職員からの声の反映」） 

職員の能力・業績・意欲を重視した人事評価の実施  

 

◎個人の能力と実績に応じた適切な給与制度の運用 

能力・実績を反映した給与制度・運用の見直し 

 

◎庁内公募制の活用 
◎職員表彰制度の見直し（困難な行政課題へのチャレンジを促す職員表彰） 

職員の「やる気」を引き出す仕組みづくり 

 

◎面接重視の試験制度を導入 
 ・組織の中核として重要なポジションを占める課長級ポストへの意欲、能力のある職員の
積極的な登用 

課長級昇任試験制度の導入  
新たに導入 

やる気とチャレンジ
精神を引き出す 
人事管理 

 

・「愛媛県人材育成方針」において、今後の政策立案型行政を支える人材像を明らかにし、更な
る分権改革にも積極・果敢に対応 
 

人材育成方針に基づく職員研修の充実 

 

・本格的な地方分権時代に自立した県政を進めていくため、社会や国の情勢をいち早く察知し、
施策を迅速に展開する感覚の修得 
・県の枠を超えた企画力や発想力、民間のコスト感覚など、より高い資質や能力の修得 

民間、国、国際関係機関等との人事交流の推進 

 

・異なる分野の業務を経験することにより、職員の視野の拡大 
・新しい視点で仕事を進めることにより、事務・技術双方に刺激を与え、新しい発想の生まれる
土壌づくり  

事務職と技術職の人事交流の促進 

 

・県と市町がそれぞれ抱える行政課題について、若手職員が合同で政策研究を行う場の提供 

県・市町職員の合同政策研究活動の推進 

能力・実績重視型の人事管理 

政策立案型の人材育成 
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（３）広域自治体としての機能を発揮 
 
 
 
 
 
四国４県が連携しながら、国の出先機関改革などの課題に対応するため、四国４
県広域連携部長会議において、課題整理や連携促進の可能性等について調査検討し
ます。 
また、義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大を内容とする法改正を受け
て、地域ニーズを把握し、自らの判断と責任により地域の実情に合った基準の設定
や施策の推進に取り組むほか、法改正によって市町に権限移譲される事務について
は、円滑に対応できるよう支援します。 
さらに、地域主権改革プロジェクトチームにおいて、他県における広域行政の動
向等を踏まえながら、広域自治体のあり方について検討するなど、地方分権改革の
主体的な調査・研究に取り組みます。 
 
 

◇四国４県広域連携部長会議において、国の出先機関改革などの課題に対応するた
め、連携促進の可能性等について調査検討します。 
◇義務付け・枠付けの見直しについて、地域ニーズを把握し、自らの判断と責任に
より地域の実情に合った基準の設定や施策の推進に取り組みます。 
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県民に分かりやすく改革の進捗状況を示すとともに、全庁が一丸となって目標の達
成に取り組むため、数値目標等を、「１００のチャレンジ」として設定し、具体的取
組を進めます。 
 特に、財政健全化や定員管理など重点取組事項に関するものについては、重点目標
として位置付け、目標が達成できるよう重点的に取り組みます。 
 

目標設定事項（１００のチャレンジ） 
重
点 
No 

掲 載 
ページ 

目標設定事項 数値目標等 

「挑戦」する改革 ～更なる組織の進化～ 

◎ 1 Ｐ４８ 
投資的経費の効果的な執行による実
質的な県債残高の圧縮（将来負担比率
の抑制） 

現状（183.2%）を維持 
※毎年度決算を踏まえて見直し 

◎ 2 Ｐ５１ 
有利な起債の活用による将来負担の
抑制（実質公債費比率の抑制） 

15.5%（類似団体の平均値）以下 
※毎年度決算を踏まえて見直し 

◎ 3 Ｐ５２ 
財源対策用基金の取崩しの圧縮と節
減努力による積立て（財源対策用基金
残高の確保） 

200 億円規模を堅持しつつ 300 億円以
上 
※毎年度決算を踏まえて見直し 

 4 Ｐ４９ 公共工事のコスト縮減 縮減率：毎年度 15%以上（22 年度比） 

◎ 5 Ｐ４９ 
県有財産の売却・利活用（売却等の促
進） 

26年度までに約6億円の売却収入を確
保 

 6 Ｐ５０ 未回収債権（税外）の回収強化 県庁全体の未収額の縮減 

◎ 7 Ｐ５３ 
税負担の公平性確保と徴収率の向上
（徴収率の向上） 

全税目徴収率全国順位 10 位（最終年度
27 年度） 

◎ 8 Ｐ５３ 
税負担の公平性確保と徴収率の向上
（滞納額の縮減） 

個人県民税を除く滞納繰越金を 10 億
円に削減（最終年度 27 年度） 

 9 Ｐ５４ 広告料収入の確保 広告事業件数年間 25 件以上 

 10 Ｐ５７ 公務能率の向上（超過勤務の縮減） 年間 360 時間 

 11 Ｐ５７ 
公務能率の向上（年次有給休暇の取得
促進） 

年次有給休暇の取得目標：15 日 

 12 Ｐ５７ 
公務能率の向上（子どもの出生時にお
ける父親の休暇の取得促進） 

子どもの出生時における父親の特別休
暇取得目標：6日 

 13 Ｐ５７ 
公務能率の向上（育児休業等の取得促
進） 

育児休業の取得率：男性 10% 
         女性 100% 

 14 Ｐ５７ 
公務能率の向上（育児休業等の取得促
進） 

育児短時間勤務の利用率：男性 10% 
                       女性 30% 

 15 Ｐ５８ 福利厚生事業の見直し 一般定期健康診断の受診率 100% 

 16 Ｐ５８ 福利厚生事業の見直し 各安全衛生委員会の年 12 回以上開催 

 17 Ｐ５９ 
公の施設の見直し（県直営施設の見直
し） 

25 年度までに看護専門学校の民間移
譲完了 

６ 目標設定事項（１００のチャレンジ） 
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重
点 
No 

掲 載 
ページ 

目標設定事項 数値目標等 

 18 Ｐ５９ 
公の施設の見直し（県直営施設の見直
し） 

県営住宅への指定管理者制度導入促進
（20 団地→49 団地） 

 19 Ｐ５９ 
公の施設の見直し（指定管理者制度導
入施設の見直し） 

宇和海自然ふれあい館、産業情報セン
ター、物産観光センターの見直し完了 

 20 Ｐ６０ 
県出資法人の経営評価（経営状況、資
産債務の状況及び事業の実績等の把
握） 

県出資比率が25%以上の22県出資法人
の定期的な経営評価実施率 100% 

 21 Ｐ６０ 
県出資法人の経営評価（自主性・自律
性の向上） 

特例民法法人である 12 県出資法人の
新公益法人制度への移行 100% 

 22 Ｐ６０ 
県出資法人の経営評価（法人情報等の
積極的な開示等） 

22 県出資法人の基本・財務等情報の県
ホームページでの公開率 100% 

 23 Ｐ６０ 
県出資法人の経営評価（法人情報等の
積極的な開示等） 

22 県出資法人の基本・財務等情報の法
人ホームページでの公開率 95% 

 24 Ｐ６２ 
公営企業の経営健全化（県立病院の収
益増加・経費縮減） 

単年度収支の均衡 

 25 Ｐ６２ 
公営企業の経営健全化（県立病院の収
益増加・経費縮減） 

累積欠損金の縮減 

 26 Ｐ６３ 
公営企業の経営健全化（売上高経常利
益率（電気事業）） 

毎年 10%以上 

 27 Ｐ６３ 
公営企業の経営健全化（契約給水量
（工業用水道事業）） 

26 年度末 244,515m3／日 

 28 Ｐ６６ 
公営企業の経営健全化（発電所運転監
視業務の集中化） 

24 年度から銅山川発電所の運転監視
業務を松山発電工水から遠隔監視 

 29 Ｐ６６ 
公営企業の経営健全化（未収金の徴収
対策強化（病院事業）） 

未収金の縮減 

 30 Ｐ６６ 
公営企業の経営健全化（東予インダス
トリアルパークの早期分譲） 

29 年度まで 12ha（完売） 

◎ 31 Ｐ６８ 
適正かつ計画的な定員管理（目標数値
等を踏まえた計画的な定員管理） 

一般行政部門職員数 4%削減（H23→
H27；△160 人程度)  

 32 Ｐ７０ 臨時職員の適正な配置 
臨時職員数 4%削減（H23→H27；△14
人） 

 33 Ｐ７２ 
行政評価システムの改善・強化（外部
評価の強化） 

外部評価による事務事業の見直し率
100% 

◎ 34 Ｐ７２ 
行政評価システムの改善・強化（外部
評価の強化） 

毎年度 100 事業（総事業費 100 億円）
を対象に点検 

 35 Ｐ７２ 
行政評価システムの改善・強化（評価
システムの改善） 

行政評価（内部評価）による事務事業
の見直し率 55% 

 36 Ｐ７３ 
包括外部監査制度の有効活用（包括外
部監査の監査結果に基づいた事務事
業の見直し等の実施） 

指摘事項の対応状況の翌年度内公表率
50％以上 

 37 Ｐ７３ 
包括外部監査制度の有効活用（包括外
部監査結果（指摘）の対応状況の公表） 

毎年度公表（対応件数／指摘件数*100
＝100%） 

 38 Ｐ７３ 
包括外部監査制度の有効活用（包括外
部監査結果（意見）の対応状況の公表） 

毎年度公表（対応件数／意見件数*100
＝100%） 

 39 Ｐ７５ 
監査委員による行政監査の強化（行政
監査結果の対応状況の公表） 

毎年度公表（対応件数／意見等件数
*100＝100%） 

 40 Ｐ７６ 
ファシリティマネジメントの検討（フ
ァシリティマネジメント体制の検討） 

24 年度までに専門組織の設置及び基
本方針の作成等についての検討結果取
りまとめ 
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重
点 
No 

掲 載 
ページ 

目標設定事項 数値目標等 

 41 Ｐ７６ 
ファシリティマネジメントの検討（本
庁舎ＥＳＣＯ導入による維持管理費
の削減） 

18 年度から 15 年間の累計で約 3億 3
千万円削減 

 42 Ｐ７７ 事務改善職員提案募集の実施 4 年間で 160 件以上（１年 40 件程度） 

 43 Ｐ７７ 
行政手続条例の適正な運用（許認可等
の基準及び標準処理期間の設定・見直
し・短縮） 

毎年 2回以上の見直しの実施 

 44 Ｐ７８ 
適正な情報システムの導入の推進（高
度情報化関連予算の審査） 

予算審査における指摘対応率 
（対応件数／指摘件数*100＝100%） 

 45 Ｐ８０ 
公共土木施設維持管理システムの構
築 

25 年度までに事後保全・観察保全型施
設の点検マニュアル策定 

 46 Ｐ８０ 
業務継続計画（ＢＣＰ）の策定（地方
局版ＢＣＰの策定） 

23 年度中に業務継続計画（地方局版Ｂ
ＣＰ）を策定 

 47 Ｐ８０ 
業務継続計画（ＢＣＰ）の策定（災害
時行動計画（本庁各部局）の策定） 

24 年度中に災害時行動計画（本庁各部
局）を策定 

 48 Ｐ８０ 
業務継続計画（ＢＣＰ）の策定（各計
画マネジメント） 

毎年 1回、訓練を実施 

「連携」する改革 ～県民の底力の結集～ 

 49 Ｐ８１ 
県・市町職員の合同政策研究活動の推
進（合同政策研究活動への支援） 

24 年度から制度を導入 

 50 Ｐ８１ 
県と市町の政策課題に対する協議
（県・市町連携政策会議の開催） 

毎年 2回程度実施 

 51 Ｐ８１ 
県と市町の政策課題に対する協議（え
ひめトップミーティングの開催） 

毎年 2回実施 

 52 Ｐ８１ 
県と市町の政策課題に対する協議（地
域政策懇談会の開催） 

地方局ごとに年 2回程度実施 

◎ 53 Ｐ８２ 
県と市町との連携施策の創出（県と市
町による共同施策の具体化） 

26 年度までに合計 40 の連携施策具体
化 

◎ 54 Ｐ８３ 
市町との人事交流の促進と人材育成
の支援（人事交流の推進） 

20 市町との人事交流 

◎ 55 Ｐ８３ 
市町に対する相談・サポート体制の整
備（市町サポート BBS の開設） 

24 年度までに開設（毎年度 50 件以上
の行・財・税政情報の提供） 

 56 Ｐ８３ 
市町に対する相談・サポート体制の整
備（市町との連絡調整の場を設置し定
期的に実施） 

毎年、東予、中予、南予で各 1回実施 

◎ 57 Ｐ８４ 市町の行政改革の支援（行革甲子園） 24 年度：審査員による事例評価・開催 

 58 Ｐ８５ 
合併市町のまちづくり及び合併等へ
の支援（旧法下で合併した市町への支
援（合併特例事業等）） 

建設計画に掲げた合併特例債活用予定
額に対する達成度 90%（期間：合併が
行われた日の属する年度及びこれに続
く 10 年度） 

 59 Ｐ８６ 
地域づくり団体等の自発的取組のサ
ポート（新ふるさとづくり総合支援事
業の実施） 

各助成事業の数値目標達成率の総計 
100% 

 60 Ｐ８６ 
地域づくり団体等の自発的取組のサ
ポート（集落づくりの推進） 

各省庁等が実施する補助事業の採択件
数 年 25 件 
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重
点 
No 

掲 載 
ページ 

目標設定事項 数値目標等 

 61 Ｐ８６ 
新しい公共支援事業の推進（地域課題
解決活動の創出） 

県内 20 事業以上の取組 

 62 Ｐ８７ 
ＮＰＯ等の公募型事業の推進（ＮＰＯ
等の公募型事業の推進） 

県内 20 市町での取組 

 63 Ｐ８７ 
ＮＰＯ等の公募型事業の推進（県民協
働地域社会づくり推進事業の推進） 

23 年度 6事業 

 64 Ｐ８８ 
ＮＰＯ・ボランティア団体等のネット
ワーク化の推進（地域応援セミナーの
開催や交流の場の提供） 

各年度 1ヶ所 

 65 Ｐ８９ 
公共土木施設愛護事業の推進（愛リバ
ー（河川）制度の推進） 

新規団体認定数 84 団体（23～26 年度
累計） 

 66 Ｐ８９ 
公共土木施設愛護事業の推進（愛ビー
チ(海岸）制度の推進） 

新規団体認定数 20 団体（23～26 年度
累計） 

 67 Ｐ８９ 
公共土木施設愛護事業の推進（愛ロー
ド(道路)制度の推進） 

新規団体認定数 50 団体（23～26 年度
累計） 

 68 Ｐ８９ 
公共土木施設愛護事業の推進（愛ロー
ド・スポンサー事業（道路照明灯）） 

毎年度：5基 

 69 Ｐ９０ 協働指針に基づくＮＰＯへの支援 ＮＰＯ法人数 450 法人（26 年度） 

 70 Ｐ９１ 
協働指針の見直しを含めた新たな方
向性の検討 

24 年度までに協働指針の見直し 

 71 Ｐ９２ 

県・市町職員の意識改革のための説明
会及びＮＰＯ等との協議の場の提供
（県・市町職員の意識改革のための協
働説明会の開催） 

開催回数 1 回／年 

 72 Ｐ９２ 
県・市町職員の意識改革のための説明
会及びＮＰＯ等との協議の場の提供
（協働推進研修会の実施） 

開催回数 4 回（県 1回、市町 3回）
／年 

 73 Ｐ９３ 
パブリック・コメント制度の推進（パ
ブリック・コメントの積極的な推進） 

毎年 30 件以上実施 

 74 Ｐ９４ 
情報提供・広聴・相談サービスの充実
（広報戦略の推進と県政情報の効果
的な提供） 

25 年度 県政情報の周知度 90%以上 

 75 Ｐ９４ 
情報提供・広聴・相談サービスの充実
（広報戦略の推進と県政情報の効果
的な提供） 

毎年の記者発表件数 100 件以上 

 76 Ｐ９４ 
情報提供・広聴・相談サービスの充実
（「知事とみんなの愛顔でトーク」の
開催） 

毎年 6回程度開催 

 77 Ｐ９４ 
情報提供・広聴・相談サービスの充実
（県政への提言事業（知事への政策提
言・県政モニター）の実施） 

毎年の県政への政策提言事業に寄せら
れる意見等の総数 1,000 件以上 

 78 Ｐ９５ 
審議会等の活性化及び公開の推進（審
議会等の見直し） 

実施率 100% 

 79 Ｐ９５ 
審議会等の活性化及び公開の推進（女
性委員登用率向上） 

登用率 40%以上 

 80 Ｐ９５ 
審議会等の活性化及び公開の推進（審
議会等の公開） 

公開対象会議の公開率 100%（毎年度） 
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重
点 
No 

掲 載 
ページ 

目標設定事項 数値目標等 

 81 Ｐ９６ 県政出前講座の開催 
毎年の県政出前講座開催件数 70 回以
上 

 82 Ｐ９８ 
指定管理者制度の活用（指定管理者の
モニタリングの実施） 

実施率 100% 

 83 Ｐ９９ 民活河床掘削推進事業の推進 毎年度 3 河川 撤去土量 4万 8千 m3 

 84 Ｐ１００ えひめ夢提案制度の推進 
提案の実現率 70%以上 
（※17～26 年度累計） 

 85 Ｐ１０１ 四国各県との連携の推進 四国４県連携施策数 30 以上（毎年度） 

 86 Ｐ１０２ 瀬戸内各県との連携、協調の推進 
瀬戸内各県との連携事業数 27 以上（毎
年度） 

「創造」する改革 ～政策立案型行政への転換～ 

 87 Ｐ１０６ 
庁内分権の推進（決裁権限の下位権者
及び地方機関への委譲の推進） 

4 年間で 50 事項以上を権限委譲 

◎ 88 Ｐ１０６ 
業務執行リーダー制の拡充（業務執行
リーダー制の導入） 

全庁的な導入（24 年度まで） 

◎ 89 Ｐ１０９ 
５つの意識改革（５つの意識改革の徹
底） 

各職場における啓発研修実施率 100%
（毎年度） 

◎ 90 Ｐ１０９ 
課長級昇任試験制度の導入（課長級昇
任候補者選考試験の実施） 

受験率 75%以上 

 91 Ｐ１１１ 庁内公募制の活用 各年度 15 部門以上を設定 

◎ 92 Ｐ１１１ 
人材育成方針に基づく職員研修の充
実（政策立案能力向上のための研修実
施） 

全ステージアップ研修に導入（24 年度
まで） 

 93 Ｐ１１３ 事務職と技術職の人事交流の促進 各年度 40 人以上の人事交流 

 94 Ｐ１１４ 
県単独による対応の検討（ハローワー
ク業務の一体的実施について検討） 

26 年度までに提案内容の実現（アクシ
ョン・プラン） 

 95 Ｐ１１５ 
四国４県による対応の検討（国の出先
機関改革に向けた四国４県との連携
の推進） 

26 年度までにアクション・プランに基
づく受入方針の決定 

 96 Ｐ１１６ 
「県権限移譲推進指針」に基づく市町
への権限移譲（プログラムに基づく権
限移譲の推進） 

権限移譲具体化プログラム（一律移譲）
の権限移譲数 387 

 97 Ｐ１１６ 
義務付け・枠付けの見直しへの対応
（基準の設定等） 

地域の実情に即した独自基準の設定 
1 以上 

 98 Ｐ１１７ 
市町への法定移譲事務の情報提供等
（市町への適切な情報提供） 

第 2次一括法による権限移譲事務に係
る個別説明会等の開催（計 10 回以上） 

 99 Ｐ１１８ 
国への積極的な政策提言（えひめ発の
分権改革提言の実現） 

26 年度までに 10 項目を実現 

 100 Ｐ１１８ 
国への積極的な政策提言（全国知事会
等を通じた提言） 

毎年 1回以上提言 

※ ◎は重点目標 
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重点目標（再掲） 

重点取組事項 

No 掲 載 
ページ 目標設定事項 数値目標等 

1 Ｐ４８ 
投資的経費の効果的な執行による
実質的な県債残高の圧縮（将来負
担比率の抑制） 

現状（183.2%）を維持 
※毎年度決算を踏まえて見直し 

2 Ｐ５１ 
有利な起債の活用による将来負担
の抑制（実質公債費比率の抑制） 

15.5%（類似団体の平均値）以下 
※毎年度決算を踏まえて見直し 

3 Ｐ５２ 
財源対策用基金の取崩しの圧縮と
節減努力による積立て（財源対策
用基金残高の確保） 

200 億円規模を堅持しつつ 300 億円以上 
※毎年度決算を踏まえて見直し 

5 Ｐ４９ 
県有財産の売却・利活用（売却等
の促進） 

26 年度までに約 6億円の売却収入を確保 

7 Ｐ５３ 
税負担の公平性確保と徴収率の向
上（徴収率の向上） 

全税目徴収率全国順位 10 位（最終年度 27年度） 

8 Ｐ５３ 
税負担の公平性確保と徴収率の向
上（滞納額の縮減） 

個人県民税を除く滞納繰越金を 10 億円に削減
（最終年度 27 年度） 

31 Ｐ６８ 
適正かつ計画的な定員管理（目標
数値等を踏まえた計画的な定員管
理） 

一般行政部門職員数 4%削減（H23→H27；△160
人程度) 

34 Ｐ７２ 
行政評価システムの改善・強化（外
部評価の強化） 

毎年度 100 事業（総事業費 100 億円）を対象に
点検 

53 Ｐ８２ 
県と市町との連携施策の創出（県
と市町による共同施策の具体化） 

26 年度までに合計 40 の連携施策具体化 

54 Ｐ８３ 
市町との人事交流の促進と人材育
成の支援（人事交流の推進） 

20 市町との人事交流 

55 Ｐ８３ 
市町に対する相談・サポート体制
の整備（市町サポート BBS の開設） 

24 年度までに開設（毎年度 50 件以上の行・財・
税政情報の提供） 

57 Ｐ８４ 
市町の行政改革の支援（行革甲子
園） 

24 年度：審査員による事例評価・開催 

88 Ｐ１０６ 
業務執行リーダー制の拡充（業務
執行リーダー制の導入） 

全庁的な導入（24 年度まで） 

89 Ｐ１０９ 
５つの意識改革（５つの意識改革
の徹底） 

各職場における啓発研修実施率 100%（毎年度） 

90 Ｐ１０９ 
課長級昇任試験制度の導入（課長
級昇任候補者選考試験の実施） 

受験率 75%以上 

92 Ｐ１１１ 
人材育成方針に基づく職員研修の
充実（政策立案能力向上のための
研修実施） 

全ステージアップ研修に導入（24 年度まで） 

 



①更なる経費節減
ア　事務事業評価結果の予算編成への反映による無駄排除
イ　県単独補助金や国の外郭団体等への負担金の見直し
ウ　大規模事業等の適正な執行
エ　投資的経費の効果的な執行による実質的な県債残高の圧縮
オ　公共工事のコスト縮減

②財源の確保
ア　県有財産の売却・利活用
イ　未回収債権（税外）の回収強化
ウ　使用料・手数料の定期的見直し
エ　宝くじの普及・ＰＲ
オ　有利な起債の活用による将来負担の抑制
カ　新規発行県債の償還期間の弾力的運用
キ　財源対策用基金の取崩しの圧縮と節減努力による積立て
ク　課税自主権の発揮
ケ　税負担の公平性確保と徴収率の向上
コ　広告料収入の確保

①組織のスリム化・効率化・活性化
ア　本庁組織の再編整備
イ　地方機関の組織体制の見直し
ウ　公務能率の向上（働きやすい職場づくり）
エ　福利厚生事業の見直し
オ　公の施設の見直し
カ　県出資法人の経営評価
キ　地方独立行政法人制度の活用
ク　公営企業の経営健全化
ケ　県立学校の再編整備

②定員及び給与等の適正化
ア　適切かつ計画的な定員管理
イ　再任用職員の活用
ウ　技能労務職の見直し
エ　臨時職員の適正な配置
オ　給与制度・運用の見直し
カ　旅費制度・運用の見直し

①事務事業評価の徹底
ア　行政評価システムの改善・強化
イ　包括外部監査制度の有効活用
ウ　公共事業評価システムの推進
エ　監査委員による行政監査の強化

②業務の効率化・省力化
ア　ファシリティマネジメントの検討
イ　事務改善職員提案募集の実施
ウ　行政手続条例の適正な運用
エ　適正な情報システムの導入の推進
オ　入札・契約手続の適正な運用
カ　公共土木施設維持管理システムの構築

（３）業務改革

（２）組織改革

（１）財政改革

１　「挑戦」する改革　　～更なる組織の進化～

体系図
　１　基本目標
　　　　　　（１）基本施策
　　　　　　　　　　　　①推進事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　ア具体的取組

７　体系図
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③業務継続リスク管理の構築
ア　業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

40



①県・市町連携の推進
ア　県・市町職員の合同政策研究活動の推進
イ　県と市町の政策課題に対する協議
ウ　県と市町との二重行政の解消
エ　県と市町との連携施策の創出

②人事交流の拡大
ア　市町との人事交流の促進と人材育成の支援

③基礎自治体の機能向上支援
ア　市町に対する相談・サポート体制の整備
イ　市町の行政改革の支援（行革甲子園）
ウ　合併市町のまちづくり及び合併等への支援

①ＮＰＯ・ボランティア等との協働の推進
ア　地域づくり団体等の自発的取組のサポート
イ　新しい公共支援事業の推進
ウ　ＮＰＯ等の公募型事業の推進
エ　協働事業への県及び県民による評価の実施
オ　ＮＰＯ・ボランティア団体等のネットワーク化の推進
カ　公共土木施設愛護事業の推進
キ　県民参加の基金による支援事業

②ＮＰＯとの協働指針に基づく取組
ア　協働指針に基づくＮＰＯへの支援
イ　協働指針の見直しを含めた新たな方向性の検討

③協働に向けた意識改革
ア　職員の意識改革のための研修の実施
イ　職員の社会参加の推進
ウ　県・市町職員の意識改革のための説明会及びＮＰＯ等との協議の場の提供

④県民対話型県政の推進
ア　パブリック・コメント制度の推進
イ　情報提供・広聴・相談サービスの充実
ウ　審議会等の活性化及び公開の推進
エ　県政出前講座の開催
オ　パブリック・インボルブメント制度の推進

①民間活力の積極的な活用
ア　任期付研究員制度及び任期付職員制度の活用
イ　アウトソーシングの推進
ウ　指定管理者制度の活用
エ　ＰＦＩ方式の活用
オ　民活河床掘削推進事業の推進
カ　民間人の校長登用の検討

２　「連携」する改革　　～県民の底力の結集～

（３）民間との連携

（１）県と市町との総合力の発揮

（２）地域・ＮＰＯとの連携

体系図
　１　基本目標
　　　　　　（１）基本施策
　　　　　　　　　　　　①推進事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　ア具体的取組
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②規制緩和の推進
ア　えひめ夢提案制度の推進
イ　総合特区・構造改革特区・地域再生制度の活用

①四国４県連携の推進
ア　四国各県との連携の推進

②多面的広域連携の推進
ア　瀬戸内各県との連携、協調の推進
イ　政策課題に対応した新たな広域連携

（４）他県との広域連携

42



①政策立案機能の強化
ア　部局横断的な企画調整機能の強化
イ　総合的な地域振興推進体制の整備
ウ　県と市町との連携施策の創出【再掲】
エ　重点戦略方針に沿った政策展開
オ　みんなの愛顔づくりプロジェクトの推進
カ　政策優先度チェックに基づく実績検証
キ　愛媛の知恵の輪１００事業の推進

②機動的な執行体制づくり
ア　庁内分権の推進
イ　業務執行リーダー制の拡充
ウ　ＰＴ（プロジェクトチーム）制度の積極的な活用
エ　政策推進班の活用による部局連携機能の強化
オ　東京、大阪事務所の営業機能等の強化
カ　トップマネジメント機能の強化

①職員の意識改革
ア　５つの意識改革

②能力・実績重視型の人事管理
ア　課長級昇任試験制度の導入
イ　職員の能力・業績・意欲を重視した人事評価の実施
ウ　能力・実績を一層反映した給与制度・運用の見直し
エ　庁内公募制の活用

③人材育成の推進
ア　人材育成方針に基づく職員研修の充実
イ　市町との人事交流の促進と人材育成の支援【再掲】
ウ　民間、国等との人事交流の推進
エ　事務職と技術職の人事交流の促進
オ　県・市町職員の合同政策研究活動の推進【再掲】
カ　職員表彰制度の見直し

①国の出先機関改革への対応
ア　県単独による対応の検討
イ　四国４県による対応の検討
ウ　中四国ブロックによる対応の検討

②国・県・市町の役割分担に応じた機能強化
ア　「県権限移譲推進指針」に基づく市町への権限移譲
イ　義務付け・枠付けの見直しへの対応
ウ　市町への法定移譲事務の情報提供等

③国への提言・情報発信
ア　国への積極的な政策提言
イ　広域自治体のあり方の研究

３　「創造」する改革　　～政策立案型行政への転換～

（１）政策立案型組織づくり

（２）職員の政策立案能力の強化

（３）広域自治体としての機能発揮

体系図
　１　基本目標
　　　　　　（１）基本施策
　　　　　　　　　　　　①推進事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　ア具体的取組
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

事務事業評価の再徹底を通じて、評価結果を事務事業の見直しや予算編成に確実に反映させ、事務
事業の効率的な執行や一層の無駄の排除につなげ、「削るべきものは削り、やるべきことはやる」
の徹底に努めます。

数値目標等

事務事業評価結果の
予算編成への反映

1-(1)-①　更なる経費節減

所管部課 総務部 行財政改革局 財政課総務部 行財政改革局 行革分権課ア　事務事業評価結果の予算編成への反映による
　　無駄排除

19年度の外部評価結果による予算削減額合計：12,395千円

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

【外部評価結果による予算の見直し状況】
22年度の外部評価結果による予算削減額合計：46,349千円

21年度の外部評価結果による予算削減額合計：57,278千円
20年度の外部評価結果による予算削減額合計：30,922千円

1-(1)-①　更なる経費節減

所管部課 総務部 行財政改革局 財政課（関係部課）イ　県単独補助金や国の外郭団体等への負担金の
　　見直し

「住民主体、行政参加」の理念に基づき、役割分担の見直しを進めながら、市町や団体などへの県
単独補助金や、国の外郭団体等への負担金は、廃止を前提とした見直しを引き続き進めます。

数値目標等

県単独補助金等の見
直し

２２年度までの
主な進捗状況

22年度県単独補助金等の見直しによる削減額：　  79,373千円
21年度県単独補助金等の見直しによる削減額：　306,279千円

20年度県単独補助金等の見直しによる削減額：　815,651千円
19年度県単独補助金等の見直しによる削減額：1,638,348千円
18年度県単独補助金等の見直しによる削減額：1,939,799千円

関連ホームページ
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

（目標値は決算を踏まえて毎年度見直す）

1-(1)-①　更なる経費節減

所管部課 総務部 行財政改革局 財政課（関係部課）
ウ　大規模事業等の適正な執行

大規模事業については、新規着手の原則凍結を継続しつつ、未着手大規模事業を含めて再度精査
し、県費負担額を圧縮・抑制し、財源の確保と計画的な執行に努めます。また、国体については、
可能な限り既存の施設等の有効活用に努め、身の丈にあった開催を目指します。
（※大規模事業：3億円以上の大規模施設整備、10億円以上の大規模プロジェクト、5,000万円
以上の大規模イベント）

数値目標等

大規模事業の原則凍
結

２２年度までの
主な進捗状況

・18年度当初予算から
　県費負担が概ね10億円以上の大規模施設等及び同5千万以上の大規模イベントを対象として
　（1）県費負担の圧縮に努めつつ予定どおり進めるもの、（2）事業期間や内容を見直すもの、
　（3）計画を再検討又は凍結するものに整理
・20年度当初予算から大規模施設については3億円以上とするなど対象を拡大

関連ホームページ

1-(1)-①　更なる経費節減
所管部課 総務部 行財政改革局 財政課

エ　投資的経費の効果的な執行による実質的な県
　　債残高の圧縮
投資的経費は、県民の安全・安心の確保、地域の活性化に資するよう効果的・効率的な執行に努
め、臨時財政対策債を除く実質的な県債残高の圧縮に努める。

数値目標等

将来負担比率の抑制 現状（183.2％）を維持

２２年度までの
主な進捗状況

22年度将来負担比率：183.2％（参考：類似団体平均222.2％）
21年度将来負担比率：198.8％（参考：類似団体平均239.3％）
20年度将来負担比率：199.6％（参考：類似団体平均241.4％）
19年度将来負担比率：206.9％（参考：類似団体平均241.5％）

（※類似団体：財政力指数が同位の都道府県）

関連ホームページ

48



推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

1-(1)-①　更なる経費節減

所管部課

２２年度までの
主な進捗状況

建設技術のページ：
http://www.pref.ehime.jp/070doboku/020gijutsukikak/00005739041124/gijyutu/index.htm

1-(1)-②　財源の確保

ア　県有財産の売却・利活用
所管部課

数値目標等

縮減率：毎年度15%（22年度比）以上

平成23年3月に策定した「愛媛県公共事業コスト構造改善プログラム」に基づき、公共事業をコス
トと品質の観点から改善する。

「工事コストの低減」分野での縮減実績
　２１年度：１３．０％（８年度比）
　２０年度：１２．４％（８年度比）
　１９年度：１３．２％（８年度比）
　１８年度：１４．７％（８年度比）
　１７年度：１２．９％（８年度比）
　１６年度：１２．６％（８年度比）
　１５年度：１４．３％（８年度比）
　１４年度：１３．４％（８年度比）

総務部 管理局 総務管理課
（関係部課）

売払い処分対象県有地一覧のページ：
http://www.pref.ehime.jp/010soumu/010soumukanri/00005688041104/yuukyuuchiichiran.html
県有地購入相談窓口についてのページ：
http://www.pref.ehime.jp/010soumu/010soumukanri/00005695041108/kenyuuchimadoguchi.html

公舎や一部職員住宅等の大規模県有財産で、老朽化が進み跡地の利用計画がないものについては、
原則的に廃止・売却処分等を行う。また、遊休県有財産についても、管理経費の削減を図るため、
積極的に売却処分等を行う。

数値目標等

公共工事コスト縮減
への取り組み

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

関連ホームページ

売却等の促進 26年度までに約6億円の売却収入を確保

農林水産部 農業振興局
　農地整備課
土木部 管理局
　土木管理課 技術企画室オ　公共工事のコスト縮減

区分 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

１７件売却 １７件売却 １６件売却 １１件売却 １７件売却 １０件売却

2,005百万円 2,178百万円 3,119百万円 1,897百万円 733百万円 471百万円

売却による
歳入の確保
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

未回収債権（税外）
の回収強化

数値目標等

所管部課
イ　未回収債権（税外）の回収強化

県庁全体の未収額の縮減

1-(1)-②　財源の確保

２２年度までの
主な進捗状況

【愛媛県債権管理推進連絡会議】
　23年度のスケジュール
　　10月～　    債権別行動計画に基づく回収事務等の実施（関係課）
　　　　　　　　回収不能債権の整理
　　7月～10月  債権別行動計画（関係課作成）の策定
　　7月            全庁方針｢今後の債権管理方策について｣の策定(23.7.21)
　　7月　　　　 担当者説明会の開催(23.7.11)
　　5月　　　　 連絡会議の設置(23.5.17)

受益者負担の適正化の観点から、今後も使用料・手数料を定期的に見直します。

数値目標等

関連ホームページ

使用料及び手数料の
定期的な見直し

２２年度までの
主な進捗状況

20年度：使用料及び手数料の一斉見直しを行い、改正が必要なものは21年4月から実施

19年度：県営住宅、職員住宅駐車場の有料化方針（20年4月から）の決定
11年度：地方分権一括法の施行（12年4月）に伴う手数料条例の制定に併せて手数料見直しを
　　　　実施
　8年度：9年4月からの消費税の税率引上げ及び地方消費税の創設に伴い、県独自で料金を設定
　　　　していた使用料及び手数料等の改定を実施

1-(1)-②　財源の確保
所管部課 総務部 行財政改革局 財政課

ウ　使用料・手数料の定期的見直し

債権管理の一層の適正化を図り、効率的な債権管理事務を進めるため、２３年５月に設置した「愛
媛県債権管理推進連絡会議」(全庁組織)において、関係機関の連携を強化しつつ、債権の回収・整
理に係る助言や、債権別行動計画の策定に基づく事務の強化、債権整理の統一的な基準の検討等を
行う。

総務部 管理局 総務管理課
（関係部課）
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

（目標値は決算を踏まえて毎年度見直す）

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

交付税措置のある有利な起債の活用に努め、できる限り将来負担の抑制に努める。

15.5%（類似団体の平均値）以下

公債費の平準化を念頭に、新規発行県債の償還期間について、弾力的な運用に努めます。

数値目標等

関連ホームページ

愛媛県宝くじ情報のページ：http://www.pref.ehime.jp/010soumu/040zaisei/00000348020424/index.html

1-(1)-②　財源の確保
所管部課 総務部 行財政改革局 財政課

オ　有利な起債の活用による将来負担の抑制

数値目標等

実質公債費比率の抑
制

２２年度までの
主な進捗状況

22年度～：県職員ブログで宝くじに関する情報を告知
21年度　：宝くじCMの作成（４回）

14年度～：県HPに宝くじ情報を掲載

宝くじの県内売上げの増を図るため、引き続き普及・PR活動に努めます。

数値目標等

宝くじの普及・PR

1-(1)-②　財源の確保

所管部課 総務部 行財政改革局 財政課
エ　宝くじの普及・PR

（※類似団体：財政力指数が同位の都道府県）

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

22年度実質公債費比率：16.8％（参考：類似団体平均15.5％）
21年度実質公債費比率：17.6％（参考：類似団体平均15.0％）
20年度実質公債費比率：17.2％（参考：類似団体平均14.4％）

19年度実質公債費比率：16.2％（参考：類似団体平均14.3％）

1-(1)-②　財源の確保
所管部課 総務部 行財政改革局 財政課

カ　新規発行県債の償還期間の弾力的運用

新規発行県債の償還
期間の弾力的運用

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

（目標値は決算を踏まえて毎年度見直す）

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

ク　課税自主権の発揮

所管部課 総務部 行財政改革局 税務課

県税収入の充実確保を図るため、地方税法の標準税率を超過する税率による課税や法定外普通税・
目的税の創設など、課税自主権の活用による独自税の導入について、受益と負担との関係や公平性
などの問題点を整理し、その可能性を研究する。

1-(1)-②　財源の確保

２２年度までの
主な進捗状況

21年度：森林環境税条例更新。
20年度：核燃料税条例更新。
19年度：資源循環促進税導入。
18年度：愛媛県資源循環促進税条例を制定。
17年度：森林環境税導入
16年度：愛媛県森林環境税条例を制定。
　　　　 産業廃棄物税について、「産業廃棄物税検討会」を設置して検討を行い、報告書を知事
　　　　 に提出。
15年度：森林環境税について検討するため、学識経験者等による「森林環境税導入のための税制
　　　　 検討委員会」及び「森林環境税の活用による森づくり検討委員会」を設置。
14年度：産業廃棄物税について四国４県で共同研究をするため、４県の廃棄物担当及び税務担当
　　　　 による事務レベルの研究会を設置。

関連ホームページ

独自税源導入の可能
性の研究

数値目標等

森林環境税のページ：http://www.pref.ehime.jp/h10500/1191372_1874.html
核燃料税のページ：http://www.pref.ehime.jp/h10500/1189352_1874.html
資源循環促進税のページ：http://www.pref.ehime.jp/h10500/junkanzei/index.html

1-(1)-②　財源の確保

所管部課 総務部 行財政改革局 財政課（関係部課）キ　財源対策用基金の取崩しの圧縮と節減努力に
　　よる積立て

大規模災害等への備えや、急激な景気変動による県税収入の減のほか、緊急的な財政出動にも対応
できるよう、県財政の弾力化の観点からも、200億円規模の残高を堅持しつつ、更なる積み増しを
目指す。

数値目標等

財源対策用基金残高
の確保

200億円規模の残高を堅持しつつ、300億円以上
を目標に可能な限り積み増し

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

22年度末残高：240億円（参考：類似団体平均295億円）
21年度末残高：  92億円（参考：類似団体平均210億円）
20年度末残高：  90億円（参考：類似団体平均186億円）

19年度末残高：  75億円（参考：類似団体平均216億円）
（※類似団体：財政力指数が同位の都道府県）
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

22年度：「個人県民税の徴収確保10.000人プロジェクト」に着手。
21年度：捜索への取組強化
20年度：不動産インターネット公売開始。
19年度：コンビニ収納の導入。（20年度から運用）
18年度：色付封筒（イエローカード、レッドカード）による催告、タイヤロックの導入、
　　　　インターネット公売開始。
　　　　愛媛地方税滞納整理機構設立。
　　　　機構による個人県民税増収効果　推計約1億3,220万円
17年度：「愛媛県徴収確保対策本部」を設置。
16年度：自動車税納期内納付キャンペーン、口座振替促進運動、年末滞納クリーンアップ
　　　　月間等。（※１７年度以降も継続して実施）
15年度：進行管理の徹底、自動車税徴収総動員体制の構築等抜本的改革を実施。
県税のしおりのページ：http://www.pref.ehime.jp/h10500/5000/kenzei13.htm
自動車税等の口座振替のページ：
http://www.pref.ehime.jp/010soumu/050zeimu/00004429040202/jidosya.html

徴収率の向上

滞納額の縮減（愛媛
地方税滞納整理機構
設立等）

２２年度までの
主な進捗状況

愛媛県徴収確保対策本部において、徴収率や滞納繰越額の数値目標を設定し的確な進行管理を行う
とともに、自動車税納期内納付キャンペーンなど納税者の納税機会の拡大を図りながら、大多数の
納期内納税者の視点に立って滞納処分を前提とした滞納整理を積極的に展開し、徴収率の向上と滞
納繰越額の削減を図り、県税納税率全国ベストテンへ挑戦する。また、県と市町の協働により税収
確保を図るために発足した「愛媛地方税滞納整理機構」を支援し、個人県民税の税収増を図る。

総務部 行財政改革局 税務課所管部課

ケ　税負担の公平性確保と徴収率の向上

1-(1)-②　財源の確保

（最終年度27年度）
個人県民税を除く滞納繰越額を10億円に削減

数値目標等

（最終年度27年度）
全税目徴収率全国順位10位

区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

県税徴収率 95.53% 96.09% 96.57% 97.38% 97.00% 96.50% 96.37%

（現年課税分） （　99.10%　） （　99.10%　） （　99.05%　） （　99.09%　） （　98.91%　） （　98.83%　） （　98.76%　）

5,082 4,446 3,765 3,834 4,204 4,236 4,332
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

滞納繰越額
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

広告事業のページ：
http://www.pref.ehime.jp/020kikakujoho/010kikakucyouse/00007524060105/kokokutop.htm

広告料収入を新たな収入確保方策とするとともに、県内企業に優良広告媒体を提供するため、広報
印刷物や県有財産など、県ホームページや広報紙等広報媒体への有料広告の掲出、県有施設のネー
ミングライツ（施設命名権）販売制度の導入を推進する。

企画振興部 管理局 総合政策課
（関係部課）

広告事業の実施状況
２２年度：歳入型１９件（収入額：９,2８８千円）
　　　　　　　　　　さわやか愛媛、県ホームページ
　　　　　　　　　　職員給与明細書等
　　　　　提携型　６件
　　　　　　　　　　サマーボランティア・キャンペーンイベントブック、
　　　　　　　　　　愛ロードスポンサー事業（道路照明灯）等
２１年度：歳入型１８件（収入額：10,2７7千円）
　　　　　　　　　　県ホームページ、運転免許センター液晶ディスプレイ、
　　　　　　　　　　えひめこどもの城ポスター等
　　　　　提携型　７件
　　　　　　　　　　サマーボランティア・キャンペーンイベントブック、
　　　　　　　　　　愛ロードスポンサー事業（道路照明灯）等
２０年度：歳入型２１件（収入額：13,918千円）
　　　　　　　　　　県立中央病院液晶ディスプレイ、広告等配布（本庁舎等）、県公用車等
　　　　　提携型　８件
　　　　　　　　　　えひめ子どもスポーツＩＴスタジアム事業普及啓発用ポスター及びチラシ、
　　　　　　　　　　ウインターボランティア・キャンペーンイベントブック等
１９年度：歳入型１７件（収入額：8,691千円）
　　　　　　　　　　県封筒裏面、県立中央病院領収書、パスポートセンターポスター等
　　　　　提携型　6件
　　　　　　　　　　サマーボランティア・キャンペーンチラシ、道路美化スポンサー（看板）等
１８年度：歳入型１０件（収入額：8,550千円）
　　　　　　　　　　「さわやか愛媛」、県ホームページ、自動車納税通知書等
　　　　　提携型　５件
　　　　　　　　　　サマーボランティア・キャンペーンイベントブック、県封筒等
ネーミングライツ（施設命名権）販売制度の導入
２０年度：県民文化会館に導入（契約金額年36,750千円（税込））
１９年度：総合運動公園陸上競技場に導入（契約金額年22,344千円（税込））

1-(1)-②　財源の確保

コ　広告料収入の確保

数値目標等

関連ホームページ

新たな広告料収入の
確保策の検討

２２年度までの
主な進捗状況

★ネーミングライツ：スポーツ施設等にスポンサーとなる企業等が固有の名前（企業名や商品名など）を付ける権利。

所管部課

広告事業件数年間25件以上
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

来るべき本格的な地方分権時代の到来を見据え、自主・自立の覚悟の下、総合的な視点からの政策
立案機能の充実を始め、市町とも連携した地域振興施策の一体的推進、さらには、行財政改革の推
進などに向けた組織の再編・強化など、限られた人員を最大限に活用し、新たに発生する政策課題
にも機動的かつ柔軟に対応できる体制の整備に引き続き取り組む。

本庁組織の再編整備

２２年度までの
主な進捗状況

参　　考

数値目標等

２２年度：財政健全化への更なる取組を進める一方で、県内ＥＶ関連産業の創出に向けた推進体
　　　　　制の整備など、当面する重要課題への対応に必要な組織体制を整備。
２１年度：財政健全化への更なる取組を進める一方で、雇用対策など緊急総合対策や当面する
　　　　　重要課題への対応に必要な組織体制を整備。
２０年度：財政健全化に向け組織のスリム化を図る一方で、当面する重要課題や新たな行政課題へ
　　　　　の対応に必要な組織体制を整備。
１８年度：財政健全化や産業振興など新たな行政ニーズへの対応に必要な組織再編を実施する
　　　　　とともに、南予地域活性化特別対策本部を設置。
１７年度：財政健全化や産業振興など新たな行政ニーズへの対応に必要な組織再編を実施。
１５年度：全ての部に部内局を設置するとともに、知事から部長、部長から局長へと大幅に権限委
　　　　　譲し、局長を責任者とする迅速かつ効率的な執行体制を確立。

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

所管部課 総務部 管理局 人事課（関係部課）
ア　本庁組織の再編整備

２０年４月１日 ２１年４月１日 ２２年４月１日
７部 ７部 ７部
２１局 ２１局 ２１局
５９課 ５９課 ５９課
８課内室 ７課内室 ７課内室

【知事部局本庁組織数】
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

所管部課

地方機関の再編整備

参　　考

２２年度までの
主な進捗状況

総務部 管理局 人事課
（関係部課）

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

イ　地方機関の組織体制の見直し

平成２０年４月に、地方局を５局から３局体制に再編するとともに、「現地即決・現地完結」に向
け、機能・権限の思い切った強化を図ったところであるが、今後も、市町との適切な役割分担の
下、ニーズに的確に対応し、住民の期待に応えられる地域の中核拠点としての進化を目指す。
また、試験研究機関や福祉関係施設などの本庁直轄機関についても、引き続き、そのあり方を検証
するとともに、業務の集約化や人員配置の適正化などにより、効率的な体制整備に取り組む。

数値目標等

２２年度：医療技術大学を公立大学法人へ移行。
　　　　　歯科技術専門学校を廃止。
　　　　　原子力センターの設置。
２０年度：５地方局体制から３局体制への再編、工業系・農林水産系の１５の試験研究機関の３機
　　　　　関への統合を実施。
　　　　　保育専門学校を廃止。
１９年度：健康増進センターを廃止。
　　　　　県議会での議論やパブリック・コメントを踏まえて、地方局再編整備計画を作成・公表
　　　　　するとともに、地方局設置条例を改正。
１８年度：栽培漁業センター、中予栽培漁業センター及び鹿野川ダム管理事務所を廃止。
　　　　　地方局制度の見直しについて、行政改革・地方分権推進本部において、「地方局再編
　　　　　整備計画（素案）」に係る検討を実施。
１７年度：出先機関の大幅な再編を実施（保健所や農業改良普及センター、土木事務所等の整理・
　　　　　統合を行い、９機関１５支所を削減）。
　　　　　地方局制度の見直しについて、行政改革・地方分権推進本部において更なる検討を実
　　　　　施。

20年4月1日 21年4月1日 22年4月1日
合　　計 ５２機関 ５２機関 ５０機関

[内訳]
①総合出先機関 ３機関 ３機関 ３機関
②福祉 １０機関 １０機関 １０機関
③環境・保健衛生 ６機関 ６機関 ４機関
④農林水産 ７機関 ７機関 ７機関
⑤産業経済 ７機関 ７機関 ７機関
⑥文教 １機関 １機関 １機関
⑦総務 ５機関 ５機関 ５機関
⑧土木 １３機関 １３機関 １３機関

【知事部局地方機関数】
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

【月一人当たり超勤時間（知事部局）】
　12年度：24.4時間　⇒　22年度：15.9時間(△35％)

【ノー残業デーの徹底】
　１８年度～：恒常的に超過勤務の多い職員・職場について、具体的改善策の提出指導
　１７年度：第二ノー残業デーについても管理職が鍵を返却
　１６年度：日曜日⇒原則、庁舎内への立入禁止
　　　　　　土曜日・祝日⇒20時以降の超勤禁止
　　　　　　水曜日⇒各課各室の管理職が鍵を返却

【年休取得日数等（教育委員会、警察本部を除く全部局）】
　２２年：年休取得日数１０．３日
　　　　　子どもの出生時における父親の特別休暇の６日以上取得者：１０人（８．７％）
　　　　　育児休業の取得：男性３．５％、女性１００％
　　　　　育児短時間勤務の利用率：男性０％、女性１５．９％

ノー残業デーの徹底や年次有給休暇の計画的な取得などにより、職員が心身のリフレッシュを図り
つつ、効率的に業務を進めていくことができる職場環境づくりに努めるとともに、特定事業主行動
計画（後期計画）に則り、男女の区別なく子育てに積極的に関わることのできる、仕事と家庭の両
立が可能な職場づくりに努める。

子どもの出生時にお
ける父親の休暇の取
得促進

育児休業等の取得促
進

超過勤務の縮減 年間360時間(国の指針)

ノー残業デーの徹底

所管部課 総務部 管理局 人事課

ウ　公務能率の向上（働きやすい職場づくり）

年次有給休暇の取得
促進

２２年度までの
主な進捗状況

数値目標等

子どもの出生時における父親の特別休暇取得
目標：６日

・育児休業の取得率：
　　　男性10％、女性100％
・育児短時間勤務の利用率：
　　　男性10%、女性30%

年次有給休暇の取得目標：１５日

関連ホームページ
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

１７年度より福利厚生事業の実施状況等を公表

福利厚生事業の見直
し

労働意欲と労働力の質の向上により組織の活性化を図るため、適正に事業を実施する一方、住民の
理解が得られるものとなるよう、点検・見直しを行う。

・一般定期健康診断の受診率100%
・各安全衛生委員会の年12回以上開催

数値目標等

福利厚生事業の実施
状況等の公表

総務部 管理局
　人事課 職員厚生室

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

所管部課

エ　福利厚生事業の見直し　

58



推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：医療技術大学の独立行政法人化（22年4月）
　　　　　中予地方局管内の県営住宅に指定管理者制度を導入（22年4月）
　　　　　県立三島病院を民間移譲（22年4月）
　　　　　看護専門学校の移譲先の募集開始（23年2月）
　　　　　見直し方針により対応を求めている施設、県直営３施設、指定管理者制度導入３施設
２１年度：生涯学習センター他４施設に指定管理者制度を導入（21年4月）
　　　　　指定管理者制度導入施設のあり方について「公の施設のあり方検討委員会」で検討
　　　　　見直し方針を決定（22年3月）
　　　　　歯科技術専門学校を閉校（22年3月）
２０年度：東予・南予青年の家を廃止（20年10月）
　　　　　県立博物館を廃止（21年3月）（総合科学博物館へ統合）
　　　　　レントゲン自動車を廃止（21年3月）
１９年度：検討対象21施設のうち残る18施設について見直し方針を決定（19年11月）
　　　　　母子福祉センターを廃止（20年3月）
１８年度：管理委託していた26施設に指定管理者制度を導入（18年4月）
　　　　　検討対象21施設のうち3施設について見直し方針を決定（19年2月）
　　　　　見直し方針に基づき健康増進センター及び心身障害者歯科診療車を廃止（19年3月）
　　　　　（歯科診療車については、19年度から民間による事業実施体制へ移行）
１７年度：県直営21施設のあり方を検討するため、行政改革・地方分権推進委員会の下部組織と
　　　　　して「公の施設のあり方検討部会」を設置（17年10月）

県直営施設の見直し

所管部課 総務部 行財政改革局 行革分権課（関係部課）
オ　公の施設の見直し

「公の施設のあり方の見直し方針」に基づき、各施設において当該方針に沿った見直しを促進す
る。

数値目標等

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

・25年度までに看護専門学校の民間移譲完了
・県営住宅への指定管理者制度導入促進（20
　団地→49団地）

指定管理者制度導入
施設の見直し

関連ホームページ
公の施設のあり方の見直しのページ：
http://www.pref.ehime.jp/gyou-tihou/arikata/index.html

参　　考

宇和海自然ふれあい館、産業情報センター及
び物産観光センターの見直し完了

三島病院

上記以外の
４病院

病院事業全体

中央青年の家

東予・南予
青年の家

当面、県直営で運営（定員縮小、職員削減及び
受益者負担のあり方の検討）

民間等への委託による検診体制への移行

廃　止

県直営で運営

県直営で運営

施　　設　　名

農業大学校

レントゲン自動車

健康増進センター（※）

動物愛護センター

さつき寮（※）

医療技術大学 地方独立行政法人制度の導入を検討

歯科技術専門学校

看護専門学校

関係団体等への譲渡（譲渡が困難な場合は廃
止）
民間等への譲渡（譲渡先決定までの間は県直営
で運営継続）

公の施設（直営施設）のあり方の見直し方針　（※印の３施設については、18年度に方針を決定）
見　　　直　　　し　　　方　　　針

当面、県直営で運営

廃　止

消費生活センター

北条鹿島博物展示館

施　　設　　名 見　　　直　　　し　　　方　　　針

県営住宅 指定管理者制度の導入

病院事業全体の経営のあり方について検討（地
方独立行政法人制度の導入検討）

生涯学習センター
組織及び運営方法等の抜本的な見直し、隣接施設（中央青年の
家等）との一体的管理運営（指定管理者制度の導入）

あらゆる選択肢を視野に今後の方向性を再度検
討

県直営で運営（病院経営の効率化の推進）
県立
病院

県直営で運営（市町立図書館との役割分担の明確化、本県中核
図書館として県内図書館の後方支援への注力）

博物館 総合科学博物館への統合

総合科学博物館 指定管理者制度の導入（学芸部門を除く）

歴史文化博物館 指定管理者制度の導入（学芸部門を除く）

図書館

青年
の家

公の施設（指定管理者施設）のあり方の見直し方針

美術館
当面は現在の運営体制を継続（指定管理者制度の導入を検
討）、萬翠荘の美術館分館としての機能の廃止

施設の機能転換（青少年のみならず県民の幅広い利用に対応、受益者負

担の見直し）、隣接施設（生涯学習センター等）との一体的管理（指定管理
者制度の導入）

廃　止

心身障害者歯科
診療車（※）

中小企業労働相談所

民間への委託による事業の実施

県直営で運営

現状以外の方向性のもの

当面県立施設とするもの

引き続き県立施設とするもの

宇和海自然ふれあい館（譲渡）、産業情報センター（抜本的見直し）、物産観光センター（廃止）

こどもの城、障害者更生センター、南予レクリエーション都市公園、道後公園、生活文化センター

男女共同参画センター（旧女性総合センター）、体験型環境学習センター、総合社会福祉会館、ファ
ミリーハウスあい、母子生活支援センター、身体障害者福祉センター、視聴覚福祉センター、在宅介
護研修センター、国際貿易センター、植物くん蒸所、テクノプラザ愛媛、森林公園、松山観光港ターミ
ナル、総合運動公園、とべ動物園、県民文化会館、武道館
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

◆県の財政的関与の推移（決算ベース（単位：百万円））

◆県派遣職員の推移（各年度４月１日現在（単位：人））

参　　考

２２年度までの
主な進捗状況

18～22年度：○18年度に「愛媛県出資法人改革プラン」を策定・公表し、「愛媛県出資法人点
　　　　　　　　検評価部会」を設置、前年度（17～２１年度）実績等に基づく点検評価を実施
　　　　　　　○県出資法人改革プランに基づく県出資法人の経営情報等の開示について、20年
　　　　　　　　度までに対象法人全てにおいて経営情報の開示を実施済

22年度：新公益法人制度への移行を終えていない法人12法人

関連ホームページ 県出資法人に関するページ：
http://www.pref.ehime.jp/gyou-tihou/houjinjoukyou/index.htm

カ　県出資法人の経営評価

総務部 行財政改革局 行革分権課
（関係部課）

自主性・自律性の向
上

県の関与の適正化

法人情報等の積極的
な開示等

経営状況、資産債務
の状況及び事業の実
績等の把握

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

所管部課

・県出資比率が25%以上の22県出資法人の
　定期的な経営評価実施率100%
・特例民法法人である12県出資法人の新公益
　法人制度への移行100%
・22県出資法人の基本・財務等情報の県ホー
　ムページでの公開率100%
・22県出資法人の基本・財務等情報の法人
　ホームページでの公開率95%

出資法人の経営の状況、資産債務の状況及び事業の実績等を踏まえたうえで、県出資法人経営評価
指針に基づき、自主性・自律性の向上、県の関与の適正化、法人情報等の積極的な開示等の観点か
ら経営評価を行い、経営の改善、効率的な運営を図る。

数値目標等

年　度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
補助金 912 1,110 1,001 977 2,945 718 1,152 688
委託料 5,323 5,198 4,752 4,478 2,512 2,371 2,443 2,578

年　度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
派遣職員数 103 73 83 87 90 66 57 55 46 57
13年12月議会で「公益的法人等」への職員の派遣等に関する条例」を制定（（14年4月1日）

《経営評価期間の総括》

出資総額 県出資金額 県出資率

(財)愛媛県文化振興財団 1,517,300 1,200,000 79.1
(財)愛媛県スポーツ振興事業団 750,204 500,000 66.6
(財)えひめ女性財団 1,000,000 1,000,000 100.0
(財)愛媛県廃棄物処理センター 10,000 2,500 25.0
(公財)伊方原子力広報センター 6,000 2,000 33.3
(財)えひめ産業振興財団 2,519,557 950,000 37.7
(財)松山観光コンベンション協会 521,000 150,000 28.8
(財)愛媛県国際交流協会 1,500,000 1,000,000 66.7
(社)愛媛県園芸振興基金協会 171,954 45,041 26.2
(財)えひめ農林漁業担い手育成公社 15,000 10,650 71.0
(財)愛媛の森林基金 1,051,130 400,000 38.1
(財)えひめ海づくり基金 2,567,600 785,000 30.6
(公財)愛媛県動物園協会 20,000 10,000 50.0
(財)愛媛県埋蔵文化財調査センター 5,000 5,000 100.0
(公財)愛媛県暴力追放推進センター 600,000 300,000 50.0

松山空港ビル㈱ 1,125,000 300,000 26.7
愛媛エフ・エー・ゼット㈱ 3,427,000 936,000 27.3
松山観光港ターミナル㈱ 600,000 256,000 42.7
南レク㈱ 400,000 401,000（注）26.7

(社福)愛媛県社会福祉事業団 10,000 10,000 100.0

愛媛県土地開発公社 30,000 30,000 100.0
愛媛県住宅供給公社 10,000 10,000 100.0

（注）南レクは㈱平成19年に資本金15億円を４億円に減資しているため、
　　　減資前の出資総額を基に算出。

特別法人（２法人）

合　　　　計：２２法人

県出資法人経営評価対象一覧

会社法法人（４法人）

社会福祉法人（１法人）

出資法人名
特例民法法人・公益財団法人（１５法人）
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

地方独立行政法人制
度の活用に関する検
討

２２年度までの
主な進捗状況

数値目標等

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

所管部課

２２年度：平成22年４月１日「公立大学法人愛媛県立医療技術大学」に移行
２１年度：平成22年4月から「公立大学法人愛媛県立医療技術大学」に移行するための各種条件
　　　　　整備
２０年度：「医療技術大学法人化検討委員会」設置、法人化について検討
　　　　　同検討委員会から検討結果の報告（21年2月）
１９年度：「公の施設のあり方の見直し方針」決定（19年11月）
　　　　　・医療技術大学：「地方独立行政法人への移行について、早急に具体的検討を行う」
　　　　　・県立病院（病院事業全体）：「病院事業への地方独立行政法人制度の導入など病院事
　　　　　　業全体の経営のあり方について、（中略）幅広い観点から検討を行う」
１５年度：「地方独立行政法人に関する庁内連絡会」を開催

総務部 管理局 人事課
総務部 行財政改革局 行革分権課
（関係部課）キ　地方独立行政法人制度の活用

県が実施する業務のうち、県自らが行うよりも、県が設置する法人（地方独立行政法人）に実施さ
せる方が、より効率的・効果的にサービスを提供できると判断されるものについて、地方独立行政
法人制度の活用を検討する。
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

所管部課
公営企業管理局
　総務課
　県立病院課

県立病院の自助努力
による収益増加方
策・経費削減方策の
実施 単年度収支の均衡及び累積欠損金の縮減
適正な基準に基づく
一般会計からの繰出
金の支出

関連ホームページ

第３次愛媛県立病院財政健全化計画のページ：
http://www.eph.pref.ehime.jp/

ク　公営企業の経営健全化
　ⅰ　県立病院事業の経営健全化

数値目標等

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

「第3次愛媛県立病院財政健全化計画」（計画期間：21年度～25年度）に基づき、①経営基盤の
強化、②高度で良質な医療の提供、③人材の育成・確保、④患者サービスの向上を図るため、健全
化策に取り組む。

２２年度までの
主な進捗状況

１　第１次県立病院財政健全化計画に基づき、診療科の新規標榜、周産期病床等の増床、一般病床
及びＩＣＵ機能の見直し、院外処方せんの発行、臨床検査部門の合理化、看護職員研修の充実・体
系化等を実施。
２　第２次県立病院財政健全化計画に基づき、16年度には、診療科の休止や病床数の見直しを行
うとともに、中央病院建替基本計画策定、ＰＥＴ整備等を実施。１７年度には、看護体制の見直し
を行うとともに、北宇和病院の廃止、中央病院建替に係るＰＦＩ導入可能性調査、ＰＥＴーCTセ
ンターの整備、オーダリングシステムの導入を実施。18年度には、中央病院整備運営事業に係る
ＰＦＩ法に基づく実施方針の策定、中央病院への電子カルテの導入、病院機能評価の受審（中央病
院・三島病院・新居浜病院）、中央病院の診療材料費の削減等を実施。併せて、入院時の病棟管理
の一元化、外来における午後診療、臨床工学技士・診療情報管理士の拡充、高度医療機器の更新サ
イクル延長等を実施。19年度には診療材料費の削減、病院機能評価の受審（今治病院）、ＰＦＩ
方式による中央病院建替えに伴う入札公告を実施。
20年度には、ＳＰＤ業者と一体となった診療材料費の削減や中央病院のＰＦＩ事業者の選定等を
行った。
３　第３次県立病院財政健全化計画に基づき、三島病院を22年4月1日に公立学校共済組合（四国
中央病院）へ移譲するとともに、中央病院に22年6月から7対1看護体制を導入するなど収益の確
保に努めた結果、22年度決算において病院全体で約12億円の純利益を確保し、黒字転換した。

17年度 1８年度 19年度 20年度 21年度 22年度

▲2,119 34 ▲809 ▲1,413 ▲3,066 1,265

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

▲17,816 ▲17,782 ▲18,591 ▲20,004 ▲23,071 ▲21,806

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

単年度収支

（注）17年度は、北宇和病院廃止に伴

う特別損失約21億2千万円を計上
（注）21年度は、三島病院廃止に伴う

特別損失約19億7千万円を計上

累積欠損金
（注）17年度は、資本余剰金の取崩

（約59億円）により、累積欠損金を縮
小
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

適正な定員管理の推
進

契約給水量
（工業用水道事業）

関連ホームページ

公営企業管理局中期経営計画のページ：
http://www.pref.ehime.jp/140koueikigyou/010kigyousoumu/00007656060225/index.htm

公営企業管理局
　総務課
　発電工水課
　県立病院課

ク　公営企業の経営健全化
　ⅲ　適正な定員管理の推進

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

公営企業管理局中期経営計画のページ：
http://www.pref.ehime.jp/140koueikigyou/010kigyousoumu/00007656060225/index.htm
第３次愛媛県立病院財政健全化計画のページ：
http://www.eph.pref.ehime.jp/

毎年10%以上

数値目標等

26年度末　244,515m3／日
（31年度末　249,220m3／日）

２２年度までの
主な進捗状況

電気事業、工業用水道事業については、平成17年度に中期経営計画（計画期間：17年度～21年
度）を策定し、経営の効率化に努めてきたところ。
平成21年３月に「西条地区工業用水道事業経営改善計画」を決定。計画に基づき、平成22年３月

に西条工水の計画給水量を縮小（229,000m3/日→87,420m3/日）した。
平成22年３月に電気事業及び工業用水道事業における新たな「中期経営計画」（計画期間：２２
年度～３１年度）を策定し、一層の経営効率化を図ることとした。
○22年度売上高経常利益率　7.6％（8月以降の少雨のため）
○22年度末契約給水量　224,075m3／日

所管部課

売上高経常利益率
（電気事業）

数値目標等

厳しい財政状況を踏まえ、経営の改善とサービスの向上の観点から、適正な定員管理に努める。
病院事業は、「第３次愛媛県立病院財政健全化計画」に基づき、適正な定員管理に努め、発電・工
水事業は、一般行政部門に準じる削減に取り組む。

18年度～23年度の６年間に△106人の削減を実施済み。

電気事業及び工業用水道事業の中期経営計画（計画期間：22年度～31年度）に基づき、経営効率
化はもとより、事業運営の安定化、環境問題や耐震化への対応等を着実に推進し、中長期的視点に
立った経営の健全化に取り組む。
西条地区工業用水道事業については、安定供給の確保に向けた経営基盤の強化を図るため経営規模
の縮小を骨子とした「西条地区工業用水道事業経営改善計画」に沿って経営改善に取り組む。

公営企業管理局
　総務課
　発電工水課ク　公営企業の経営健全化

　ⅱ　電気事業・工業用水道事業の経営健全化

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

所管部課

年度 人数 対前年度増減

17 2,108 －

18 2,070 △38

19 2,088 18

20 2,018 △70

21 2,070 52

22 2,013 △57

23 2,002 △11

対17年度増減 △106 －
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度：技能労務職員の給料表を国の行政職給料表(二)をベースとしたものへ改定
２０年度：22年度から技能労務職員の給料を国の行政職給料表(二)をベースとしたものへ
　　　　　改定する方針を決定
１９年度：管理職手当の定額化、特地勤務手当の支給率の見直し
１８年度：給与構造の見直し
１６年度：退職時特別昇給制度の廃止
１３年度：55歳以上職員の昇給停止を実施
１０年度：諸手当の総点検を実施し、特殊現場作業手当、業務特別手当、交替勤務手当、
　　　　　年始年末勤務手当を廃止

適正な給与水準の確
保

関連ホームページ

公営企業管理局中期経営計画のページ：
http://www.pref.ehime.jp/140koueikigyou/010kigyousoumu/00007656060225/index.htm
第３次愛媛県立病院財政健全化計画のページ：
http://www.eph.pref.ehime.jp/

特殊勤務手当などの
諸手当の見直し

２２年度までの
主な進捗状況

給与構造改革の取組を堅持しつつ、適正な給与水準の確保に努めるとともに、特殊勤務手当など諸
手当については、業務内容や勤務環境の変化などを勘案した総点検を実施し、必要に応じた見直し
を行うなど、給与制度・運用全般について、適切な点検・見直しを行う。
なお、給与及び定員の状況については、国等との比較などにより、県民に分かりやすい方法で、県
ホームページなどへの公表を行う。

数値目標等

ク　公営企業の経営健全化
　ⅳ　給与制度・運用の見直し

公営企業管理局
　総務課
　発電工水課
　県立病院課

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

所管部課
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

25年6月の新中央病院本院運用開始、26年
12月のグランドオープン

実現可能なものから実施

実現可能なものから実施

①：基本構想策定（16年3月）、基本計画策定（17年3月）、ＰＦＩ導入可能性調査実施（17年
8月）、ＰＦＩ法に基づく実施方針策定・特定事業の選定（19年8月）、入札公告（19年9月）、
落札者の決定（20年8月）、事業契約の締結（20年12月）、ＰＦＩ事業の着手（21年1月）、
１号館着工（22年6月）
③：給食（13年10月から中央病院の一部、20年４月から三島病院、23年4月からは中央病院の
全部、今治病院、新居浜病院を外部委託）、電話交換（中央病院…12年4月から20年３月は外部
委託、２0年４月以降は臨時職員、今治病院…１２年４月から２１年３月は外部委託、２１年４月
以降は臨時職員、三島病院…18年４月から20年３月は外部委託、20年4月以降は臨時職員）

県立中央病院建替えのページ：
http://www.eph.pref.ehime.jp/pfi/pfi_index.htm
公営企業管理局中期経営計画のページ：
http://www.pref.ehime.jp/140koueikigyou/010kigyousoumu/00007656060225/index.htm
第３次愛媛県立病院財政健全化計画のページ：
http://www.eph.pref.ehime.jp/

民間の資金とノウハウを活用することにより経費の削減や効率的な運用が可能とされているＰＦＩ
手法により県立中央病院の建替えを行う。
また、民間等への委託により効果的・効率的に執行できる業務について、費用対効果、県民サービ
スの維持向上の観点から、外部委託を積極的に推進する。

数値目標等

公営企業管理局
　総務課
　発電工水課
　県立病院課

所管部課

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

ク　公営企業の経営健全化
　ⅴ　民間的経営手法の導入

①ＰＦＩ手法による
県立中央病院の建替
え

②発電工水施設の維
持管理業務の一部外
部委託

③病院業務の外部委
託(給食、電話交
換、ボイラー等)

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

ク　公営企業の経営健全化
　ⅶ　収益増加への取組み

関連ホームページ

公営企業管理局中期経営計画のページ：
http://www.pref.ehime.jp/140koueikigyou/010kigyousoumu/00007656060225/index.htm
第３次愛媛県立病院財政健全化計画のページ：
http://www.eph.pref.ehime.jp/

③未利用財産（土
地）の売却 実現可能なものから実施

④事務効率化
内部業務効率化

２２年度までの
主な進捗状況

①未収金の徴収対策
強化（病院事業）

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

所管部課

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

簡素で効率的な組織づくりを基本に、組織のスリム化を進めるとともに、人員の適正配置を図る。
①発電所運転監視業務の集中化による監視部門の縮小を図る。
②新中央病院で、ＰＦＩ手法を活用し、事務局部門（医事業務等）を縮小を図る。

数値目標等

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

所管部課

公営企業管理局
　総務課
　発電工水課
　県立病院課

29年度まで　12ha（完売）

公営企業を取り巻く厳しい経営環境に対応するため、収入増加への取組とともに、コスト縮減や業
務の効率化等の取組により経営の効率化を進め、収益の増加を図る。

数値目標等

24年度から銅山川発電所の運転監視業務を松
山発電工水から遠隔監視

公営企業管理局
　総務課
　発電工水課
　県立病院課

ク　公営企業の経営健全化
　ⅵ　組織のスリム化

①発電所運転監視業
務の集中化

②東予インダストリ
アルパークの早期分
譲

②新中央病院の事務
局部門の縮小

①：14年度に未収金取扱要領策定、15年度から各病院で未収金の回収計画を策定。18年度は
「未収金取扱要領」を一部改正し、法的措置に係る項目を規定。19年度は、未収金回収業務の
一部を民間へ委託するとともに、クレジットカードによる診療代金の納付を開始。21年度は支払
督促申立（法的措置）による回収。
③：22年度までに、発電・工水事業で73,818千円、病院事業で795,948千円の未利用財産（土
地）を売却。

公営企業管理局中期経営計画のページ：
http://www.pref.ehime.jp/140koueikigyou/010kigyousoumu/00007656060225/index.htm
第３次愛媛県立病院財政健全化計画のページ：
http://www.eph.pref.ehime.jp/

未収金の縮減

新中央病院での運営開始後、ＰＦＩ手法を活
用し、事務局部門を縮小

・17年度から肱川発電所を無人化（松山発電工水事務所から遠方監視）
・18年度から銅山川発電所、今治地区工業用水道管理事務所及び西条地区工業用水道管理事務所
において総務課を廃止、19年度から松山発電工水管理事務所において総務課担当係長を廃止
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

ケ　県立学校の再編整備

教育委員会 高校教育課

1-(2)-①　組織のスリム化・効率化・活性化

数値目標等

所管部課

中学校卒業者数の減少や市町村合併の進行等を踏まえて平成20年度に策定した「県立学校再編整
備計画（平成21年度から５年間）」に基づき、県立学校の再編整備に取り組む。

関連ホームページ

県立学校の再編整備

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：全日制課程：小規模校の定員引下げ（２校40人減）
２１年度：全日制課程：４学級減、定時制課程：１学科募集停止
２０年度：８月に平成21年度から５年間の県立学校再編整備計画を策定
　　　　　全日制課程：５学級減、定時制課程：２学科募集停止
１９年度：全日制課程：４学級減、定時制課程：１学科募集停止
１８年度：全日制課程：９学級減、定時制課程：２学科募集停止
１７年度：全日制課程：１２学級減、定時制課程：２学科募集停止
１６年度：全日制課程：９学級減、定時制課程：１学科募集停止

愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課のページ：
http://ehime-c.esnet.ed.jp/koukou/index.htm
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

（27年度）
3,861人 3,700人程度

1-(2)-②　定員及び給与等の適正化

23年度の一般行政部門職員数の4％（△160
人程度)削減

２２年度までの
主な進捗状況

来るべき地方分権時代の到来を見据え、真に自立した地方自治体となるためには、引き続き徹底し
た行財政改革に取り組む必要があることから、一般行政部門の職員数を４%削減する新しい定員適
正化計画（第五次計画）を策定し、定員適正化に向けた取組を継続する。
一方で、行政サービスの維持・向上を図るため、計画的な職員採用により年齢構成の平準化を図る
とともに、危機管理対応等の行政需要を踏まえた適正な定員管理に努める。
また、他部門(教育、警察及び公営企業部門)においても、法令による職員配置基準に留意しなが
ら、一般行政部門に準じた定員の適正化を図る。
なお、公務員制度改革等、今後の諸情勢を的確に踏まえた取組とするため、大幅な変動要因が生じ
た場合、適宜見直しを図る。

数値目標等

所管部課

定員の適正化の進捗状況（平成17年度以降）

目標数値等を踏まえ
た計画的な定員管理

ア　適切かつ計画的な定員管理

　○一般行政部門
　　　２４～２７年度までの４年間で3,861人を４％（160人程度）削減

　○教育部門
　　　教職員については、個別法により配置されることから数値目標は掲げないが、児童生徒数の減少を踏まえ
　　ながら、効果的かつ適正な配置に努める。
　　　事務局職員については、一般行政部門に準じる削減に取り組む。

　○警察部門
　　　警察官については、政令により配置されることから数値目標は掲げないが、治安の悪化等に伴う地方警察官
　　の増員など適正な配置に努める。
　　　警察官以外の職員については、一般行政部門に準じる削減に取り組む。

　○公営企業部門
　　　病院事業については、「第３次愛媛県立病院財政健全化計画」に基づき適正な定員管理に努める。
　　　発電・工水事業については、一般行政部門に準じる削減に取り組む。

　※本計画については、分権改革、公務員制度改革等諸情勢を的確に踏まえたものとするため、今後、国の出先機関
　　改革等の変動要因が生じた場合、適宜見直しを図る。

関連ホームページ

総務部 管理局 人事課
教育委員会 管理部 教育総務課
教育委員会 指導部 義務教育課
　　　　　　　　  高校教育課
警察本部 警務部 警務課
公営企業管理局 総務課

区分 一般行政 教育 警察 公営企業 計 対前年度増減
17年度 4,420 13,682 2,753 2,108 22,963 －
18年度 4,362 13,598 2,780 2,070 22,810 △ 153
19年度 4,266 13,479 2,799 2,088 22,632 △ 178
20年度 4,107 13,257 2,802 2,018 22,184 △ 448
21年度 3,982 13,046 2,785 2,070 21,883 △ 301
22年度 3,894 12,782 2,794 2,013 21,483 △ 400
23年度 3,861 12,707 2,776 2,002 21,346 △ 137
対17年度増減 △ 559 △ 975 23 △ 106 △ 1,617 －
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

1-(2)-②　定員及び給与等の適正化

所管部課 総務部 管理局 人事課

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

22年度：技能労務職員の給料表を国の行政職給料表（二）をベースとしたものへ改定。
　　　　自動車運転業務を一部廃止。
　　　　行政職への任用を希望する者を事務的業務に配置し、任用試験を実施。
21年度：技能労務職員全員を対象に、行政職への任用や技能労務職の継続等についての希望調査
           を実施。
20年度：22年度から技能労務職員の給料表を国の行政職給料表（二）をベースとしたものへ改定
　　　　する方針を決定。
　　　  技能労務職員の従事している業務のうち、自動車運転業務については、22年度から順次
　　　  廃止し、その他の業務については、23年度以降に外部委託等を順次実施する方針を決定。
19年度：技能労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針を策定・公表。

２２年度までの
主な進捗状況

ウ　技能労務職の見直し　

技能労務職の業務等
の見直し

関連ホームページ

再任用職員の任用状況（一般行政部門）

　※13年度末定年退職者を対象に14年度から導入

数値目標等

定員削減を進める中で行政サービスの維持・向上を図るため、定年退職者を再任用職員（短時間勤
務）として積極的に配置し、長年培った能力・経験を活用する。

再任用職員の活用

イ　再任用職員の活用

所管部課 総務部 管理局 人事課

1-(2)-②　定員及び給与等の適正化

退職不補充の原則のもと、業務の外部委託などの見直しを進める。

数値目標等

年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

新規 ８ ５ ８ ３ ７ 15 16 19 32 43 

更新 ― ― ― ７ ３ ５ 16 26 30 56 

計 ８ ５ ８ 10 10 20 32 45 62 99 
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

（27年度）

330人 316人

２２年度までの
主な進捗状況

事務処理方法の見直しやアウトソーシング等を進め、定員適正化計画に準じた適正な配置を行う。

所管部課 総務部 管理局 人事課

臨時職員の適正な配
置 23年度の臨時職員数の4%（△14人）を削減

関連ホームページ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※対17年度増減（23年度）：△119人

1-(2)-②　定員及び給与等の適正化

数値目標等

エ　臨時職員の適正な配置

年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

臨時職員数 449人 429人 400人 362人 344人 331人 330人
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

22年度：技能労務職員の給料表を国の行政職給料表（二）をベースとしたものへ改定
20年度：22年度から技能労務職員の給料表を国の行政職給料表（ニ）をベースとしたものへ改定
　　　　する方針を決定
19年度：特殊勤務手当の抜本的な見直し、管理職手当の定額化、特地勤務手当の支給率の見直し
17年度：農林漁業普及指導手当の支給率の見直し
16年度：退職時特別昇給制度の廃止

10年度：特殊勤務手当の抜本的な見直し、調整手当の異動保障の廃止　など

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

特殊勤務手当などの
諸手当の見直し

カ　旅費制度・運用の見直し

２２年度までの
主な進捗状況

所管部課

関連ホームページ

旅費制度・運用の見
直し

２２年度までの
主な進捗状況

本県の給与制度は、原則として国に準ずることにより適切な運用に努めるとともに、これまでも、
社会情勢等に応じた適正化の取組を実施している。
【２２年４月ラスパイレス指数：100.4、パーシェ指数98.8】
　○ラスパイレス指数
　　国家公務員の職員構成を基準として、国家公務員の給与水準を100とした場合の本県職員の
　　給与水準
　○パーシェ指数
　　本県の職員構成を基準として、国家公務員の給与水準を100とした場合の本県職員の給与水準

関連ホームページ

本県の旅費制度は、実費弁償を基本としつつ、標準的な実費額による定額方式を組み込んだものと
しているが、他団体の見直しの状況等を踏まえながら、必要に応じて見直しを行う。

数値目標等

１８年４月：旅費システムを導入し、旅費事務の効率化、省力化を図っている。
１０年４月：実費弁償の原則と支給事務の簡素合理化の観点から、全面的な見直しを実施。

適正な給与水準の確
保

給与構造改革の取組を堅持しつつ、適正な給与水準の確保に努めるとともに、特殊勤務手当など諸
手当については、業務内容や勤務環境の変化などを勘案した総点検を実施し、必要に応じた見直し
を行うなど、給与制度・運用全般について、適切な点検・見直しを行う。
なお、給与及び定員の状況については、国等との比較などにより、県民に分かりやすい方法で、県
ホームページなどへの公表を行う。

総務部 管理局 人事課

1-(2)-②　定員及び給与等の適正化

所管部課

総務部 管理局 人事課

数値目標等

オ　給与制度・運用の見直し　

1-(2)-②　定員及び給与等の適正化
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

外部評価の強化

評価システムの改善

所管部課

行政評価（内部評価）による事務事業の見直
し率55%

1-(3)-①　事務事業評価の徹底

２２年度までの
主な進捗状況

行政評価システム全体の中で、外部評価の実施体制の強化や評価システムの改善等を通じ、事務事
業の効率的な執行と一層の無駄の排除を図る。
特に、内部評価の客観性の向上等を図るために実施している外部評価については、県民の声や専門
的見地からの助言を一層反映させた実施体制を整備し、評価機能の強化を図る。

外部評価による事務事業の見直し率100%
毎年度100事業（総事業費100億円）を対象
に点検

ア　行政評価システムの改善・強化

総務部 行財政改革局 行革分権課

数値目標等

２２年度：外部評価の実施　３予算施策（52事業）
２１年度：外部評価の実施　５予算施策（56事業）
２０年度：外部評価の実施
　　　　　　４予算施策（79事業）
１９年度：外部評価の実施（愛媛県行政評価システム外部評価委員会の設置）
　　　　　　７予算施策（８2事業）
１５年度：外部アドバイザーを設置して民間の経営感覚に基づく助言を求め、評価の客観性・公平
　　　　　性、評価結果の精度を高める取組（＝外部評価の試行）を実施
１３年度：行政評価システムの導入

関連ホームページ

外部評価のページ：http://www.pref.ehime.jp/hyouka/hyouka11.htm
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

包括外部監査の監査
結果に基づいた事務
事業の見直し等の実
施

２２年度までの
主な進捗状況

包括外部監査結果
（意見）の対応状況
の公表

関連ホームページ

包括外部監査結果
（指摘）の対応状況
の公表

地方公共団体の組織に属さない外部の専門家が監査を行う包括外部監査の特性を活用し、監査結果
を事務事業の見直し等に積極的に反映させていく。
また、包括外部監査結果（指摘）については、地方自治法に基づき対応状況を公表してきたが、本
県の行財政改革を一層推進するとともに、更なる県民への説明責任の徹底を図るため、包括外部監
査結果（意見）の対応状況についても、公表する。

総務部 行財政改革局 行革分権課
監査事務局

1-(3)-①　事務事業評価の徹底

イ　包括外部監査制度の有効活用

指摘事項の対応状況の翌年度内公表率50%以
上

所管部課

毎年度公表
（対応件数／意見件数*100＝100%）

外部監査制度のページ：
http://www.pref.ehime.jp/150shoykoku/040kansa/00002667030328/kansaHP/gaibu/gaibukansa.htm
包括外部監査結果のフォローアップのページ：
http://www.pref.ehime.jp/gyou-tihou/kansa/index.htm

【指摘状況】
22年度監査テーマ：①「包括外部監査結果に対する措置状況等の検証」（改善指摘事項数：2項
目）、②「愛媛県の関連諸団体」（改善指摘事項数：5項目)
21年度監査テーマ：「財団法人えひめ産業振興財団に係る諸問題の監査」（改善指摘事項数：７
項目)
20年度監査テーマ：「外郭公益法人に係る諸問題の監査」（改善指摘事項数：２項目）
19年度監査テーマ：「愛媛県の執行した補助金等について」（改善指摘事項数：６項目）
18年度監査テーマ：「愛媛県の行った業務委託契約について」（改善指摘事項数：６１項目）
11～17年度の改善指摘事項数：２５６項目

【公表状況】
２２年度：１7,20,21年度の包括外部監査結果（意見未対応分）に対する対応状況を公表
２１年度：１１～１９年度の包括外部監査結果（意見未対応分）に対する対応状況を公表
２０年度：１９年度の包括外部監査結果（意見）に対する対応状況を公表
１２年度：１１年度の包括外部監査結果（指摘）に対する対応状況を公表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２年度以降、毎年度公表）
１１年度：包括外部監査制度の導入

数値目標等

毎年度公表
（対応件数／指摘件数*100＝100%）
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

事業評価のページ：
http://www.pref.ehime.jp/070doboku/020gijutsukikak/00005739041124/kikaku/index.htm関連ホームページ

必要に応じ随時見直しを検討

公共事業評価委員会を審議件数に応じ開催

数値目標等

再評価については、10年度から、農林水産部及び土木部所管の事業のうち一定期間を経過した補
助事業等を対象に第三者で構成する「公共事業評価委員会」において次年度以降の継続・中止等の
審議を行っており、引き続きその取組を継続する。また、新規採択時評価については、箇所ごとの
事業化の優先度を評価する「愛媛県公共投資評価指標」の見直しの検討を行うとともに、新たに事
後評価(完了した事業箇所の評価)についても、国や他県の動向を見ながら導入を検討する。今後と
もより一層効率的な公共投資の実施を図るため、事業前～事業途中～事業後と一貫した評価システ
ムの構築に向けて取り組んでいく。

農林水産部 農業振興局
　農地整備課
土木部 管理局
　土木管理課 技術企画室ウ　公共事業評価システムの推進

２２年度：「愛媛県公共事業評価委員会」の開催（２２年度末現在、３０回開催）
　　　　　審議件数３７６事業、うち事業継続３７０事業、中止５事業、休止１事業
１０年度：「愛媛県公共投資評価指標」による新規採択時評価の導入。

「事後評価システ
ム」の導入検討 国の制度設計の状況を見ながら検討

1-(3)-①　事務事業評価の徹底

所管部課

「公共事業再評価シ
ステム」による再評
価の実施

新規採択時評価の見
直し検討
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

定期監査結果の概要のページ：
http://www.pref.ehime.jp/150shoykoku/040kansa/00002667030328/kansaHP/kekka/kansakekka8.htm##ke
kkatop
定期監査結果のページ：
http://www.pref.ehime.jp/150shoykoku/040kansa/00002667030328/kansaHP/kekka/kansakekka1.htm##ke
kkatop
定期監査措置報告のページ：
http://www.pref.ehime.jp/150shoykoku/040kansa/00002667030328/kansaHP/kekka/kansakekka2.htm##ke
kkatop

年度テーマの設定・
監査実施・とりまと
め・報告・公表

※年度ごとにテーマを設定

行政監査結果の対応
状況の公表

毎年度公表
（対応件数／意見等件数*100＝100%）

数値目標等

定期監査時に付帯的
に実施する行政監査

行政監査特定テーマ
の検討

所管部課 監査事務局

エ　監査委員による行政監査の強化

地方自治法第199条②に基づく県の事務の執行に係る監査（行政監査）を強化し、より一層、公正
で能率的な行政の確保を図る。
近年、定期の財務監査に併せて付帯的に実施してきた行政監査について、事務事業のより一層の経
済性・効率性・有効性を図るため、年度ごとに特定テーマを設定して実施する行政監査を追加する
とともに、行政監査結果の対応状況について、県民への説明責任の徹底を図るため、公表する。

1-(3)-①　事務事業評価の徹底
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

本庁舎ＥＳＣＯ導入
による維持管理費の
削減

削減利益　１５年間で約３億３千万円

1-(3)-②　業務の効率化・省力化

所管部課

【県有施設の工事データ入力等】
　２２年度：当年度工事データ入力、詳細データの入力
　２１年度：当年度工事データ入力、詳細データの入力
　２０年度：当年度及び昭和４９年度以前の工事データ入力
　１９年度：当年度及び昭和５０年度以降の工事データ入力
　１８年度：平成１７年度～平成１８年度工事データ入力

【本庁舎ＥＳＣＯ導入】
　１８年度：ＥＳＣＯサービス開始
　１７年度：改修工事を終了
○削減利益
　２２年度 14,770千円
　２１年度 15,579千円
　２０年度 13,321千円
　１９年度 10,821千円
　１８年度 11,289千円

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

県有施設（建物）の
工事データ入力、建
物情報入力

24年度までに専門組織の設置及び基本方針の
作成等についての検討結果取りまとめ

総務部 管理局 総務管理課
総務部 行財政改革局 行革分権課
土木部 道路都市局
　建築住宅課 営繕室ア　ファシリティマネジメントの検討

ファシリティマネジメントの考え方に基づき、県有施設(ファシリティ)の現状と課題を分析し、保
有総量の適正化や効率的な利活用、長寿命化等を図るため、既存のデータベースを活用する施設情
報システムの導入、ファシリティを一元管理するための専門組織の設置や基本方針の作成等につい
て検討する。

数値目標等

ファシリティマネジ
メント体制の検討
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

所管部課 総務部 管理局 人事課

イ　事務改善職員提案募集の実施

職員の自主研究活動の支援や提案制度の充実などにより、能率的な仕事の進め方や制度・システム
等自体の見直し・改善を進める。

数値目標等

１-(３)-②　業務の効率化・省力化

県の行政処分における事前手続の統一を図り、行政の適正かつ円滑な運営を図るため、行政手続法
及び愛媛県行政手続条例に基づき、許認可等の基準の設定及び適宜の見直し並びに標準処理期間の
設定及び短縮に取り組む。

数値目標等

4年間で160件以上（1年40件程度）

提案数
２２年度：２８件
２１年度：２１件（経費削減のための緊急提案５３件）
２０年度：３９件
１９年度：４３件
１８年度：５６件
１７年度：２２件
１６年度：５５件（経費削減のための緊急提案４８０件）
１５年度：４３件

ウ　行政手続条例の適正な運用

２２年度までの
主な進捗状況

許認可等の基準及び
標準処理期間の設
定・見直し・短縮

関連ホームページ

事務改善職員提案募
集の実施

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

毎年2回以上の見直しの実施

総務部 行財政改革局 行革分権課

２２年度：要綱等に基づく許認可等の審査基準の設定（設定件数　640件）
　　　　　要綱等に基づく許認可の標準処理期間の設定（設定件数　1,103件）
２１年度：要綱等に基づく許認可等の審査基準の設定（設定件数　647件）
　　　　　要綱等に基づく許認可の標準処理期間の設定（設定件数　1,098件）
２０年度：要綱等に基づく許認可等の審査基準の設定（設定件数　644件）
　　　　　要綱等に基づく許認可の標準処理期間の設定（設定件数　1,092件）
１９年度：要綱等に基づく許認可等の審査基準の設定（設定件数　639件）
　　　　　要綱等に基づく許認可の標準処理期間の設定（設定件数　1,081件）
１８年度：要綱等に基づく許認可等の審査基準の設定（設定件数　643件）
　　　　　要綱等に基づく許認可の標準処理期間の設定（設定件数　1,080件）
１７年度：要綱等に基づく許認可等の審査基準の設定（設定件数　660件）
　　　　　要綱等に基づく許認可の標準処理期間の設定（設定件数　1,107件）
１６年度：要綱等に基づく許認可等の審査基準の設定（設定件数　662件）
　　　　　要綱等に基づく許認可の標準処理期間の設定（設定件数　1,116件）

所管部課

1-(3)-②　業務の効率化・省力化
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

13年度から高度情報化関連予算の審査を開始

高度情報化関連予算
の審査

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

予算審査における指摘対応率
（対応件数／指摘件数*100＝100%）

数値目標等

愛媛県高度情報化推進本部が、情報システムの導入、既存システムの改修、機器の調達・更新な
ど、新たに発生する情報化案件について確認・助言を行うことによって、適正な情報システムの導
入を推進し、より一層の高度情報化及び業務の効率化を図る。

エ　適正な情報システムの導入の推進

企画振興部 地域振興局
　情報政策課
　（高度情報化推進本部）

所管部課

1-(3)-②　業務の効率化・省力化
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

入札・契約制度の改善のページ：
http://www.pref.ehime.jp/h40100/1194254_2299.html

２２年度：簡易型総合評価落札方式における施工体制確認方式の試行導入及び試行拡大（１億円
              以上の土木部発注工事を対象に試行導入。６月からは、３千万円以上の土木部発注工
              事に試行対象を拡大）などの入札・契約制度の改善を実施
２１年度：簡易型総合評価落札方式の拡充（全部局発注の３千万円以上の工事を対象に本格実施）
              などの入札・契約制度の改善を実施
２０年度：一般競争入札の拡大（８百万円以上の格付けＡ～Ｃ等級対象工事の対象に入札後審査
　　　　　型一般競争入札を他部局で一部試行実施）や簡易型総合評価落札方式の拡充（５千万
　　　　　円以上の土木部発注工事で本格実施）などの入札・契約制度の改善を実施
１９年度：一般競争入札の拡大（３千万円以上の格付けＡ・Ｂ等級対象工事を対象に入札後審査
　　　　　型一般競争入札を本格実施）や簡易型総合評価落札方式の拡充などの入札・契約制度
　　　　　の改善を実施
１８年度：「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の施行を受け、土木部において、簡易型
　　　　　総合評価落札方式を一部試行
１７年度：「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の施行を受け、一般競争入札における
　　　　　工事成績点の導入などの入札・契約制度の改善を実施
１６年度：一般競争入札の拡大(1億円以上の一般土木・建築工事及び2億円以上の特殊工事を
　　　　　対象に入札後審査型一般競争入札を試行）などの入札・契約制度の改善を実施
１５年度：すべての工事と工事に関する業務を対象とした予定価格の事前公表の実施や、
　　　　　一般競争入札の拡大（2億円以上の一般土木・建築工事を対象に入札後審査型
　　　　　一般競争入札を試行）などの入札・契約制度の改善を実施
１４年度：予定価格の事前公表の試行対象拡大や損害賠償の予約条項の契約書への明記などを
　　　　　実施。入札及び契約の過程及び内容等について審議するため、外部有識者で構成する
　　　　　入札監視委員会を設置
１３年度：「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」の施行により、工事の発注
　　　　　見通しや入札・契約の過程及び契約の内容等について公表する方向へ改善。
　　　　　談合情報を入手した場合における抽選制入札の導入や下請契約の適正化策などを実施

23年6月から、簡易型総合評価落札方式の拡
大（800万円以上3,000万円未満の土木部発
注工事に簡易実績型の試行導入）
実績を見て当該方式の本格運用を目指す

土木部 管理局 土木管理課所管部課

1-(3)-②　業務の効率化・省力化

13年度から施行された「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」の趣旨に則り、
入札・契約手続の透明性を確保するため、工事の発注見通しや入札・契約の内容等の公表を行い、
手続の適正な運用を図るとともに、引き続き公平性・透明性・競争性を確保するため、見直し・改
善を行う。

オ　入札・契約手続の適正な運用

数値目標等

関連ホームページ

入札・契約手続の見
直し・改善

２２年度までの
主な進捗状況
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

所管部課

愛媛県業務継続計画（本庁版ＢＣＰ）のページ：http://www.pref.ehime.jp/bosai/honchobcp.htm

各計画マネジメント 毎年1回、訓練を実施

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：災害時行動計画（統括司令部）の策定
　　　　：業務継続計画（地方局版ＢＣＰ）の検討
２１年度：業務継続計画（本庁版ＢＣＰ）の策定

★アセットマネジメント：「土木施設を資産として捉え、構造物の状態を客観的に把握･評価し、中長期的な資産の状
　　　　　　　　　　　　態を予測するとともに、予算的な制約の中でいつどのような対策をどこに行うのが最適であ
　　　　　　　　　　　　るかを考慮して、構造物を計画的かつ効率的に管理すること」という考え方

災害時行動計画（本
庁各部局）の策定

業務継続計画（地方
局版ＢＣＰ）の策定

23年度中に業務継続計画（地方局版ＢＣＰ）
を策定

大規模災害時等の危機事象の発生により、県自体が被災し業務資源に制約を受けた中でも、被害の
拡大を防止するとともに、県民の生活や経済活動への影響を最小限にとどめるため、事前に必要な
対策を講じ、非常時においても適正な業務の執行を図ることができるよう業務継続計画を策定し、
訓練による検証や、ＰＤＣＡサイクルに基づくマネージメントを実施することで、計画の持続的改
善を図る。

数値目標等

県民環境部 防災局 危機管理課

ア　業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

24年度中に災害時行動計画（本庁各部局）を
策定

1-(3)-③　業務継続リスク管理の構築

25年度までに事後保全・観察保全型施設の点
検マニュアル策定

２２年度：一部の事後保全型施設の点検マニュアル策定
２１年度：「荷さばき施設」についてシステムの検証
２０年度：「水門・樋門・陸こう」についてシステムの検証
　　　　   「係留・荷さばき施設」のガイドライン策定
１９年度：「水門・樋門・陸こう」のガイドラインの策定
１８年度：「ダム」、「橋梁」についてシステムの検証
１７年度：「ダム」、「橋梁」ガイドラインの策定
１６年度：公共土木施設維持管理システム基本方針の策定

土木部 管理局
　土木管理課 技術企画室
（関係部課）

1-(3)-②　業務の効率化・省力化

カ　公共土木施設維持管理システムの構築

数値目標等

増大する維持管理費について、アセットマネジメントを導入し、施設の計画的な点検により的確に
健全度評価と劣化予測を行い、ライフサイクルコストを踏まえた最適な維持管理手法と投資計画を
策定し、予算の縮減と平準化を目指す。

愛媛県橋梁長寿命化修繕計画のページ：http://www.pref.ehime.jp/h40900/1189138_2313.html

所管部課

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

公共土木施設維持管
理システムの構築
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

合同政策研究活動へ
の支援 24年度から制度を導入

２２年度までの
主な進捗状況

県と市町がそれぞれ抱える行政課題について、若手職員が合同で政策研究を行う場を提供すること
により、職員の意識改革や政策立案能力の向上を図るとともに、県・市町の連携や一体行政の推進
に資する。

数値目標等

２-(１)-①　県・市町連携の推進

所管部課 総務部 管理局 人事課研修所
ア　県・市町職員の合同政策研究活動の推進

数値目標等

イ　県と市町の政策課題に対する協議

毎年2回程度実施

所管部課

2-(1)-①　県・市町連携の推進

地方分権改革の進展や悪化する地方財政に対応するため、県と市町がこれまで以上に連携を深め、
二重行政解消や県民サービスの向上を検討する「県・市町連携政策会議」を設置し、県と市町が連
携・一体化した効果的・効率的な業務の推進を図る。
また、知事と市町長が一堂に会して、政策課題について意見交換を行う「えひめトップミーティン
グ」を開催するほか、地域に根ざした課題や要望等を把握するための「地域政策懇談会」を地方局
ごとに設置するなど、県と市町が対等なパートナーとして、連携して課題解決に取り組む体制づく
りを行う。

地方局ごとに年2回程度実施

毎年2回実施

総務部 管理局 市町振興課
企画振興部 管理局 総合政策課
企画振興部 地域振興局
　地域政策課
各地方局 総務企画部 地域政策課

県・市町連携政策会
議の開催

えひめトップミー
ティングの開催

地域政策懇談会の開
催

２２年度：県・市町連携政策会議開催回数　県内全市町長が一堂に会し１回開催
　　　　　地域政策懇談会開催回数　東・中・南予で各２回開催
２１年度：トップミーティング開催回数　県内全市町長が一堂に会し１回開催
　　　　　地域政策懇談会開催回数　東・中・南予で各２回開催
２０年度：地域政策懇談会開催回数　東・中・南予で各３回開催
１９年度：トップミーティング開催回数　東・中・南予毎に１回（計３回）
１８年度：トップミーティング開催回数　東・中・南予毎に１回（計３回）
１７年度：トップミーティング開催回数　東・中・南予毎に１回（計３回）
１６年度：トップミーティング開催回数　各地方局毎に１回（計５回）

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

県と市町による共同
施策の具体化

※県・市町連携政策会議によって、2２年度末より連携・一体化業務の検討を開始、県と市町で合
意がなされた業務は、２４年度から実施に移す。

行政課題が複雑多様化していく中で、県及び市町ともに対応が求められる政策課題について、県と
市町が企画段階から連携して協議を行い、連携や協働を前提とした本県独自の施策を具体化するた
めの検討を行う。

数値目標等

地方分権改革の進展や地方財政の悪化が進む中で、これまで以上に県と市町が連携・一体化して二
重行政の解消や県民サービスの向上を図り、行政のスリム化や効果的・効率的な業務を推進するた
め、県・市町連携政策会議を開催し、県と市町の連携・一体化業務の具体化を推進する。

数値目標等

エ　県と市町との連携施策の創出

総務部 管理局 市町振興課

2-(1)-①　県・市町連携の推進

所管部課 総務部 管理局 市町振興課

ウ　県と市町との二重行政の解消

連携・一体化業務の
具体化

県と市町の連携・一体化業務の具体化数
（26年度までに合計※40の連携施策具体化）
※下記エを含む

関連ホームページ

２-(1)-①　県・市町連携の推進

所管部課

24年度：施策の具体化に向けた検討
（26年度までに合計※40の連携施策具体化）
※上記ウを含む
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

人事交流の実績（市町からの受入）：２２年度　１０市町　１２人
　　　　　　　　　　　　　　　　　２１年度　１１市町　１４人
　　　　　　　　　　　　　　　　　２０年度　１２市町　１６人
　　　　　　　　　　　　　　　　　１９年度　１２市町　１５人
　　　　　　　　　　　　　　　　　１８年度　　９市町　１１人
　　　　　　　　　　　　　　　　　１７年度　　９市町　１０人
　　　　　　　　　　　　　　　　　１６年度　　６市町　　６人
１７年度に市町職員のみを対象とした専門研修として「地域政策立案講座」等３講座を新設すると
ともに、合同研修の枠を３講座から１２講座とし、２１年度までに専門研修を６講座、合同研修枠
を３１講座に拡大した。（受講者数：17年度257人、18年度477人、19年度493人、20年度
529人、21年度545人、22年度564人）。

関連ホームページ

人事交流の推進 20市町との人事交流

市町職員の人材育成
に向けた研修支援 市町の意向を踏まえ検討

ア　市町との人事交流の促進と人材育成の支援

基礎自治体重視の県政運営を進め、県・市町の連携を一層深めるため、「相互交流」により人事交
流の拡大に積極的に取り組む。
また、基礎自治体が複雑・多様化した行政課題に適切に対応していくため、県研修所の受託研修や
合同研修を充実させるなどにより、市町職員の人材育成を積極的に支援する。

数値目標等

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：市町人事・財政関係連絡調整会議（電子版）の運営
２１年度：市町人事・財政関係連絡調整会議（電子版）の運営
２０年度：市町人事・財政関係連絡調整会議（電子版）の運営
１９年度：市町人事・財政関係連絡調整会議（電子版）の運営
１８年度：市町人事・財政関係連絡調整会議（電子版）を設置
　　　　　電子メールによりリアルタイムで情報提供、意見交換を実施
１７年度：市町人事・財政関係連絡調整会議を設置（東・中・南予毎に１回（計３回）開催）

関連ホームページ

市町との連絡調整の
場を設置し定期的に
実施

毎年、東予、中予、南予で各1回実施

市町サポートBBS
の開設

23年度：導入検討・準備
24年度：導入、運用
毎年度50件以上の行・財・税政情報の提供

市町支援担当職員制
度の創設 23年度：導入、運用

2-(1)-③　基礎自治体の機能向上支援

2-(1)-②　人事交流の拡大

所管部課
総務部 管理局 人事課
研修所
総務部 管理局 市町振興課

県民と直接向き合い、日々様々な課題に直面している市町において、複雑多様化する地域ニーズへ
の対応や、的確な政策形成・立案が積極的に展開できるよう、市町に対する相談・サポート体制を
構築する。また、市町の行財政運営に関して、県と市町との連絡調整の場（市町人事・財政関係連
絡調整会議）を設定する。

総務部 管理局 市町振興課
各地方局 総務企画部 地域政策課

数値目標等

ア　市町に対する相談・サポート体制の整備

所管部課
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

数値目標等

行革甲子園 23年度：事例収集、開催準備
24年度：審査員による事例評価・開催

２２年度までの
主な進捗状況

総務部 管理局 市町振興課

イ　市町の行政改革の支援（行革甲子園）

2-(1)-③　基礎自治体の機能向上支援

所管部課

各市町での知恵と工夫による行政改革の取組を情報発信することにより、自らの取組の検証を促す
とともに、ノウハウを共有し創造性豊かな発想につなげることで、市町の更なる行政改革の推進を
図る。
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

旧法下で合併した市
町への支援（合併特
例事業等）

建設計画（随時見直しを行う）に掲げた合併特例債
活用予定額（期間：合併が行われた日の属する年度
及びこれに続く10年度）に対する達成度　90%

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

新法下での自主的な
合併への支援（市町
合併推進審議会での
検討等）

2-(1)-③　基礎自治体の機能向上支援

旧合併特例法下で合併した市町に対して、新しいまちづくりの有効な手段である国の財政支援措置
を効果的かつ前向きに活用できるよう、積極的な助言を行うとともに、建設計画に掲げられた県事
業の重点的な実施に配慮する。
併せて、権限移譲により基礎自治体の権限が拡充する中で、行政機関や内部組織の共同設置など効
果的・効率的な業務執行に取り組むよう助言を行う。
また、合併新法下での市町の合併を引き続き推進するため、１７年度に設置した市町合併推進審議
会における審議等を踏まえて、適切な支援を行う。

数値目標等

20年4月に作成した構想の対象外の市町において、
新たな合併が必要と認められた場合に構想の見直し
等を検討

２２年度：建設計画に掲げた合併特例債活用予定額に対する達成度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３．４％

・市町村等における調査研究への支援
　　市町村合併アドバイザー制度(13年度～)
　　市町村合併シミュレーション事業(13年度)
　　市町村合併調査研究等支援事業(12～14年度)
・具体的な取組が見られる地域への人的支援等【旧法下】
　　合併協議会への委員等としての参画(18協議会へ参画)
　　合併協議会への県職員の派遣(４協議会へ各１名を派遣)
　　合併協議会運営費補助金(14～16年度)
・合併が決定した又は合併後の市町村に対する支援
　　市町村合併移行円滑化資金貸付制度(電算システム統合経費に対する無利子貸付)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(15～16年度)
　　合併市町村のあり方調査研究事業(15～16年度)
・「愛媛県市町村合併支援プラン」の策定(15年３月)
・「愛媛県市町村合併支援プラン」の改定(16年10月)
・合併新法に基づく市町合併推進審議会の設置(17年10月)
・「愛媛県市町合併推進構想の作成（20年4月）
・鬼北町・松野町合併協議会への人的支援等【新法下】
　　委員等としての参加
　　県職員の派遣
　　合併協議会運営費補助金
　　　※同合併協議会は残り１協議項目で調整がつかず、22年３月31日をもって廃止

市町村合併のページ：http://www.pref.ehime.jp/gappei/index.html

所管部課 総務部 管理局 市町振興課

ウ　合併市町のまちづくり及び合併等への支援
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

数値目標等

新ふるさとづくり総合支援事業････23年度から数値目標を変更予定
集落づくりの推進（補助事業採択件数）････21年度24件、22年度16件

新ふるさとづくり総合支援事業のページ：
http://www.pref.ehime.jp/h12900/1194992_3394.html
愛媛の元気な集落づくり支援総合ポータルサイトのページ：
http://www.pref.ehime.jp/h12900/genkinashuurakudukuri/index.html

イ　新しい公共支援事業の推進

所管部課

中間支援活動基盤の強化、ＮＰＯ等の情報公
開促進、寄附環境整備等

県内20事業以上の取組

新ふるさとづくり総
合支援事業の実施

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

ＮＰＯ等の活動基盤
の強化

地域課題解決活動の
創出

関連ホームページ

「新しい公共支援事
業」の成果を踏まえ
た新たな展開

集落づくりの推進

２２年度までの
主な進捗状況

地域づくり団体等が、自らの創意工夫により地域課題を解決できるよう、地域の一体的かつ自立的
発展に向けての取組を財政支援するほか、地域活性化のための国の起債事業や外郭団体の助成事業
などを活用した特色ある地域づくりをサポートする。

県民環境部 管理局
　県民活動推進課

2-(2)-①　ＮＰＯ・ボランティア等との協働の
　　　　 　推進

「愛と心のネットワークづくり」の更なる拡大・深化を図るため、新しい公共の重要な担い手であ
るＮＰＯ等の活動基盤の強化に取り組むとともに、多様な主体が協働して取り組む地域課題解決活
動を通じて助け合い、支え合いの地域社会づくりを進める。

2-(2)-①　ＮＰＯ・ボランティア等との協働の
　　　　 　推進

所管部課
企画振興部 地域振興局
　地域政策課
各地方局 総務企画部 地域政策課ア　地域づくり団体等の自発的取組のサポート

各助成事業の数値目標達成率の総計　100%

各省庁等が実施する補助事業の採択件数　年25件

数値目標等
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

エ　協働事業への県及び県民による評価の実施

2-(2)-①　ＮＰＯ・ボランティア等との協働の
　　　　 　推進

愛媛ボランティアネットのページ：http://nv.pref.ehime.jp/

23年度6事業、以後の取組について検討

ウ　ＮＰＯ等の公募型事業の推進

１９年度～：前年度に実施した提案型協働事業促進モデル事業について、ＮＰＯ及び県がれぞれ事
　　　　　　業評価を行い、成果報告会において協働の効果や改善点を発表する とともに、ホー
　　　　　　ムページで公表した。
１８年度：「ＮＰＯとの協働指針」を改定のうえ、別途「ＮＰＯとの協働事業評価マニュアル」を
　　　　　作成した。
１７年度：２件
１６年度：１５年度の協働事業のうち、モデル的に県及び協働相手方のＮＰＯが、それぞれ評価を
　　　　　行い、評価手法についての問題点を協議した｡

2-(2)-①　ＮＰＯ・ボランティア等との協働の
　　　　 　推進

数値目標等

２２年度までの
主な進捗状況

ＮＰＯ等の公募型事
業の推進

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

23年度6事業、以後の取組について検討

県民との協働事業について、ＮＰＯ等県民と県が互いに評価し、今後の改善を図るとともに、評価
結果を適切に公表する。

県民環境部 管理局
　県民活動推進課

NPOから企画提案を募集し、担当課において協働による事業化を積極的に検討することにより、
全庁的な協働の推進を図る。さらに、企業や教育機関等の多様な主体を含む協働事業の実現を目指
す。

県民協働地域社会づ
くり推進事業の推進

協働事業への県及び
県民による評価の実
施・公表

関連ホームページ

所管部課

愛媛ボランティアネットのページ：http://nv.pref.ehime.jp/

２２年度：提案型パートナーシップ推進事業（提案件数１４件、７件を選定・実施）
２１年度：提案型パートナーシップ推進事業（提案件数１４件、３件を選定・実施）
２０年度：提案型協働事業促進モデル事業（提案件数２０件、６件を選定・実施）
　　　　　１９年度のモデル事業成果報告会及び２０年度事業募集説明会を開催
１９年度：提案型協働事業促進モデル事業（提案件数２２件、６件を選定・実施）
　　　　　１８年度のモデル事業成果報告会及び１９年度事業募集説明会を開催
１８年度：提案型協働事業促進モデル事業（新規事業）において提案募集
　　　　　　（提案件数２２件、選考会により４件を選定し、委託により事業実施）
１７年度：提案件数７件（１８年３月末現在）
１６年度：提案件数４４件、うち協働実施件数１６件
　　　　　ＮＰＯと自治体職員のミーティングの実施　１回
１５～１６年度：愛と心のネットワークサロンの開催
１５年度：提案件数４６件、うち協働実施件数２１件

県内20市町での取組

所管部課
県民環境部 管理局
　県民活動推進課
（関係部課）

数値目標等
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

所管部課

ＮＰＯ・ボランティア団体、自治会、教育機関、各種団体、企業等の地域の多様な主体が連携しな
がら自主的、主体的に地域課題の解決に取り組んでいけるネットワークづくりを支援する。
また、愛媛県の多様な主体が協力・連携して地域社会を築いていく仕組づくりのために、広域的・
専門的な支援を行う組織（協働ネットワーク支援センター）の設置の検討を行う。

数値目標等

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

地域応援セミナーの
開催や交流の場の提
供

22年度　地域応援セミナーなんよを開催(参加者３００人)

県民環境部 管理局
　県民活動推進課

各年度1ヶ所

2-(2)-①　ＮＰＯ・ボランティア等との協働の
　　　　 　推進

オ　ＮＰＯ・ボランティア団体等のネットワーク
　　化の推進
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

2-(2)-①　ＮＰＯ・ボランティア等との協働の
　　　　 　推進

愛ビーチ(海岸）制
度の推進

愛ロード・スポン
サー事業（中央分離
帯植栽帯）

（愛リバー・愛ビー
チ・愛ロード各制度
の団体認定数の合
計）

関連ホームページ

新規団体認定数　84団体（23～26年度累
計）

【愛リバー・愛ビーチ・愛ロード団体認定数（各制度の合計）】
　17年度　208団体　　21年度　375団体
　16年度　198団体　　20年度　320団体
　15年度　174団体　　19年度　267団体
　14年度　147団体　　18年度　241団体　　22年度　427団体
【愛ロード・スポンサー事業（中央分離帯植樹帯）】
　中央分離帯植栽管理を(主)壬生川新居浜野田線（西条市内）４ｋｍで実施
　22年度：16企業・団体が協賛
　21年度：16企業・団体が協賛
　20年度：15企業・団体が協賛
　19年度：14企業・団体が協賛
【愛ロード・スポンサー事業（道路照明灯）】
　22年度：照明灯13基設置（13企業等と協定締結）
　21年度：照明灯11基設置（6企業等と協定締結）
　20年度：照明灯10基設置（10企業等と協定締結）

団体認定数　581団体（26年度末）
（※22年度末427団体→26年度末581団
体）

新規団体認定数　50団体（23～26年度累
計）

23年度～　継続

愛リバー（河川）制
度の推進

２２年度までの
主な進捗状況

愛ロード・スポン
サー事業（道路照明
灯）

愛ロード(道路)制度
の推進

毎年度：5基

新規団体認定数　20団体（23～26年度累
計）

愛リバー・サポーターネットワークのページ：
http://www.pref.ehime.jp/h40600/river/loveriver/newindex.html
愛ビーチ制度「愛媛ふれあいの海辺」のページ：
http://www.pref.ehime.jp/070doboku/060kouwankaigan/00005742041124/love_beach/beach01.html
えひめ愛ロード運動のページ：
http://www.pref.ehime.jp/070doboku/080dourokensets/00005744041124/aigo/airoad.htm

地域住民と行政とのパートナーシップを基本に、河川・海岸・道路の一定区間の清掃美化活動等を
自発的に行うボランティア団体等を募集・認定するとともに、団体の各種活動を支援し、美しい地
域環境づくりに取り組む。
また、良好な道路環境を確保するため、社会貢献に理解のあるスポンサー（企業、団体等）から協
賛金を募るなど、その資金を利用して道路の除草、照明灯の新設等を行う。

所管部課

カ　公共土木施設愛護事業の推進

土木部 管理局　　　土木管理課
土木部 河川港湾局　河川課
　　　　　　　　 　港湾海岸課
土木部 道路都市局　道路維持課

数値目標等
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

所管部課

ア　協働指針に基づくＮＰＯへの支援

2-(2)-②　ＮＰＯとの協働指針に基づく取組

協働領域を拡大し、円滑に協働を進めていくため、ＮＰＯに関する相談窓口を開設するとともに、
より身近な市町におけるＮＰＯ支援窓口の設置を促進し、全県的な支援体制の構築を図る。
また、県民や企業の皆様からの寄附によりＮＰＯ法人の活動を支援する「あったか愛媛ＮＰＯ応援
基金」によるＮＰＯ法人の活動資金の安定確保や育成支援を行う。

県民環境部 管理局
　県民活動推進課
（関係部課）

ＮＰＯ法人数　450法人（26年度）

ＮＰＯ相談窓口の開
設・運営

関連ホームページ

市町ＮＰＯ支援窓口
の設置促進

２２年度までの
主な進捗状況

愛媛ボランティア
ネットの運営

関連ホームページ

あったか愛媛ＮＰＯ
応援基金による助
成・育成支援

数値目標等

２２年度：ＮＰＯ法人数327法人（23年３月末現在）
２１年度：ＮＰＯ法人数300法人（22年3月末現在）
２０年度：「あったか愛媛ＮＰＯ応援基金」による助成及び育成支援事業を開始。
　　　　　ＮＰＯ法人数282法人（21年3月末現在）
１９年度：市町におけるＮＰＯ支援窓口の設置促進
　　　　　ＮＰＯ法人数259法人（20年3月末現在）
１８年度：協働事業推進のための環境づくりに重点を置き、「ＮＰＯとの協働指針」を改定。
　　　　　ＮＰＯ法人数242法人（19年3月末現在）
１７年度：ＮＰＯ法人数196法人（18年3月末現在）
１６年度：愛媛ボランティアネットをリニューアルオープン
１５年度：「N P O との協働指針」に基づき、全庁的に既存事業や新規事業の実施について
　　　　　協働による手法の検討を開始。
１４年度：ＮＰＯ等との協働を全庁的に段階的に推進していくためのガイドラインとなる
　　　　　「ＮＰＯとの協働指針」を策定
１３年度：県民参加型事業手法を類型(体系)化し、各々のメリットや導入に当たっての課題の
　　　　　整理等を行うため、(財)えひめ地域政策研究センターへ調査委託。
1 2 年度：｢愛媛市民活動ネットワークサロン｣の開設及び｢地域社会づくりネットワーク化
　　　　　推進事業｣のＮＰＯ法人への委託実施により、諸団体の交流を促進。

2-(2)-①　ＮＰＯ・ボランティア等との協働の
　　　　 　推進

所管部課 関係部課

キ　県民参加の基金による支援事業

特定の政策課題に対応するため、「えひめ愛顔の助け合い基金」、「あったか愛媛ＮＰＯ応援基
金」、「愛媛国体募金」などの基金を設置し、県民や民間企業等からの寄附等に基づく県民参加に
よる支援事業を実施する。

数値目標等

民間資金等の活用

２２年度までの
主な進捗状況

90



推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

2-(2)-③　協働に向けた意識改革

24年度までに協働指針の見直し

「県民との協働」の視点を、県政運営の核に据えるため、職員に対する多様な研修を継続して実施
する。

数値目標等

県民環境部 管理局
　県民活動推進課
（関係部課）

２２年度：「協働型政策立案講座」を実施（１回、４３人）
２１年度：「協働型政策立案講座」を実施（１回、４３人）
２０年度：「協働型政策立案講座」を実施（１回、４９人）
１９年度：「県民との協働推進講座」を実施（１回、３１人）
１８年度：「県民との協働推進講座」を実施（１回、２０人）
１７年度：「県民との協働推進講座」を実施（１回、１５人）

イ　協働指針の見直しを含めた新たな方向性の検
　　討

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

協働指針の見直し

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

新しい公共支援事業が２年間（23年度、24年度）の限定事業であることから、25年度以降を見
据えて、ＮＰＯとの協働指針の取扱について検討する。

所管部課

数値目標等

県職員の意識改革の
ための職員研修の実
施

2-(2)-②　ＮＰＯとの協働指針に基づく取組

所管部課 総務部 管理局 人事課研修所
ア　職員の意識改革のための研修の実施
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

数値目標等

総務部 管理局
　人事課 職員厚生室

2-(2)-③　協働に向けた意識改革

イ　職員の社会参加の推進

所管部課

ボランティア推進グループを核に、サマーボランティアキャンペーン等において職員が森林の間伐
や児童福祉施設でのスポーツ活動等のボランティアを実施
２２年度：６,７５９人が参加
２１年度：５,８７９人が参加
２０年度：５,８１５人が参加
１９年度：５,２５７人が参加
１８年度：３,４５６人が参加
１７年度：１,９１７人が参加
１６年度：東予の豪雨被災地域に、県庁職員に呼びかけて救援ボランティア活動を実施｡

ウ　県・市町職員の意識改革のための説明会及び
　　ＮＰＯ等との協議の場の提供

2-(2)-③　協働に向けた意識改革

所管部課 県民環境部 管理局　県民活動推進課

県・市町職員の意識
改革のための協働説
明会の開催

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

協働推進研修会の実
施

職員の社会参加の推
進

地域における各種ボランティア活動や自治会活動等に県職員が積極的に参加することにより、地域
社会に貢献するとともに、県民との相互理解を深め、県民協働社会の実現への一助とする。

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：四国経済産業局と共催で「行政職員のための協働推進セミナーｉｎ愛媛」を実施
２１年度：県庁で、協働推進員や協働事業担当者等を対象とした研修会を実施
　　　　　東・中・南予で市町ＮＰＯ担当職員等を対象とした研修会を実施
１９年度：庁内ＬＡＮを活用した協働事業の紹介等による理解促進
　　　　　市町担当社会において、市町における協働の促進を啓発
１８年度～：提案型協働事業促進モデル事業（21年度から提案型パートナーシップ推進事業）の
　　　　　選考において、公開プレゼンテーションを行い、県及び市町職員に参加を呼び掛け。
１７年度：県庁において県職員や市町職員を対象とした説明会を開催
１６年度：東・中・南予で各１回ずつ市町及びＮＰＯ関係者を対象とした協働に関するキャラバン
　　　　　講座を開催。

関連ホームページ

開催回数　4回（県1回、市町3回）／年

協働推進体制整備 行政職員参加型の地域づくりネットワークの
構築

数値目標等

県及び市町における県民との協働への取組を推進するため、職員の意識改革を図る説明会及び研究
会等を随時、実施する。
また、協働推進体制整備を強化し、県職員、市町職員及び地域が参画して、地域課題についての
ワークショップや世代間交流等を実施する。

開催回数　1回／年
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度：パブリック・コメント実施案件　１６件
２１年度：パブリック・コメント実施案件　１３件
２０年度：パブリック・コメント実施案件　１１件
１９年度：パブリック・コメント実施案件　２０件
１８年度：パブリック・コメント実施案件　２２件
１７年度：パブリック・コメント実施案件　２３件
１６年度：パブリック・コメント実施案件　２２件
「パブリック・コメント制度の実施に関する要綱」の制定（13年４月施行）

毎年30件以上実施パブリック・コメン
トの積極的な推進

所管部課

数値目標等

対象範囲の拡大の検
討

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

県の施策に関する基本的な計画等の立案に当たって、その趣旨や内容などを広く県民に公表して意
見を求め、提出された意見を考慮して意思決定を行うパブリック・コメント制度の運用を行うとと
もに、同制度の定着化の度合い等も見極めながら、対象範囲の拡大も検討する。

ア　パブリック・コメント制度の推進

2-(2)-④　県民対話型県政の推進

総務部 行財政改革局 行革分権課

パブリック・コメントのページ：http://www.pref.ehime.jp/comment/index.htm
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

広報戦略の推進と県
政情報の効果的な提
供

【情報提供の推進】
　23年1月：定例記者会見の開催回数の拡大（原則月1回→月2回）
　22年4月：広報紙の発行回数の拡充（年10回→年12回）
　22年3月：インターネット放送局と県職員ブログを開始し、県民に親しみやすい県政情報を発信
　21年8月：広報広聴戦略プラン策定
　18年4月：インターネットを活用したメールマガジン「Ehimail（エヒメール）」を発信して県
　　　 　　　の行事等を紹介
　17年4月：各社競争によって、高い視聴率が見込まれる時間帯で、より質の高いテレビ広報番組
　 　　　　　を制作・放送
　15年9月：インターネットを活用し、動画情報を発信して県の行事等を紹介
【県民総合相談プラザ等の状況】
　２２年度：窓口案内件数　49,721件　　相談者数　351人
　２１年度：窓口案内件数　45,423件　　相談者数　394人
　２０年度：窓口案内件数　52,817件　　相談者数　318人
　１９年度：窓口案内件数　53,889件　　相談者数　335人
　１８年度：窓口案内件数　49,137件　　相談者数　346人
　１７年度：窓口案内件数　46,225件　　相談者数　453人
　１６年度：窓口案内件数　48,843件　　相談者数　421人
【県政への政策提言事業(知事への政策提言・県政モニター)への提言等の状況】
　２２年度：1,024件
　２１年度：  954件
　２０年度：  837件（※Ｈ20から迷惑メール対策を強化したため、大幅に減少）
　１９年度：1,444件
　１８年度：1,495件
　１７年度：2,173件
　１６年度：1,525件

毎年の県政への政策提言事業(知事への政策提
言・県政モニター)に寄せられる意見等の総数
1,000件以上

広報戦略を推進するとともに、県民の県政への参加機会の拡充につながるよう、広報紙や新聞、テ
レビ、インターネット等の様々な媒体を活用しながら県政情報の効果的な提供を一層進める。
また、県民が県政に親しみを感じ、県政情報や行政サービスを気軽に利用できるよう、県民総合相
談プラザ等の窓口業務の充実に取り組む。
さらに、県民参加の開かれた県政の実現に向け、県民の生の声が知事に直接届く広聴システムを構
築し、県政に対する県民の理解と認識を深める。

毎年6回程度開催

25年度　県政情報の周知度90%以上
毎年の記者発表件数100件以上

県民総合相談プラザ
等の窓口業務の充実

県政への政策提言事
業(知事への政策提
言・県政モニター)
の実施

「知事とみんなの愛
顔でトーク」の開催

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

広報紙のページ：http://www.pref.ehime.jp/guide/kohoshi/kohoshi/kohoshi.html
広報番組のページ：http://www.pref.ehime.jp/020kikakujoho/020kenseikoho/kouhoubangumi/index.html
メールマガジンのページ：
http://www.pref.ehime.jp/020kikakujoho/020kenseikoho/00007717060327/index.html
県職員ブログのページ：http://www.pref.ehime.jp/h12200/1191875_1876.html
えひめネットテレビ「ひめテレっ！」のページ：http://www.pref.ehime.jp/h12200/ehimenettv/
県民総合相談プラザのページ：http://www.pref.ehime.jp/guide/guide2.htm
各種相談窓口のご案内のページ：
http://www.pref.ehime.jp/020kikakujoho/020kenseikoho/00004279031127/soudan3.htm
よくある相談等のＱ＆Ａのページ：
http://www.pref.ehime.jp/020kikakujoho/020kenseikoho/00005554040922/faq.htm
「こんにちは！知事です」のページ：
http://www.pref.ehime.jp/020kikakujoho/020kenseikoho/00000533020517/22s0205151.htm
知事への電子メールのページ：http://www.pref.ehime.jp/governor/governor_teigen.html

数値目標等

引き続き、窓口業務の対応の充実を図る

イ　情報提供・広聴・相談サービスの充実

所管部課 企画振興部 管理局 広報広聴課
（関係部課）

2-(2)-④　県民対話型県政の推進
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

2-(2)-④　県民対話型県政の推進

ウ　審議会等の活性化及び公開の推進

２２年度までの
主な進捗状況

審議会等の公開

女性委員登用率向上

公募委員の積極的な
登用

審議会等の見直し指針
　　　　　２２年度：Ｈ23.2月　第二次見直し方針策定（委員構成の適正化等を新たに追加）
　　　　　２０年度：Ｈ20.7月　見直し方針策定（審議会等の廃止、統合及び委員数の削減等）
公募委員　２２年度：　９審議会等 1３名（男性３名、女性１０名）就任
　　　　　２１年度：１２審議会等 1５名（男性５名、女性１０名）就任
　　　　　２０年度：　６審議会等　９名（男性１名、女性８名）就任
　　　　　１９年度：１５審議会等２４名（男性１１名、女性１３名）就任
　　　　　１８年度：１０審議会等２０名（男性４名、女性１６名）就任
　　　　　１７年度：１８審議会等２９名（男性９名、女性２０名）就任
　　　　　１６年度：１３審議会等１６名（男性３名、女性１３名）就任
女性委員登用率４１．６%（22年4月1日現在）
１２年５月制定の「審議会等の会議の公開に関する指針」に基づく公開決定を行った審議会等数
307（23年3月末現在）
　　　　　２２年度：公開対象会議数150、公開した会議数150〔100％〕
　　　　　２１年度：公開対象会議数153、公開した会議数153〔100％〕
　　　　　２０年度：公開対象会議数144、公開した会議数144〔100％〕

登用率（32年度：40%以上）

所管部課

県の政策・方針決定過程への県民参加を促進するため、審議会等委員の公募の拡大を図るととも
に、県民に広く周知し多くの応募者を募るため、「県審議会等における委員公募の取扱要領」に基
づき一括した公募のＰＲを実施する。
また、男女が対等な立場で県の政策・方針決定過程に参画できるよう、委員の公募と併せて、女性
委員の積極的な登用を図る。
なお、県民参加による公正で開かれた県政を推進するため、「審議会等の会議の公開に関する指
針」に基づき、対象となる審議会等の会議を原則公開とする。

公開対象会議の公開率（毎年度100%）

数値目標等

審議会などの会議の公開のページ：http://www.pref.ehime.jp/osirase/singikai/kokai.htm

総務部 行財政改革局 行革分権課
企画振興部 管理局 広報広聴課
県民環境部 管理局 男女参画課
（関係部課）

審議会等の見直し 実施率100%

関連ホームページ
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

県政出前講座のページ：
http://www.pref.ehime.jp/h12200/demaekoza/index.html

土木事業現場見学会「えひめの土木体感プログラム」のページ：
http://www.pref.ehime.jp/070doboku/020gijutsukikak/00005739041124/kikaku/kengaku/dobokukengaku.ht
m

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況

オ　パブリック・インボルブメント制度の推進

2-(2)-④　県民対話型県政の推進

エ　県政出前講座の開催

土木部 管理局
　土木管理課 技術企画室

企画振興部 管理局 広報広聴課
（関係部課）

毎年の県政出前講座開催件数70回以上

所管部課

２２年度：「土木の日(11月18日)」の前後に「えひめの土木体感プログラム」を各地方局で実施
２１年度：「土木の日(11月18日)」の前後に「えひめの土木体感プログラム」を各地方局で実施
２０年度：「土木の日(11月18日)」の前後に「えひめの土木体感プログラム」を各地方局で実施
１９年度：「土木の日(11月18日)」の前後に「えひめの土木体感プログラム」を各地方局で実施
１８年度：「土木の日(11月18日)」の前後に「えひめの土木体感プログラム」を各地方局で実施
１７年度：地元住民の意見を反映し、利用者の満足度の高い自転車モデルコースを設定する目的
　　　　　で、伯方島自転車モデルコースづくり事業をＮＰＯ団体に委託。また、案内標識や誘導
　　　　　標識、休憩所などのサイン計画についても地元住民の意見を反映し立案。
　　　　　「土木の日(11月18日)」の前後に「えひめの土木体感プログラム」を各地方局で実施

2-(2)-④　県民対話型県政の推進

２２年度：58件（受講者：2,780人）
２１年度：80件（受講者：4,151人）
２０年度：93件（受講者：5,136人）
１９年度：70件（受講者：4,067人）
１８年度：33件（受講者：1,957人）

数値目標等

所管部課

県が重点的に取り組んでいる施策や県民生活に関わりの深いテーマについて、県民からの要請に応
じて職員を講師として派遣する。

公共事業の実施に当たり、計画の段階から県民の意見を求め合意形成を図っていくＰＩ(パブリッ
ク・インボルブメント)手法の導入について国の動向も参考に検討を行うとともに、公共事業の現
場見学会の実施など情報の積極的な提供や、県民との双方向のコミュニケーション重視など県民に
分かりやすい土木事業の推進に取り組む。

モデル事業の実施

合意形成技術の導入
検討

数値目標等

県政出前講座の開催
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

任期付研究員制度の
活用

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：２２年４月　産業技術研究所に特別研究員（1名、任期２７年３月）採用
１５年度：１５年４月　紙産業研究センターに任期付研究員（１名、任期１８年３月）採用
１４年度：１５年２月議会で「一般職の任期付職員の採用等に関する条例」を制定
　　　　　１４年６月　衛生環境研究所に任期付研究員（１名、任期１７年３月）採用
１３年度：１３年１２月議会で「一般職の任期付研究員の採用等に関する条例」を制定

２４年度：外部委託実施状況調査等の実施
２５年度：目標設定等の検討
２６年度：新しい推進政策の検討

本県がこれまでに取り組んできたアウトソーシングの手法を総括し、それぞれの利点及び問題点を
明らかにした上で、推進方策の見直しを行う。

アウトソーシングの推進に関するページ
http://www.pref.ehime.jp/gyou-tihou/outsourcing/index.htm

１９年度：アウトソーシング・ガイドラインの策定
　　　　　愛媛県版協働化テストの実施（～２２年度）

数値目標等

所管部課

2-(3)-①　民間活力の積極的な活用
総務部 行財政改革局 行革分権課
（関係部課）

2-(3)-①　民間活力の積極的な活用

所管部課 総務部 管理局 人事課

イ　アウトソーシングの推進

高度な研究分野について、外部から人材を受け入れ、研究員相互の交流を推進することにより、試
験研究機関等専門分野の研究活動が一層活性化するよう、任期付研究員制度の積極的な活用を図る
とともに、公務部門では得られにくい高度の専門性を備えた民間の人材の登用や県民ニーズに的確
に対応する人材を即戦力として確保するため、任期付職員制度の活用を検討する。

数値目標等

ア　任期付研究員制度及び任期付職員制度の活用

検証・見直し

任期付職員制度の活
用

関連ホームページ

２２年度までの
主な進捗状況
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

指定管理者の更新前
の検証

直営施設への指定管
理者制度の導入の検
討

「公の施設のあり方の見直し方針」（19年
11月決定）に基づき、指定管理者制度の導入
を検討

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：21年度のモニタリング結果を公表
　　　　　県営住宅（中予地方局管内）に指定管理者制度を導入（２２年４月）
２１年度：20年度のモニタリング結果を公表
　　　　　生涯学習センター他４施設に指定管理者制度を導入（２１年４月）
　　　　　森林公園の指定更新手続きを実施
２０年度：19年度のモニタリング結果を公表
　　　　　モニタリング結果等を踏まえ、指定管理者制度導入24施設(※)の指定更新手続きを実
　　　　　施（※既制度導入25施設のうち、指定期間の異なる森林公園を除く）
１９年度：モニタリング結果の公表に関するルールを定め、18年度の結果を公表
　　　　　公の施設のあり方検討部会の検討結果に基づき、「公の施設のあり方の見直し方針」
　　　　　を決定（１９年１１月）
　　　　　　【新たに指定管理者制度を導入することとした施設】
　　　　　　　　生涯学習センター、えひめ青少年ふれあいセンター、総合科学博物館、
　　　　　　　　歴史文化博物館、萬翠荘、県営住宅
　　　　　「指定管理者制度導入及び運用に関するガイドライン」を策定（20年3月）
　　　　　指定管理者の次期更新に係る検証の実施（23施設）
　　　　　えひめ母子福祉センターの廃止（20年3月）
１８年度：外郭団体等への管理委託により運営されていた25施設に指定管理者制度を導入
１６年度：在宅介護研修センターに指定管理者制度を導入

実施率100%

数値目標等

2-(3)-①　民間活力の積極的な活用

所管部課
ウ　指定管理者制度の活用

指定管理者制度導入施設の適正かつ確実な運営を確保し、県民サービスの維持・向上を図るため、
指定管理者による施設の管理運営状況のモニタリング（確認・検証）を行うとともに、指定期間満
了前には更新に係る検証を実施する。併せて、平成１９年１１月に決定した公の施設のあり方の見
直し方針に基づき、指定管理者制度が導入されていない中予地方局管内以外の県営住宅について、
その導入を検討する。

指定管理者制度のページ：
http://www.pref.ehime.jp/gyou-tihou/shitei/shitei.html

指定期間満了前に更新に向けた検証を実施

総務部 行財政改革局 行革分権課
（関係部課）

指定管理者のモニタ
リングの実施

関連ホームページ

参　　考

№ 指 定 管 理 者 名
制度導入
年　　月

次期指定
更新年月 現指定期間

1 （財）えひめ女性財団 18年４月 26年４月 ５年間

2 イヨテツケーターサービス(株) 18年４月 26年４月 ５年間

3 愛南町 18年４月 26年４月 ５年間

4 愛媛県社会福祉協議会 18年４月 26年４月 ５年間

5 ＮＰＯ法人ラ・ファミリエ 18年４月 26年４月 ５年間

6 イヨテツケーターサービス(株) 18年４月 26年４月 ５年間

7 18年４月 26年４月 ５年間

8 18年４月 26年４月 ５年間

9 18年４月 26年４月 ５年間

10 18年４月 26年４月 ５年間

11 ＮＰＯ法人愛と心えひめ 16年４月 26年４月 ５年間

12 18年４月 26年４月 ５年間

13 18年４月 26年４月 ５年間

14 18年４月 26年４月 ５年間

15 18年４月 26年４月 ５年間

16 愛媛県物産観光センター管理コンソーシアム 18年４月 26年４月 ５年間

17 愛媛県森林組合連合会 18年４月 26年４月 ４年間

18 松山観光港ターミナル（株） 18年４月 26年４月 ５年間

19 南レク（株） 18年４月 26年４月 ５年間

20 コンソーシアムＧＥＮＫＩ 18年４月 26年４月 ５年間

21 （財）愛媛県スポーツ振興事業団 18年４月 26年４月 ５年間

22 （公財）愛媛県動物園協会 18年４月 26年４月 ５年間

23 （財）愛媛県文化振興財団 18年４月 26年４月 ５年間

24 (株)ウイン 18年４月 26年４月 ５年間

25 （財）愛媛県スポーツ振興事業団 18年４月 26年４月 ５年間

26 21年４月 26年４月 ５年間

27 21年４月 26年４月 ５年間

28 21年４月 26年４月 ５年間

29 21年４月 26年４月 ５年間

30 (株)ウイン 21年４月 26年４月 ５年間

31

～

50
愛媛県営住宅管理グループ 22年４月 25年４月 ３年間

指 定 管 理 者 制 度 導 入 施 設 一 覧 （23年4月1日現在）
施　　　　設　　　　名

男女共同参画センター

体験型環境学習センター

宇和海自然ふれあい館

総合社会福祉会館

ファミリーハウスあい

こどもの城

母子生活支援センター

愛媛県社会福祉事業団
身体障害者福祉センター

障害者更生センター

視聴覚福祉センター

在宅介護研修センター

国際貿易センター
愛媛エフ・エー・ゼット（株）

植物くん蒸所

テクノプラザ愛媛
（財）えひめ産業振興財団

産業情報センター

物産観光センター

えひめ森林公園

松山観光港ターミナル

南予レクリエーション都市公園

道後公園

総合運動公園

とべ動物園

県民文化会館

生活文化センター

イヨテツケーターサービス(株)
青少年ふれあいセンター

総合科学博物館

歴史文化博物館

萬翠荘

中予地方局管内の県営住宅(20団地)

武道館

生涯学習センター
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

土木部 河川港湾局 河川課

数値目標等

所管部課

土砂が著しく堆積し、治水上支障のある箇所のうち、コンクリート骨材等としての有効活用が見込
める箇所について、土砂の採取を希望する民間企業を公募し、民間活力を導入することにより、効
率的な河床掘削と土砂の有効利用を推進し、早期に流下能力を向上させるとともに、掘削費用の縮
減を図る。

２２年度までの
主な進捗状況

ＰＦＩ制度のページ：
http://www.pref.ehime.jp/gyou-tihou/pfi/pfi.html

数値目標等

所管部課 総務部 行財政改革局 行革分権課（関係部課）

2-(3)-①　民間活力の積極的な活用

平成23年度のPFI法の改正も踏まえ、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して公共施設等
の設計、建設、維持管理及び運営を民間主導で行うＰＦＩ方式の本県事業への活用を検討し、効率
的・効果的な公共サービスの提供を図る。

エ　ＰＦＩ方式の活用

２２年度：新立体駐車場の供用開始
２１年度～：愛媛県立中央病院整備運営事業に係る施設整備業務等の実施
２０年度：愛媛県立中央病院整備運営事業に係る落札者決定、事業契約締結
１９年度：愛媛県立中央病院整備運営事業に係る「特定事業の選定」、入札公告の実施
１８年度：愛媛県立中央病院建替えに係る実施方針等の策定
１７年度：ＰＦＩ等公民パートナーシップ型事業手法に関する研修会の開催
１６年度：ＰＦＩ研修会の開催
１５年度：ＰＦＩ研修会の開催
１４年度：「ＰＦＩ実務マニュアル」の策定、ＰＦＩ研修会の開催
１２年度：ＰＦＩ方式に関する庁内職員説明会及び外部講師による講演会の開催

オ　民活河床掘削推進事業の推進

2-(3)-①　民間活力の積極的な活用

毎年度 3河川 撤去土量4万8千m3

関連ホームページ

民活河床掘削推進事業（２０年度～）
   ２２年度：３河川　撤去土量　４万２千ｍ3
   ２１年度：３河川　撤去土量　　 7.5千ｍ3
   ２０年度：３河川　撤去土量　９万５千ｍ3
　　掘削費用の縮減効果：８億円
治水対策協働モデル事業（１７～１９年度）
   １９年度：３河川　撤去土量１１万３千ｍ3
   １８年度：３河川　撤去土量　５万６千ｍ3
   １７年度：４河川　撤去土量　６万５千ｍ3

２２年度までの
主な進捗状況

ＰＦＩ方式の活用に
関する検討

民活河床掘削推進事
業の推進

関連ホームページ
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

中学校への民間人校
長の登用に係る検討

関連ホームページ

えひめ夢提案制度

調査（年1回）

学校組織マネジメントの充実を図るために、これまで様々な制度を導入しているが、一方策として
校長への民間人の登用について検討する。

2-(3)-①　民間活力の積極的な活用
教育委員会 指導部 義務教育課
　　　　　 　　　 高校教育課

数値目標等

カ　民間人の校長登用の検討

備　　　考

　近年、各学校においては、学校組織マネジメント力の強化を図るため、地域の有識者や企業人な
どを活用して学校運営の改善を図る学校評議員制度や学校評価制度を導入して、マニフェストや数
値目標を策定するなど、学校経営の推進に民間感覚を積極的に取り入れ、特色のある開かれた学校
づくりに努めているところである。
　他県では、その一環として校長へ民間人を登用する制度を導入している例があるものの、登用適
任者がなかなか見つからないうえに登用した校長と教職員との間に摩擦を生じているケースや、学
校現場になじめず校長が思うようなリーダーシップが発揮できないケース等が多数報告されている
ことから、今後とも先行県の状況等の情報を継続して収集し、方策の一つとして検討を続ける。

小学校への民間人校
長の登用に係る検討

調査（年1回）
高等学校への民間人
校長の登用に係る検
討

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

企画振興部 地域振興局
　地域政策課

ア　えひめ夢提案制度の推進

２２年度までの
主な進捗状況

国の特区･地域再生制度等に対応し、市町や民間事業者等からの提案に基づき、県の権限の規制緩
和やその他の支援措置を行うことにより、地域の”夢”の実現を応援する。
(1) 受付ける提案の範囲　　県の権限に関する規制緩和その他の支援措置等
(2) 提案者　　　　　　　　自ら地域活性化に資する事業を実施しようとする者
(3) 提案の時期　　　　　　年2回(予定)

2-(3)-②　規制緩和の推進

所管部課

提案の実現率　70%以上
（※17～26年度累計）

えひめ夢提案制度のページ：http://www.pref.ehime.jp/h12900/yumeteian/yumeteian_top.htm

数値目標等

17～22年度までの実績
　提案数：102構想
　　　うち県の権限に係るもの：60構想
　　　　　  うち実現可能なもの：47構想

調査（年1回）

所管部課
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

14年度から、4県連携担当課長会議を設けるとともに、四国4県連携推進費（合計4,000万円、
16年度から3,000万円、18年度から2,000万円、20年度から1,500万円）により、四国の総合
力の向上と効率的対応が期待できる各種連携施策を推進。

・愛媛・高知交流会議の開催（年１回）

人事交流：２０年度以降・・各県３名
　　　　　１９年度・・・・各県３名（高知県のみ２名）
　　　　　１８年度・・・・各県２名（相互交流）
　　　　　１７年度・・・・各県１名

関連ホームページ

四国はひとつのページ：http://www.pref.kagawa.jp/shikoku/

２-(４)-①　四国４県連携の推進

所管部課
総務部 管理局 人事課
総務部 行財政改革局 行革分権課
企画振興部 管理局 総合政策課ア　四国各県との連携の推進

四国4県では、四国知事会議を開催するとともに、四国の将来像を見据え「四国はひとつ」を目指
した連携施策を推進しており、今後も引き続き4県連携による四国の総合力の向上やスケールメ
リットを生かした効率化を図る。
なお、最も長い県境を有する高知県とは、共通の課題や連携施策について協議するため｢愛媛・高
知交流会議｣を年１回開催している。
また、四国という地方経済圏を担う幅広い視野を持った人材を育成するため四国４県での人事交流
を進める。

地域再生制度の推進

２２年度までの
主な進捗状況

構造改革特区制度の
推進

イ　総合特区・構造改革特区・地域再生制度の活用

所管部課

数値目標等

企画振興部 地域振興局
　地域政策課

構造改革特区の認定件数　１９件（※15～22年度累計）
地域再生計画の認定件数　４２件（※16～22年度累計）

総合特区制度の推進

市町や民間事業者等が、本県の事情に応じた地域活性化の取組を進めることができるよう、地方自
治体や民間事業者等からの提案により、地域活性化に資する事業の実施に当たって障害となってい
る国の規制の緩和やその他の支援を行う国の総合特区・構造改革特区・地域再生制度の活用を積極
的に支援する。

2-(3)-②　規制緩和の推進

愛媛県構造改革特区・地域再生制度のページ：
http://www.pref.ehime.jp/h12900/kozokaikaku/top.html

数値目標等

四国各県との連携の
推進 四国4県連携施策数30以上（毎年度）

関連ホームページ
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

・ 広島・愛媛交流会議の開催（年１回）
・ 中四国サミットの開催(年１回)
・ 観光、環境保全、リサイクル、防災など各分野における連携・協調の推進

関連ホームページ

ア　瀬戸内各県との連携、協調の推進

広島・愛媛交流会議や中四国サミットなどでの協議を通じ、しまなみ海道で結ばれている広島県を
始めとする瀬戸内海各県と連携して、瀬戸内海の歴史・文化を生かした水軍観光ルートなどの観光
振興、瀬戸内海の環境保全、リサイクル産業の振興、大規模災害時の広域対応など、広域的な施策
の展開や共通課題の解決を図る。

数値目標等

瀬戸内各県との連
携、協調の推進 瀬戸内各県との連携事業数27以上（毎年度）

東海、東南海、南海
の３連動地震に備え
た広域連携

２-(４)-②　多面的広域連携の推進

所管部課 総務部 行財政改革局 行革分権課企画振興部 管理局 総合政策課

関連ホームページ

２-(４)-②　多面的広域連携の推進

所管部課
総務部 行財政改革局 行革分権課
県民環境部 防災局 危機管理課
（関係部課）イ　政策課題に対応した新たな広域連携

東海・東南海・南海の３連動地震の発生による広域災害への対応を始めとして、新たな政策課題に
対応するため、四国地方はもとより、中国、中部、近畿、九州地方などとの広域連携の強化に取り
組む。

数値目標等

２２年度までの
主な進捗状況
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

地域振興の推進に向
けた組織体制の整備

２２年度までの
主な進捗状況

２０年度：地方局再編（各地方局に「地域政策課」を設置）。
１８年度：「南予地域活性化特別対策本部」の設置。

関連ホームページ

3-(1)-①　政策立案機能の強化

所管部課 総務部　管理局　人事課

イ　総合的な地域振興推進体制の整備

部局横断的な企画調
整機能の強化

２２年度までの
主な進捗状況

戦略的な組織運営の
あり方の研究

総務部 管理局 人事課
総務部 行財政改革局 行革分権課

ア　部局横断的な企画調整機能の強化

重点戦略方針に基づく政策展開を図るとともに、部局横断的な課題に対応するため、各部局に設置
する政策推進組織による部局間の連携強化に加え、行政改革プロジェクトチームによる戦略的な組
織運営のあり方についての研究など、プロジェクトチームの積極的な活用を図る。

数値目標等

3-(1)-①　政策立案機能の強化

所管部課

愛顔あふれる愛媛づくりに向け、市町とも十分連携し、文化・スポーツの振興を始め、移住交流や
集落支援など、地域に活力を与える施策を総合的かつ一体的に推進していくための体制整備に取り
組む。

数値目標等
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

みんなの愛顔づくりプロジェクトのページ：
http://www.pref.ehime.jp/h12100/genkiproject/egaoPsetti1.html

２２年度までは、えひめ元気づくりプロジェクトとして実施

新たな政策立案に向け、職員の政策提案制度として「みんなの愛顔づくりプロジェクト」を推進す
る。

数値目標等

愛顔づくりプロジェ
クトの推進 積極的なプロジェクトチームの立ち上げ

3-(1)-①　政策立案機能の強化

所管部課 企画振興部 管理局 総合政策課

オ　みんなの愛顔づくりプロジェクトの推進

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

3-(1)-①　政策立案機能の強化

所管部課 企画振興部 管理局 総合政策課

エ　重点戦略方針に沿った政策展開

第６次県長期計画を着実に推進するため、年度ごとに重点的に取り組む政策分野を示した重点戦略
方針を策定し、同方針に沿って全部局が一丸となって政策立案型行政の実現を図る。

数値目標等

重点戦略方針に沿っ
た政策展開 重点戦略方針に政策の企画立案

3-(1)-①　政策立案機能の強化

所管部課 総務部 管理局 市町振興課

ウ　県と市町との連携施策の創出【再掲】

行政課題が複雑多様化していく中で、県及び市町ともに対応が求められる政策課題について、県と
市町が企画段階から連携して協議を行い、連携や協働を前提とした本県独自の施策を具体化するた
めの検討を行う。

数値目標等

県と市町による共同
施策の具体化 24年度：施策の具体化に向けた検討

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

第６次県長期計画の政策体系に基づき、政策優先度チェックを実施

数値目標等

政策評価の実施 政策優先度チェックを踏まえ重点戦略方針を
作成

3-(1)-①　政策立案機能の強化

所管部課 企画振興部 管理局 総合政策課

カ　政策優先度チェックに基づく実績検証

3-(1)-①　政策立案機能の強化

所管部課
企画振興部 管理局 総合政策課
（関係部課）

キ　愛媛の知恵の輪１００事業の推進

危機的財政状況の中で、必ずしも予算措置を伴わずに、既存の資産や機能を有効に活用するととも
に、職員の知恵と工夫を生かして、きめ細かい住民サービスを提供する「ゼロ予算事業」につい
て、全庁的な取組を推進する。

数値目標等

ゼロ予算事業の施策
化 毎年100事業以上実施

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：ゼロ予算事業の実施件数 １７４件
２１年度：ゼロ予算事業の実施件数 １６５件
２０年度：ゼロ予算事業の実施件数 １５６件
１９年度：ゼロ予算事業の実施件数 １３０件
１８年度：ゼロ予算事業の実施件数　９９件
１７年度：ゼロ予算事業推進プロジェクトチームの設置

関連ホームページ

ゼロ予算事業のページ：
http://www.pref.ehime.jp/020kikakujoho/010kikakucyouse/00007730060329/zerotop.htm
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

イ　業務執行リーダー制の拡充

組織の活性化や事務処理の効率化・迅速化を図るため、課長補佐をリーダーとして位置付け、一定
の権限の下、通常業務の指揮監督に当たらせる業務執行リーダー制を拡充する。

業務執行リーダー制
の導入

数値目標等

全庁的な導入（24年度）

3-(1)-②　機動的な執行体制づくり

所管部課 総務部 管理局 人事課

ア　庁内分権の推進

事務処理の迅速化を図るため、可能な範囲において、下位権者及び地方機関に対する権限委譲を積
極的に推進するとともに、各部局が自らの責任と判断で組織管理を行えるように内部管理事務の適
切な権限配分を行い、効率的・効果的な執行体制の整備を図る。

数値目標等

4年間で50事項以上を権限委譲
決裁権限の下位権者
及び地方機関への委
譲の推進
内部管理事務の各部
局への適切な権限配
分の実施

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：事務の簡素化・効率化を図るため、下位権者へ１１事項を権限移譲。
２１年度：事務の簡素化・効率化を図るため、下位権者及び地方機関へ８事項を権限委譲するとと
　　　　　もに、３０事項の地方局事務を本庁に引き上げ。
２０年度：地方局の現地即決、現地完結機能を強化するため、本庁で所管している事務のうち１，
　　　　　１６０件を委譲するとともに、事務の簡素化・効率化を図るため、１７０事項の地方局
　　　　　経由事務を本庁に引き上げ。
　　　　　地方局以外の地方機関へは７事項を権限委譲。
１9年度：事務の簡素化・効率化を図るとともに、地方機関における現地即決機能の強化を図るた
　　　　　め、下位権者及び地方機関へ６４事項を権限委譲。
１８年度：事務の簡素化・効率化を図るとともに、地方機関における現地即決機能の強化を図るた
　　　　　め、下位権者及び地方機関へ８３事項を権限委譲。
１７年度：事務の簡素化・効率化を図るとともに、地方機関における現地即決機能の強化を図るた
　　　　　め、下位権者及び地方機関へ２１７事項を権限委譲。

関連ホームページ

　

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：議会事務局政務調査室に主幹を設置
２１年度：監査事務局に監査主幹を設置

3-(1)-②　機動的な執行体制づくり

所管部課 総務部 管理局 人事課

関連ホームページ
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

多様化・高度化する行政課題に対し、機動的かつ柔軟に対応するため、部局の枠を越えたプロジェ
クトチーム制度を積極的に活用する。

数値目標等

プロジェクトチーム
の活用

3-(1)-②　機動的な執行体制づくり

所管部課 総務部 管理局 人事課
ウ　ＰＴ（プロジェクトチーム）制度の積極的な
　　活用

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：「地域主権改革ＰＴ」、「行政改革ＰＴ」、「口蹄疫防疫対策チーム」などの設置
２１年度：「全国知事会特別委員会対応班」、「新型インフルエンザワクチン接種班」などの設置
２０年度：「県税特別調査班」、「緊急雇用創出班」、「経済変動対策推進チーム」などの設置
１９年度：「えひめ夢提案実現ＰＴ」の設置

※「職員配置の弾力的運用について（平成元年１月２５日付け総務部長通知）」により、各部局が
主導性を発揮し、必要に応じてＰＴを設置するよう通知済

関連ホームページ

政策推進班による会議を必要に応じ開催

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

3-(1)-②　機動的な執行体制づくり

所管部課
総務部 管理局 人事課
企画振興部 管理局 総合政策課
（関係部課）エ　政策推進班の活用による部局連携機能の強化

各部局に設置された政策推進班を活用して、各部局における政策立案及び部局間の連携機能の充実
を図るなど、政策立案型行政を実現するため体制を強化する。

数値目標等

政策推進班の活用
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

１９年度：東京、大阪事務所に「えひめブランド推進課長（係長級）」を設置。
１８年度：東京事務所行政課に「行政グループ」を設置。
１５年度：東京事務所に「産業振興部」を設置。
　　　　　大阪事務所に「次長（補佐級）」及び「産業課長（係長級）」を設置。

関連ホームページ

数値目標等

東京、大阪事務所の
営業機能等の強化

政策立案型行政への転換を進めるため、民間企業の“取締役会”に準じる機関として「部局長会」
を設置し、部長級職員の専門的知識と情報収集力を結集して、知事のトップマネジメントを補完し
ながら、政策の質を高めるとともに情報共有を図る。また、各種推進本部等を開催する場として活
用することにより、既存の意思決定機会の集約を図る。

3-(1)-②　機動的な執行体制づくり

所管部課 企画振興部 管理局 総合政策課

カ　トップマネジメント機能の強化

3-(1)-②　機動的な執行体制づくり

部局長会を毎月2回程度開催

所管部課 総務部 管理局 人事課

オ　東京、大阪事務所の営業機能等の強化

首都圏及び関西圏における企業誘致活動、観光ＰＲ、県産品販売促進を効果的に実施するため、東
京、大阪事務所の情報収集力・営業力を強化する。

関連ホームページ

部局長会の積極的な
活用

２２年度までの
主な進捗状況

２２年度：「部局長会」の開催
　　　　　　開催回数　６回
　　　　　　主な付議議案　・新長期計画の策定方針について
　　　　　　　　　　　　　・平成24年度重要施策提案・要望の基本方針について
　　　　　　　　　　　　　・愛媛国体開催基本構想（素案）について　など

数値目標等
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

所管部課 総務部 管理局 人事課

ア　課長級昇任試験制度の導入

3-(2)-②　能力・実績重視型の人事管理

２２年度までの
主な進捗状況

「５つの意識改革」の内容について、主管課長会議での周知、庁内LANポータル画面への掲載、
各職場での掲示などに取り組んだ。

関連ホームページ

限られた人員で最大限の効果を発揮するためには、職員一人ひとりがその能力をいかんなく発揮す
るとともに、それぞれの職場において常に問題意識を持ち、政策課題に積極果敢に立ち向かってい
く必要がある。その基本となるのが職員の意識であり、県民に目線を合わせ、職員が一体感を持っ
て困難な課題に取り組むことができるよう、「５つの意識改革」をより一層徹底する。

数値目標等

所管部課

５つの意識改革の徹
底

各職場における啓発研修実施率100%（毎年
度）

ア　５つの意識改革

総務部 管理局 人事課

関連ホームページ

3-(2)-①　職員の意識改革

数値目標等

課長級昇任候補者選
考試験の実施 受験率75%以上

事業の執行や人事・組織管理等の権限を持ち、組織の中核として重要なポジションを占める課長級
ポストへの意欲、能力のある職員の積極的な登用を図るため、面接重視の試験制度を導入する。

２２年度までの
主な進捗状況
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

実績の勤勉手当への
反映

２２年度までの
主な進捗状況

本県では、従来から個人の能力と実績に応じた適切な給与制度の運用に努めており、18年度から
の給与構造改革においては、勤務実績の給与への反映の拡充を図っている。

意欲と能力のある職員の活用により組織の活性化を図るため、能力・実績をより一層反映した給与
制度・運用の見直しを行う。

数値目標等

能力・実績の昇給へ
の反映

関連ホームページ

3-(2)-②　能力・実績重視型の人事管理

所管部課 総務部 管理局 人事課
ウ　能力・実績を一層反映した給与制度・運用の
　　見直し

部下が上司を評価す
る制度の実施

２２年度までの
主な進捗状況

20年度以降：新任管理職を対象とした評価者研修の実施
19年度：管理職を対象とした評価者研修の実施
18年度：点数評価の厳正化等を柱とする人事考課の大幅な見直しを実施
　　　　 勤務成績をより適正に給与に反映させるシステム（査定昇給制度）の導入
　　 　　「部下職員からの声の反映｣本格実施
16～17年度：「部下職員からの声の反映」試行

意欲や能力のある職員の活用により組織の活性化を図るため、職員一人ひとりの能力・業績・意欲
を的確に評価する人事評価を実施する。

数値目標等

人事評価の実施

3-(2)-②　能力・実績重視型の人事管理

所管部課 総務部 管理局 人事課
イ　職員の能力・業績・意欲を重視した人事評価
　　の実施

110



推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

16～17年度に研修体系の抜本的な見直しを行い、18年度から選択必修制による能力開発研修を
導入している。

関連ホームページ

政策立案能力向上の
ための研修実施 全ステージアップ研修に導入（24年度まで）

県・市町合同による
研修実施

「愛媛県人材育成方針」において、今後の政策立案型行政を支える人材像を明らかにし、更なる分
権改革にも積極・果敢に対応できる人づくりに取り組むとともに、研修所での研修について、より
効果的かつ実践的な研修カリキュラムを検討し、その充実・強化を図るほか、職場研修や自己啓発
の推進などにより、県民ニーズや時代の流れに的確に対応し、創意工夫や企画力を発揮する人材を
育成する。

数値目標等

職員の意識改革のた
めの研修実施

3-(2)-③　人材育成の推進

所管部課 総務部 管理局 人事課研修所
ア　人材育成方針に基づく職員研修の充実

２２年度までの
主な進捗状況

１７年度：Ⅰ～Ⅳ及びⅤ：地方局区分を加えて実施
１６年度：Ⅰ～Ⅳ及びⅤ：地方局区分を加えて実施
１５年度：Ⅰ～Ⅲ及びⅣ：技術職員の事務分野への交流区分を加えて実施
１４年度：下記の３区分で庁内公募制の導入
　　　　　Ⅰ：特定プロジェクト、Ⅱ：県外勤務、Ⅲ：海外派遣・国内留学

関連ホームページ

職員の自主性を生かし、職務に対する意欲を高めるよう庁内公募制の積極的な活用を図る。

数値目標等

庁内公募制の活用 各年度15部門以上を設定

3-(2)-②　能力・実績重視型の人事管理

所管部課 総務部 管理局 人事課

エ　庁内公募制の活用
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

　民間、国等への職員派遣状況（17年度以降）

関連ホームページ

本格的な地方分権時代に自立した県政を進めていく上で、県の枠を越えた新しい企画力や発想力、
民間のコスト感覚など、より高い資質や能力を備えた職員を育成するため、国の省庁や国際関係機
関、民間企業等への派遣研修を引き続き推進する。

数値目標等
国省庁や国際関係機
関、民間企業への派
遣の充実

基礎自治体重視の県政運営を進め、県・市町の連携を一層深めるため、「相互交流」により人事交
流の拡大に積極的に取り組む。
また、基礎自治体が複雑・多様化した行政課題に適切に対応していくため、県研修所の受託研修や
合同研修を充実させるなどにより、市町職員の人材育成を積極的に支援する。

数値目標等

人事交流の推進 20市町との人事交流

3-(2)-③　人材育成の推進

所管部課
総務部 管理局 人事課
研修所
総務部 管理局 市町振興課イ　市町との人事交流の促進と人材育成の支援

　　【再掲】

ウ　民間、国等との人事交流の推進

市町職員の人材育成
に向けた研修支援 市町の意向を踏まえ検討

２２年度までの
主な進捗状況

人事交流の実績（市町からの受入）：２２年度　１０市町　１２人
　　　　　　　　　　　　　　　　　２１年度　１１市町　１４人
　　　　　　　　　　　　　　　　　２０年度　１２市町　１６人
　　　　　　　　　　　　　　　　　１９年度　１２市町　１５人
　　　　　　　　　　　　　　　　　１８年度　　９市町　１１人
　　　　　　　　　　　　　　　　　１７年度　　９市町　１０人
　　　　　　　　　　　　　　　　　１６年度　　６市町　　６人
１７年度に市町職員のみを対象とした専門研修として「地域政策立案講座」等３講座を新設すると
ともに、合同研修の枠を３講座から１２講座とし、２１年度までに専門研修を６講座、合同研修枠
を３１講座に拡大した。（受講者数：17年度257人、18年度477人、19年度493人、20年度
529人、21年度545人、22年度564人）

関連ホームページ

3-(2)-③　人材育成の推進

所管部課 総務部 管理局 人事課

区分 省庁 海外 大学・民間等 計
22 7 4 4 15
21 7 4 7 18
20 7 3 7 17
19 7 3 6 16
18 8 3 5 16
17 7 4 4 15
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

県と市町がそれぞれ抱える行政課題について、若手職員が合同で政策研究を行う場を提供すること
により、職員の意識改革や政策立案能力の向上を図るとともに、県・市町の連携や一体行政の推進
に資する。

数値目標等

合同政策研究活動へ
の支援 24年度から制度を導入

3-(2)-③　人材育成の推進

所管部課 総務部 管理局 人事課研修所オ　県・市町職員の合同政策研究活動の推進
　　【再掲】

２２年度までの
主な進捗状況

技術職の事務部門への配置状況
　２２年度：４３人　　１８年度：３７人
　２１年度：４５人　　１７年度：４０人
　２０年度：３６人　　１６年度：４０人
　１９年度：２４人　　１５年度：３０人

関連ホームページ

異なる分野の業務を経験することにより、職員の視野の拡大を図るとともに、新しい視点で仕事を
進めることにより、事務・技術双方に刺激を与え、新しい発想の生まれる土壌づくりを進めるた
め、事務職と技術職との交流を促進する。

数値目標等

事務職と技術職の人
事交流の促進 各年度40人以上の人事交流

3-(2)-③　人材育成の推進

所管部課 総務部 管理局 人事課

エ　事務職と技術職の人事交流の促進
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

前向きな気持ちで困難な行政課題にチャレンジし、成果を挙げた職員に対する表彰制度を見直し、
更なる挑戦を促す。

数値目標等

職員表彰制度見直し

3-(2)-③　人材育成の推進

所管部課 総務部 管理局 人事課

カ　職員表彰制度の見直し

3-(3)-①　国の出先機関改革への対応

所管部課

総務部 行財政改革局 行革分権課
経済労働部 管理局
　労政雇用課 雇用対策室
（関係部課）ア　県単独による対応の検討

国の出先機関改革を推進し、業務の効率化、行政サービスの向上を図るため、内閣府のアクショ
ン・プランで具体的に示されているハローワーク業務の一体的実施や、国の出先機関の事務・権限
の県への移管について検討する。

数値目標等

関連ホームページ

ハローワーク業務の
一体的実施について
検討 26年度までに提案内容の実現（アクション・

プラン）
その他の業務の県移
管について検討

２２年度までの
主な進捗状況
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

22年７月９日　第１回会議開催
22年７月　　　四国４県広域連携部長会議の設置

関連ホームページ

国の出先機関改革に
向けた四国４県との
連携の推進

26年度までにアクション・プランに基づく受
入方針の決定

２２年度までの
主な進捗状況

四国４県が連携しながら国の出先機関改革やその他諸課題に対応するため、四国知事会の下部組織
として設置している四国４県広域連携部長会議において、課題整理や連携促進の可能性等について
調査検討する。

所管部課 総務部 行財政改革局 行革分権課（関係部課）
ウ　中四国ブロックによる対応の検討

数値目標等

3-(3)-①　国の出先機関改革への対応

所管部課 総務部 行財政改革局 行革分権課（関係部課）
イ　四国４県による対応の検討

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

中四国に跨る国の出先機関改革を推進するため、中四国サミット等の場を活用して、課題整理や連
携策等について検討する。

数値目標等

国の出先機関改革に
向けた中四国各県と
の連携の推進

3-(3)-①　国の出先機関改革への対応
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

市町への権限移譲のページ：
http://www.pref.ehime.jp/gyou-tihou/bunken/shishin.html

プログラムに基づく
権限移譲の推進

権限移譲具体化プログラム（一律移譲）の権
限移譲数　387(※1)

財政的・人的支援

基準の設定等 地域の実情に即した独自基準の設定　1以上

3-(3)-②　国・県・市町の役割分担に応じた機能
　　　　　 強化

所管部課 総務部 行財政改革局 行革分権課（関係部課）
イ　義務付け・枠付けの見直しへの対応

義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大を内容とする法令改正に基づいて、自らの判断と責
任により地域の実情に合った基準の設定等に取り組む。

数値目標等

２２年度までの
主な進捗状況

関連ホームページ

地方分権の趣旨に沿った個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現するため、住民に身近な行政は市
町が担うことを原則に、県と市町の役割分担を行った上で、市町が実情に応じた総合的かつきめ細
かな施策を展開できるよう、市町の意向を踏まえながら、「県権限移譲推進指針」等に沿って市町
の行政体制の整備状況に応じた権限を移譲する。
あわせて、権限移譲に伴う財源措置や人的支援など市町への支援を行う。

数値目標等

ア　「県権限移譲推進指針」に基づく市町への権
　　限移譲

　※1 （一律移譲パッケージ数×対象市町数）の延べ数。表の累計は、移譲実績数。

　※2 各年度実績は、当該年度に市町と協議のうえ、条例等を規定した数(移譲は翌年度）

１８年度　「権限移譲検討協議会」及び検討部会（中核市、一般市、町）の設置、開催
　　　　　「県権限移譲推進指針」及び「権限移譲具体化プログラム」の策定
１９年度以降毎年度「県権限移譲推進指針」及び「権限移譲具体化プログラム」を見直し改訂

２２年度までの
主な進捗状況

【権限移譲事務等市町交付金】
　　１９年度：交付金額　６４，１７１千円
　　２０年度：交付金額　６９，５９２千円
　　２１年度：交付金額　７１，１６６千円
　　２２年度：交付金額　７０，４０２千円
　　２３年度：交付金額　７３，５２３千円（予定）
　　　※当交付金のほか、保健所政令市権限移譲事務交付金等による個別措置あり

3-(3)-②　国・県・市町の役割分担に応じた機能
　　　　　 強化

所管部課
総務部 管理局 人事課
総務部 行財政改革局 行革分権課
（関係部課）

関連ホームページ

【一律移譲パッケージの状況】 【参考：プログラム全体における移譲状況】

年度 権限移譲実績数
※1(累計) 年度 移譲事務内容　※2

ﾊﾟｯｹ ｼー゙数
(単年度)

ﾊﾟｯｹ ｼー゙
事務数
(単年度)

18年度 81 18年度 農地の権利移動の許可等に係る事務 7 49

19年度 231 19年度 NPO法人設立の認証等に係る事務 21 300

20年度 287 20年度 特定行政庁に係る事務等 19 378

21年度 312 21年度 旅券の申請受理と交付に係る事務等 13 186

22年度 320 22年度 商工会の設立の認可等に係る事務等 10 222
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

3-(3)-②　国・県・市町の役割分担に応じた機能
　　　　　 強化

所管部課 総務部 管理局 市町振興課総務部 行財政改革局 行革分権課
ウ　市町への法定移譲事務の情報提供等

関連ホームページ

法定移譲事務について、関係する市町への適切な情報提供や支援体制の整備等により円滑な移譲に
努めるとともに、法定移譲事務との一体処理が望ましい事務について、効果・効率の観点から市町
に提案し、住民目線による基礎自治体への権限移譲の推進に取り組む。

数値目標等

一体処理が望ましい
事務との調整・提案

市町への適切な情報
提供

第2次一括法による権限移譲事務に係る個別説
明会等の開催（計10回以上）

２２年度までの
主な進捗状況
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

えひめ発の分権改革
提言の策定

全国知事会等を通じ
た提言

２２年度までの
主な進捗状況

毎年1回以上提言

２２年度：国の施策等に関する提案・要望　　　　　（県独自要望：平成22年6月、11月）
　　　　　　（地域主権改革の推進について　地方税財源の充実・強化について
　　　　　　　一括交付金の総額確保と地域の実情を踏まえた制度設計(11月のみ)）
　　　　　出先機関改革に関する緊急声明　　　　　（全国知事会：平成22年12月3日）
　　　　　３法案の今国会成立を求める緊急声明　　（全国知事会：平成22年5月21日）

２１年度：国の施策等に関する提案・要望　　　　　（県独自要望：平成21年6月、11月）
　　　　　　（地域主権の実現に向けた取組の推進について　地方税財源の充実・強化について）
　　　　　総選挙の政権公約についての「地方分権改革に関する公開討論会」を開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全国知事会：平成21年8月7日）
　　　　　地方分権改革の実現を求める緊急アピール（全国知事会：平成21年5月22日）

２０年度：国の施策等に関する提案・要望　　　　　（県独自要望：平成20年6月、12月）
　　　　　　（第二期地方分権改革の推進について　地方税財源の充実・強化について）
　　　　　道路・河川の権限移譲に係る緊急アピール（全国知事会：平成20年7月9日）
　　　　　第二期地方分権改革への提言　　　　　　（全国知事会：平成20年7月18日）
　　　　　道路・河川の権限移譲に伴う財源等に関する申し入れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全国知事会：平成20年8月4日）
　　　　　地方財政確立・分権改革推進に関する決議（地方六団体：平成20年11月25日）
　　　　　地方分権改革の推進に関する決議　　　　（全国知事会：平成20年12月19日）

１９年度：国の施策等に関する提案・要望　　　　　（県独自要望：平成19年6月、12月）
　　　　　　（地方分権改革の推進及び地方税財源の充実・強化について）
　　　　　第二期地方分権改革への提言　　　　　　（全国知事会：平成19年7月25日）
　　　　　地方分権改革推進に関する決議　　　　　（地方六団体：平成19年11月19日）
　　　　　国の地方支分部局（出先機関）の見直しの具体的方策（提言）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全国知事会：平成20年2月8日）

えひめ発の分権改革提言のページ：
http://www.pref.ehime.jp/gyou-tihou/bunken/index.html

国から県への権限移譲を進めるとともに、国の無駄な規制を廃止し、真の分権型社会を実現するた
め、地域主権改革プロジェクトチームにおいて「えひめ発の分権改革提言」を策定し、現場サイド
からの地方分権改革を国に提言する。
また、第二期地方分権改革の実現に向け、国と地方の役割分担の見直し、事務・事業、権限、財源
の一体的な移譲、義務付け・枠付け及び関与の廃止・縮小、国・地方の税源配分のあり方や団体間
の税源偏在是正のあり方について、全国知事会等を通じて国へ提言を行う。

数値目標等

えひめ発の分権改革
提言の実現 26年度までに10項目を実現

3-(3)-③　国への提言・情報発信

所管部課
総務部 行財政改革局 財政課
　　　　　　　　　  行革分権課
（関係部課）ア　国への積極的な政策提言
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推進事項

具体的な取組

内　　容

実施概要 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

関連ホームページ

望ましい広域自治体
のあり方の研究 24年度までに研究成果の報告

２２年度までの
主な進捗状況

１９年度：最終報告を四国知事会議に報告
１８年度：中間取りまとめを行い、四国知事会議に報告
１７年度：四国４県の部次長級職員で構成する「四国4県道州制研究会」を設置
１５・１６年度：本県の若手職員による「県のあり方研究会」設置
１４・１５年度：四国4県担当者による勉強会設置

国の出先機関改革を円滑に推進し、来るべき地方分権改革の進展に対応するため、地域主権改革プ
ロジェクトチーム等を活用して、広域連合や広域行政機構などの調査・研究を行い、本県にとって
望ましい広域自治体のあり方を検討する。

数値目標等

3-(3)-③　国への提言・情報発信

所管部課 総務部 行財政改革局 行革分権課

イ　広域自治体のあり方の研究
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